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─『地域未来創生センタージャーナル』第7号の刊行に寄せて─
　

　

　地域未来創生センター（IRRC = Innovative Regional Research Center）は、北日本考古学研究センター

とともに、弘前大学特定プロジェクト教育研究センターとして、2014 年（平成 26 年）４月に弘前大学人

文学部（現在の人文社会科学部）に設置されて、本年度で７年目を迎えました。

　設置以来、当センターは、人文社会科学分野の特定の専門領域に立った教員各人の学問的専門性に依拠

しつつ、社会実装の視点に立って、学術研究と社会貢献・地域貢献を一体化させるという明確な意図の下

に、ユニークな研究活動を展開してきました。その目的は、地域の関係者の方々の御支援・御協力のも

と、多方面にわたって進めている地域密着型の学術研究の成果を地域社会の活性化に役立てるということ

に尽きます。

　この度、地域未来創生センターでは、2020 年度（令和２年度）の研究成果の一端として、『地域未来創

生センタージャーナル』第７号を刊行する運びとなりました。

　今年度は、人類が手にした便利な社会に大きな陰りが生じた一年になりました。新型コロナウイルス感

染症の拡大は、直接の生命の脅威だけでなく、医療逼迫による慢性・急性患者への対応困難もひきおこし

ています。国際援助機関は、問題が他の疾病を多くかかえる途上国においてより懸念されると警鐘を鳴ら

しています。また、感染症拡大防止のための経済活動の抑制は、多くの人の生活基盤と自尊心を奪ってい

ます。

　そのような状況下にあって、当センターは、地域の文化的価値を継承し、地域社会の価値のあり方を解

明する研究活動を継続してきました。先の見通しは晴れずとも、変化の時代には「真に価値あるもの」の

重要性が高まること、「従来埋もれていた価値」が掘り起こされる傾向があることは明らかだからです。

危機の後には世界的混迷の時代が来るかもしれませんし、逆に明白な優勝劣敗の時代が来る可能性もあり

ます。しかしいずれにせよ、人間に根差した地域の価値は決して輝きを失わず、必要性を高めるはずです。

　海外出張や地域調査の中止、研究成果報告会の縮小によって、実施できなかった研究も多数あります。

しかし先を見据えて、可能な研究を追求してきました。幅広い研究者を擁する本学部の特性を活かした、

多方面にわたる研究成果の一端を、地域の関係者の方々をはじめとする多くの有識者の方々と共有させて

いただけたらと考えております。

　今後も、地域未来創生センターへのご支援とご協力を宜しくお願い申し上げます。

2021 年２月１日

弘前大学人文社会科学部長　飯　島　裕　胤

ごあいさつ
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1

　　序　　　　　文　

　小川原湖民族博物館旧蔵資料調査の一環として、同博物館旧蔵書のうち、幕末・明治期に活躍した著名
な３人、佐藤一斎（1772 ～ 1859）・斎藤拙堂（1797 ～ 1865）・重野成斎（1827 ～ 1910）の、各自の文業
を示す漢詩文集、『愛日楼文詩』４巻（佐藤一斎撰）・『拙堂文集』６巻（斎藤拙堂撰）・『拙堂文話』８巻『続
文話』８巻（斎藤拙堂撰）・『成斎文初集』３巻『成斎文二集』３巻（重野成斎撰）・『成斎先生遺稿』15 巻（重
野成斎撰）、この５種を取りあげて解説する。いずれの書物も、弘前大学附属図書館には未所蔵の書籍、
なかでも『成斎先生遺稿』はやや稀覯本に属するらしい。

①　佐藤一斎撰『愛日楼文詩』４巻
〈外題〉愛日楼文一（～三）　愛日楼詩（附日光／山行記）四止（刷題簽）
〈内題〉愛日楼文一（～三）　愛日楼詩　附載／日光山行記
〈その他題〉 見返題・序題・目録題…愛日楼文詩　  柱題…愛日楼文詩序　愛日楼文詩目　愛日楼文一（～
三）　愛日楼詩  附載　　尾題…愛日楼文一（～三）  愛日楼詩　附載
〈巻数〉文３巻・詩１巻、４冊
〈著編者〉幕末の佐藤一斎（名は坦）撰。文３冊は前鳥取新田（西館）藩主・松平冠山（池田定常）編（抄録）、
詩１冊は小泉藩主・片桐遜斎（貞信）編（抄録）。（第１冊の文は下毛の菊池履（廓堂）校字、第２冊の文
は備中の昌谷碩〔精渓、一斎３女の婿〕校字、第３冊の文は日向の荒川元校字、第４冊の詩は肥後の町野
徳校字、附載の日光山行記は日向の荒川元校字。この４名はいずれも一斎の門人）
〈残欠状況〉完本　　〈保存状況〉ほぼ良好であるが、表紙は全体的に汚れ、第１冊の前部下端、第２冊
の後部、及び第４冊の前部・後部には虫損あり。　　〈体裁〉袋綴　　〈丁数〉① 56 丁（序・目録・文巻１）、
② 52 丁（文巻２）、③ 50 丁（文巻３）、④ 66 丁（詩１巻・附載）
〈写刊年時〉江戸末の文政 12 年（1829）序刊、後印〔一部に匡郭や文字の磨滅あり。早印本には本書の
ような刊記〔後述〕がない）
〈本文用字〉漢字。漢詩文には断句の点（小圏）が付される。　　〈法量〉縦 22・５糎×横 15・５糎　　〈匡
郭〉左右双辺、縦 18・０糎×横 13・２糎　　〈一面行数〉９行 19 字　　〈版心〉小黒口（上端）、中黒口（下
端）　　〈界線〉アリ　　〈表紙〉小豆色・卍繋　　〈書入〉附載（日光山行記）15 丁表の下端部が磨滅し、
３行目の下「…遥見一／礁…」の「一」を「暗」に誤記する（墨筆）。
〈刊記〉第４冊裏見返の四周双辺の枠内に、上下二段にわたって、大阪の河内屋喜兵衛以下の７書肆、西
京の出雲寺文次郎以下の４書肆、東京の須原屋茂兵衛以下の 11 書肆を列挙した後、改行して「名山閣　
東京芝大神宮前書舗／和泉屋吉兵衛発售」という。　　〈蔵書印〉「樞〔？〕蔵／書印」（朱印）

論 文ⅠⅠ

小川原湖民族博物館旧蔵、幕末・明治漢詩文集５種解説

植　木　久　行１

　　　　　　　　　　　
１	弘前大学名誉教授・人文社会科学部客員研究員
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〈備考〉本書の巻頭には、文政 12 年（1829）重陽後一日（９月 10 日）の日付を持つ、林述斎（名は衡、
時に 62 歳）撰「愛日楼文詩叙」を収める。林述斎は寛政５年（1793）、幕命によって血統の絶えた幕府儒
官の林家を相続し、第８代大学頭となり、昌平坂の聖堂学舎を幕府の学問所（昌平坂学問所）とした。老
中松平定信とともに学制改革にあたった、林家中興の大儒である。一斎は４歳年上の彼に師事した。述斎
の「詩叙」の後、「愛日楼文詩目」、そして本文（愛日楼文一）となる。
〈解　題〉
　『愛日楼文詩』４巻４冊は、江戸時代後期の有名な儒学者・佐藤一斎（1772 ～ 1859）の詩文集（別集）の名。
生存中の文政 12 年（1829）、58 歳の時に刊行された。「今

い ま

者　大道（一斎の字）は業已に成り、名も亦た
馳す。王侯大人争いて相延致し、以て之を師崇し、往々にして民政・国是を問及す。…　夫

か

の大道の学術
の深造、文章の精練のごときは、世に自から公論有り。余の言を俟たず」（林述斎撰「愛日楼文詩叙」）。
　本書第１冊は序16首（「呉氏校本四書章句集註序」「先哲叢談序」「刻四庫全書簡明目録序」他）・記12首（「行
余館記」「六間堂記」「不破関址立石記」他）、第２冊は論２首（「李泌論」他）・弁２首（「弟子門人非二弁」
他）・墓銘 14 首（「故二城留守小出君墓誌銘」「古河教授鶴城恩田君墓碣銘」「伊能東河墓碣銘」他）・墓表
１首（「一斎成瀬府君墓表」）・碑陰記１首（「殤女希楚碑陰記」）・行状１首（「先府君行状」）、第３冊は説
６首（「迪斎説」「達而已斎説」他）・題跋 11 首（「跋元槧聯珠詩格」「王文成公真蹟跋」「題蘐園讌集図」「桜
花譜跋」他）・雑著８首（「癸亥春月茅堂小集」「記洋製測時器」他）・遊記２首（「小金井橋観桜記」「杉田
村観梅記」）・賦４首（「錦屏海賦」「愛日楼賦」他）・賛 10 首（「包犠氏像賛」「諸葛武侯賛」「惺窩先生賛」
他）・銘５首（「時辰表銘」「茶室銘」他）。文の合計は 95 首。
　第４冊は古今体詩 234 首（「中元楼上玩月二首」「秋懐四首」「西肥客中」「春夕」「落葉」「悼亡三首」「春尽」「季
夏天瀑先生巽園」「題春川釣魚図、為菅茶山作」「長夏上澣従檉宇林君遊谷墅、分緑陰幽草勝花時句為韻、
得草花字」「冠山老侯得月亭、分得楼字」「雷雨絶句」「太公垂釣図」「中秋泛琵湖」「歳晏有感」「二月初吉、
濹上散策」「忍岡花下口号」他）、附載「日光山行記」（文政１年の旅行記）。
　撰者の佐藤一斎、名は坦、字は大道、通称は捨蔵、一斎・愛日楼・老吾軒などと号した。父の信由は美
濃岩村藩の家老。一斎は江戸の藩邸に生まれ、４歳年長の藩主（松平乗蘊）の子、後の林述斎（林家中興
の大儒、1768 ～ 1841）と親しく交遊し、ともに学問に励んだ。19 歳のとき、藩主（松平乗保）の近侍となっ
たが、翌年免職。藩籍の離脱を許され、関西に遊んで懐徳堂の中井竹山に師事した。寛政５年（1793）22
歳のとき、第７代大学頭・林信敬（簡順・錦峰）の門に入って、その邸内に住む。この年、信敬が急逝し、
幕命によって林述斎が林家第８代大学頭を嗣ぐと、一斎はそのまま述斎の門人となり、師弟の契りを結ん
だ。二人の親交は終生変わらず、文化２年（1805）34 歳のとき、一斎は林家の塾長となり、名声が高ま
るにつれて門人が増加した。述斎が没した天保 12 年（1841）70 歳のとき、始めて召し出されて幕府の儒
臣となり、昌平黌（昌平坂学問所）の官舎に移る。この後、昌平黌で講説しつつ、将軍はじめ諸大名に招
かれて講義し、幕府の文教を司った。安政６年（1859）９月、昌平坂の官舎で病没、享年 88 歳。朱子学・
陽明学を兼採した、彼の宋明性理学に関する学殖は当代随一であったという。「言志四録」（『言志録』『言
志後録』『言志晩録』『言志耋録』）の随想録は広く知られる。
　「愛日楼文詩目」の末に付す、松平冠山（池田定常）の文政 12 年の識語にいう。
　　�一斎先生の文詩の稿本は、数十巻を累ぬる有り。余嘗て借読し、其の文を鈔して三冊を成す。小泉侯
（片桐遜斎〔貞信〕）も亦た詩一冊を鈔す。今　合せて一集と為す。末に又た「日光山行記」を以て附
す。往

さきに

者、先生に請い、活字を用いて刷印し、諸
これ

を社友に頒たんと欲す。既に傭工に命ずるも、工人
遷延して、年を経て果たさず。熊本藩に沢村薖薖士寛（士寛は字）なる者有り。頃

このごろ

先生に請いて曰く、
「活版（速効性と経済性に富む活字本）は、整版（耐久性と美しさを持つ木版本）の永存して公溥（普
及）すべしと為すに如

し

かず。盍ぞ今に及んで図（計画）を改め、薖薖をして其の事を任わしめざる」と。
先生曰く、「活版にて足れり。公溥を必とせざるなり」と。士寛は又た余に就いて謀り、懇懇として
已まず。余は其の志の厚きを善みし、為に代わりて之を請うこと再三にして、先生乃ち許さる。因り
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て遂に完帙を以て之を士寛に付して刻せしむ。／文政十二年己丑三月／冠山松平定常拝して言う。
　これによれば、前鳥取新田（西館）藩主・松平冠山（池田定常）は、一斎撰『愛日楼文詩』の出版事業
を進めたが頓挫した。そこで一斎の塾生・沢村の提案（整版への変更）を受け入れ、その許可を一斎から
取り付けた。かくして沢村の指図で文政 12 年（1829）に刊行された（校字者は菊池履以下の４人）。
　「『愛日楼文詩』は文政十二年の作までを収録しているから、二人〔冠山と遜斎〕が『嘗て』書き抜いた
鈔本四冊がそのまま『文詩』として刻されたのではない。『文詩』の刪定は、上木直前まで行なわれたの
である」（荻生茂博「『愛日楼全集』解説・解題」）。松平冠山が刊行資金を援助したのであろう。松平冠山（池
田定常、1767 ～ 1833）は、５歳年下の一斎のもとで 40 余年間研鑽し、古今和漢の書に通じて、寛政年間
以降、佐伯藩主毛利高標・仁正寺藩主市橋長昭とともに、文学の三侯（三大名）と称された人である。林
述斎・松崎慊堂・市河寛斎・滝沢馬琴ら多くの文人と交遊し、享和元年（1801）、35 歳で隠居した後も、
江戸で読書と著述に明け暮れた。
　本書の出版経緯については、林述斎の「愛日楼文詩叙」にも、「曩

さき に

者、冠山老侯は小泉侯と相い謀り、
将に活字を以て大道（一斎の字）の文詩鈔を刷らんとす。熊本藩の沢村生（薖薖）、家塾に在りて、諸

これ

を整
版に改雕するを請う。剞劂成りて、余に一言以て之を証すを索む」という。沢村薖薖（1800 ～ 1859）、字は
士寛、通称は宮内、号は西陂、熊本藩士。江戸に出て一斎の塾で学び、帰藩後、藩校の助教となる。
　「愛日楼詩」の末に、一行あけて付された片桐遜斎（名は貞信、小泉藩主、1802 ～ 1848、一斎より 30
歳年少）の識語にいう。
　　�一斎先生の詩は、今代の詩人の為る所と撰を異にす。惟だ志を言い実を叙ぶるを尚び、浮華の虚詞を
喜ばず。余嘗て其の稿本を借覧し、鈔して一冊を得て、以て帳秘（秘蔵書）と為す。属

このごろ

者　冠山老侯
（松平冠山）余に慫慂し、其の鈔する所の文三冊と合し、并せて一集と為し、以て学ぶ者の模範と為
さんと欲す。余は乃ち敢えて秘せず、別に一本を録して之に贈る。戊子（文政 11 年）端午の翌日（５
月６日）、遜斎片桐貞信敬んで識す。

　佐藤一斎には、文化８年（1811）に成る未刊の詩文集『一斎浄稿』４冊（雑文 70 首と古今体詩・詩余
307 首所収）が現存する（国立国会図書館蔵）。荻生茂博「『愛日楼全集』解説・解題」にいう、「一斎自
筆の多数の推敲や、題毎につけられた圏点等の（幾重にも重ねられた）書き入れがある」ため、「『一斎浄
稿』の選は、一斎自身が述斎や松崎慊堂、三谷慎斎らとの協議をへて、一門の大がかりな事業として行っ
たのであり、『文詩』の作成過程も同様であった」。『文詩』の選定における「述斎の関与は（一斎の詩に
対する批評『〔一斎稿本〕』３冊〈東京都立中央図書館河田文庫蔵〉から推定すれば）想像以上に深く、『浄
稿』『文詩』は一斎・述斎の共選といってさしつかえな」く、「『文詩』は、冠山・遜斎の私的な選ではない」
と指摘する（要約）。
　江戸後期、文章家として「西に（頼）山陽あり、東に（佐藤）一斎あり」と並称されたが、両者の文体
は対照的で、頼山陽は闊達奔放、佐藤一斎は端正精緻であった。佐藤一斎の継嗣・佐藤榥（号は立軒、
1822 ～ 1885）撰「皇考故儒員佐藤府君行状」（文久元年〔1861〕５月の作）は、詩文の創作姿勢に言及す
る、「先子（亡父・一斎）文を作るに、（唐宋）八家を以て法（手本）と為し、尤も韓（愈）欧（陽修）を
貴び、明に於いては則ち王文成（陽明）を学ぶ。一文を作らんと欲するごとに、必ず先ず或いは坐し或い
は臥し、以て精神を養い気力を畜えて、予め其の趣向を立つ。…　而して後に始めて筆を起こす。是に於
いて千言立ちどころに成る。然りと雖も、句々字々、法を古人に取りて、其の精密を極め、改めて又た改
め、殆ど十日を経て後、初めて稿を脱す。…　詩のごときは則ち先子の任

にな

わざる所なり。然れども其の精
練（推敲）は文を作るに異ならず。文は能く意を達し、詩は能く志を言う、此くのごときのみ」と。
　また受業の弟子・若山拯（号は勿堂、美濃岩村藩儒・昌平黌儒官、1802 ～ 1867）撰「惟一佐藤先生墓碣銘」
（文久２年〔1862〕３月の作）にも、「其れ古人の文に於いては、尤も韓（愈）欧（陽修）を重んじ、明に
於いては則ち王文成（陽明）を貴ぶ。一篇を作るごとに鍛煉すること十日、然る後に成る。故に精密にし
て疵無し。詩賦のごときも亦た然り」という。
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〈参考文献〉
　・高瀬代次郎『佐藤一斎と其門人』（南陽堂本店、1922 年）

　・田中佩刀「改稿・佐藤一斎先生年譜」（『明治大学教養論集』69 巻、1972 年所収）

　・富士川英郎『江戸後期の詩人たち』（麦書房、1966 年）

　・�富士川英郎「愛日楼詩の解題」（『愛日楼詩』〔内閣文庫本〕の影印本〔『詩集　日本漢詩』第 16 巻〈汲古書院、1990 年〉

所収〕）　

　・�中村安宏「『愛日楼文詩』の考察」（二松学舎大学陽明学研究所刊『陽明学』第３号、1991 年所収）

　・�荻生茂博「『愛日楼全集』解説・解題」（『近世儒家文集集成』第 16 巻〔愛日楼全集〕、ぺりかん社、1999 年所収）

　・�五弓豊太郎（名は久文、号は雪窓）編『事実文編』（国書刊行会、1911 年）巻 58 に収める、若山拯撰「惟一佐藤先生墓碣銘」・
佐藤榥撰「皇考故儒員佐藤府君行状」

②　斎藤拙堂撰『拙堂文集』６巻
〈外題〉拙堂文集　中内惇編　一（～六）（刷題簽）
〈内題〉拙堂文集巻之一（～巻之六）  
〈その他題〉 見返題・凡例題・目録題・柱題…拙堂文集　尾題…拙堂文集巻之一終（～巻之六終）
〈巻数〉６巻、６冊
〈著編者〉幕末の斎藤拙堂（名は正謙、字は有終）撰、中内惇編
〈著作注記〉各巻内題２行目に「斎藤正謙有終著　門人 中内惇編次」とある。ちなみに第一冊の見返に「門
人中内惇編次／拙堂文集／斎藤氏蔵版」、巻末の刊記（版権免許）に「著者　古人　斎藤拙翁／編者　三重
県士族　中内　惇」とある。拙翁は拙堂の致仕後の称呼。
〈残欠状況〉完本　　〈保存状況〉やや不良。第１冊の表紙は色落ちし、題簽の一部を失う。第１冊と第
６冊の表紙には虫損あり。第３冊は末尾の版心のほか、第４丁から第９丁にかけて特に大きな虫損あり。
第４冊には虫損が散在し、第６冊の前部と後部に大きな虫損あり。また第４・第６冊の綴じ糸が切れる。
〈体裁〉袋綴　　〈丁数〉① 90 丁（序・小伝・凡例・目録・巻１）、② 58 丁（巻２）、③ 62 丁（巻３）、
④ 47 丁（巻４）、⑤ 54 丁（巻５）、⑥ 70 丁（巻６・跋・刊記）
〈写刊年時〉明治 14 年（1881）７月刊　　〈本文用字〉漢字。漢文には断句の点（小圏）と返り点を付す。	
〈法量〉縦 22・６糎×横 15・２糎　　〈匡郭〉四周双辺、縦 16・４糎×横 10・３糎　　〈一面行数〉10
行 22 字　　〈版心〉白口、単黒魚尾　　〈界線〉アリ　　〈表紙〉浅葱色・菊花文亀甲繋　　〈書入〉「楠木
誌序」（巻３）の欄上に、この序文を草稿かと疑う朱筆あり。
〈刊記〉第６冊の巻末…「版権免許　明治十三年九月十八日／同十四年七月上旬刻成　／著者　古人　斎藤拙翁　
／編者　三重県士族　中内　惇〈伊勢国安濃郡津東撿校町十三番地〉　／出版人　同県士族　斎藤次郎〈同国同所丸之内
六番地〉　／発兌人　同県平民　豊住伊兵衛〈伊賀国阿拝郡上野中町廿八番地〉　／同　　豊住支店〈大阪東区備後町四丁
目四十番地〉」
　ちなみに刊記の後には、「三府諸県弘通書林」として、二段構成で「東京　山中市兵衛」以下 10 書肆、
「大阪　柳原喜兵衛」以下 10 書肆、「西京　田中治兵衛」以下 12 書肆、さらに名古屋・大垣・岐阜以下、
伊賀名張・伊賀上野に到る各地の書肆 59 の名（「豊住伊兵衛梓」を除く）を列挙する〈販売所は全 91 軒、
紙数は２丁分〉。
　第１冊の見返（朱色）に、「門人中内惇編次／拙堂文集／斎藤氏蔵版」とある。この斎藤氏は、刊記中の「出
版人　斎藤次郎」を指す。斎藤次郎は拙堂の長子・斎藤誠軒（名は正格、1826 ～ 1876）の子。名は正彰、
字は有常、誠斎と号した。二松学舎に入って三島中洲（拙堂の門人）に学ぶ。二松学舎の講師となり、の
ち津市高等女学校の教諭となった。大正７年、55 歳没（1864 ～ 1918）。次郎は通称である（近藤春雄『日
本漢文学大事典』斎藤誠斎の条）。　　〈蔵書印〉「新清庙〔？〕」（朱印）
〈備考〉巻頭の２丁に藤堂高

たかゆき

猷執筆「百代／山斗」の題字がある。藤堂高猷（1813 ～ 1895）は幕末・明
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治初の伊勢津藩主（第 11 代）。拙堂は彼の 13 歳の時、侍読となって以降十数年、漢学を指導し、高猷は
侍読をやめた後も長く拙堂を信任した。高猷は明治 28 年没のため、本書の出版（明治 14 年）当時、健在
であった。続いて拙堂の門人・伊勢の中内惇撰「序」（明治 14 年〔1881〕４月）、中内惇撰「拙堂先生小伝」
（明治 13 年 10 月）、中内惇撰「拙堂文集凡例」（明治 13 年８月）、「拙堂文集目録」を載せた後、本文（『拙
堂文集』巻１）となる。第６冊巻６の巻末には、長谷部円祁撰「跋」（明治 14 年５月）がある。ちなみに
中内惇は、拙堂編撰『月瀬記勝』（月瀬観梅の紀行詩文）刊行（嘉永４年〔1851〕、津藩有造館蔵版）の際
に、拙堂の依頼を受けて「序」を書いた、優れた門人であった。
〈解　題〉
　『拙堂文集』６巻６冊は、幕末の有名な儒学者・斎藤拙堂（1797 ～ 1865）の文章 350 篇を収めた漢文集
の名。拙堂の没後 16 年（明治 14 年）、拙堂の門人・中内惇（号は樸堂、1822 ～ 1882）の編纂で刊行。広
く読まれて、その様式は明治の「文集」ブームの模範になったという。中内惇は『拙堂文集』刊行の翌年
（明治 15 年 12 月）、61 歳でに没した。彼は、拙堂の墓誌作成の約束を果たさず、明治 13 年、64 歳で没し
た土井有恪（号は聱牙、拙堂の門人）に代わって、「拙堂先生小伝」を著した。彼が最も忠実な拙堂の門
人とされるゆえんである。
　中内惇撰「序」（刻成りし後の明治 14 年５月）の一節には、単独で『拙堂文集』を編纂した経緯に言及する。
先生（拙堂）没して数年の後〔明治２年〕、致卿（拙堂の長子・斎藤正格〔号は誠軒〕の字、中内惇
より４歳年少）、（藩校有造館の）督学と為り、余を薦めて督学の事を参署せしむ（督学参謀となる）。
余乃ち（伊賀より）津城に帰り、日び致卿と学校（有造館）に相い見て、甚だ歓ぶ。致卿は時に先生（拙
堂）の遺文を刻するの志有り。然れども軍国多事、倥偬として日を渉り、故を以て未だ暇あらざるな
り。已にして（明治４年７月）藩は廃され学校は閉づ。余は致卿と倶に職を解かれ閑を得て、寿梓（授
梓、書物の出版）の挙を謀る。会

たまた

ま朝廷、旧藩主に命じて奕世の事蹟を録上せしむ。因りて旧主（藤
堂高猷）の命を受けて、致卿と倶に藤堂氏の事蹟を編纂すること若干巻、故を以て又た未だ暇あらざ
るなり。致卿は嘗て余に謂いて曰く、「（藤堂氏事蹟の）編纂既に畢れば、則ち当に速やかに寿梓の挙
を果たすべし」と。図らざりき、致卿は一旦（明治９年）溘焉として余を棄てり。而して余は独り其
の責を任うなり。嗟乎、余は既に先生の洪恩を受け、又た致卿と交わり甚だ厚し。余にして努力せざ
るは可ならんや。是に於いて致卿の女婿・長谷部円祁と謀り、書肆の豊住生（伊賀上野の豊住伊兵衛）
の請いを許して、遂に遺文を編次し、勒（編纂）して六巻を成し、題して『拙堂文集』と曰い、其の
版を斎藤氏（致卿の子・斎藤次郎）に蔵す。…　致卿、未だ没せざる時、稍や手を下すと雖も、其の
編次は猶お未だ定まらず。故に余は致卿に代わりて之を編次す。

　中内惇撰「拙堂文集凡例」の中から４条を挙げて、編纂方針を確認する。
○�先生の原稿は、錯雑して次序無し。又た多く年月を記さず。故に其の先後は弁

わか

ち易からず。今　先
生の履歴を推し、略ぼ其の先後を叙

つい

で、以て之を編次す。然れども未だ其れ倒置無しを保（保証）
せず。

○�先生の文は、散佚尠
すくな

からず。予の記する所を以てすら、猶お数十首を下らず。況んや其の他をや。
今は唯だ其の家（拙堂の長子・斎藤正格の家）に存する者を収むるのみ。異日に獲る所は、当に之
を拾遺に録すべし。

○�月瀬記勝・海外異伝は並びに世に行わる。また京華游録・客枕夢游録・南游志のごときは、亦た将
に之を刊行せんとす。故に皆な此に載せず。

○�先生の詩集も亦た、若干巻有り。本
も

と文と同に刻して『拙堂全集』と為さんと欲す。但だ資力未だ
足らず、姑く他日を竢つ。

　要するに中内惇編『拙堂文集』は、拙堂の長子・斎藤正格（字は致卿、1826 ～ 1876）の家に所蔵する
拙堂の文章を諸体に分類し、一類の中はほぼ作成順に並べた漢文集である。斎藤正格の女婿・長谷部円祁
の「跋」（明治 14 年）も、編纂経緯を知る参考になろう。
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吾が師・樸堂夫子（中内惇）は、拙堂先生の高足弟子なり。嘗て祁（円祁）に謂いて曰く、「先生の
文章は寔に一代の大家たり。是を以て世人は多く其の遺文の出づる者を待つ。今にして刊行せずん
ば、其の責めは必ず我に帰せん。汝其れ吾が為に之を勉めよ」と。祁は謹んで命を奉じ、即ち斎藤氏
（斎藤正格の家）に之き、筐中の遺文を検ぶ。散佚甚だ多く、且つ厖雑にして倫次（順序）無く、遽
かに手を下し難し。然れども吾が師（中内惇）は其の労を憚らず、拮据（忙しく活動・疲労）するこ
と年を経て、整理・編録し、分かちて六巻と為し、祁をして之を校せしめ、之を剞劂氏（刻工）に授く。

　本書巻１（第１冊）は記 52 首（「拙堂記」「稽古精舎記」「玉池吟榭記」「愛雲楼記」「順正書院記」「皆梅園記」
「躑躅園記」他）、巻２（第２冊）は記 13 首（「遊長谷山記」「山房観楓記」「陪游笠置山記」「下岐蘇川記」他）・
書８首（「与頼山陽書」「与猪飼敬所論学術書」「与某生論文書」他）・序 21 首（「韓子新編序」「古詩大観後序」「夜
航詩話序」「夢鶴唱和巻序」「影本資治通鑑序」「小竹斎詩集序」他）、巻３（第３冊）は序 66 首（「伊勢国
司記略序」「先哲叢談後編序」「経世文編抄序」「牧民心鑑解序」「重刻文体明弁序」「竹外絶句序」「煎茶集
説序」「平城大内敷地図序」他。ただし「拙堂文話序」「続文話序」「続詩醇序」「鉄研余滴序」の４首は目
録中に名を載せるが、当該書に見えるとして文集中には本文を未収録。従って序 66 首は実質、62 首とな
る）・引５首（「僊桃詩画帖引」「日本智嚢引」他）。
　巻４（第４冊）は策２首（「養才策」他）・論 11 首（「范蠡伍員孰優論」「上杉謙信論」「張居正論」他）・
弁 15 首（「湯武放伐弁一（～四）」「屈原投汨羅弁」「老子弁一（～五）」「孫子弁」他）・説７首（「豢龍説」「烟
草説」「捕鯨説」他）・喩３首（「雲喩」「雪喩」他）、巻５（第５冊）は碑５首（「松本埼紀功碑」「天王山碑」
他）・誌銘 32 首（「津藩故番頭藤堂君墓誌銘」「津藩故国老兼国校総教藤堂君墓誌銘」「亡友阪井公実墓銘」「小
竹先生墓碣銘」「服文稼墓碣銘」他）・墓表６首（「柳井六郎大夫墓表」「津藩故督学兼侍読石川君墓表」他）、
巻６（第６冊）は伝３首（「高山彦九郎伝」他）・賛８首（「韓魏公像賛」「孔子賛」「韓文公賛」他）・銘７
首（「栗斎銘」「琴室銘」「茶室銘」他）・文２首（「弔今川義元文」他）・読３首（「読菅右府伝」「読通鑑評」他）・
書後９首（「書巻氏正隷千字文後」「書中内五惇杞憂談後」「書徐子与真蹟後」他）、題 30 首（「題管鮑行賈
図」「題唐十八学士図」「題万国地球全図」「題魯西亜舩図」「題仇英桃源図」他）・跋 38 首（「国校学則跋」
「三国通覧附補遺跋」「東韃紀行跋」「翻刻資治通鑑跋」「池大雅輞川図巻跋」他）・雑著８首（「続獲麟解」「擬
豊太閤征韓檄」他）。「拙堂文集目録」の「文は凡て三百五十四首」は、実質上、350 首を収めることになる。
文章の大家らしく、多様な文体を自在に駆使して内容は多彩である。
　撰者の斎藤拙堂、名は正謙、字は有終、通称は徳蔵、拙堂・鉄研学人などと号し、致仕後、拙翁と称
した。伊勢津藩の江戸藩邸で生まれ、昌平黌に入って古賀精里に学び、古文の作成に努めた。文政３年
（1820）24 歳のとき、創設された津藩藩校・有造館の学職（句読師）に抜擢されて、津（三重県津市）に
移住する。講師に昇進して、藩主藤堂高猷の侍読を兼ねた。天保 12 年（1841）、郡奉行となって治績をあ
げた後、藩校に帰り、弘化元年（1844）48 歳のとき、有造館の第３代督学（校長）となって 15 年間在任し、
文武の学政を総攬して育英に努めた。学則を改正し、文庫の増設や武場の開設、『資治通鑑』の校刊等、
藩版事業を推進し、江戸に藩士を派遣して洋学・兵法・砲術を学ばせ、種痘館を開設した。
　中内惇撰「拙堂先生小伝」にいう、「才識は明達、学は古今に通ず。経義は宋儒に本づくと雖も、亦た
之を墨守せず、参

まじ

うに諸説を以てす。…　諸史は淹貫せざる莫く、最も史漢（『史記』『漢書』）に精しく、
発明多し。老子・孫子の二弁は、猪飼彦博（敬所）称して以て千古の卓見と為す。文は則ち少壮にして既
に荘（周）・馬（司馬遷）・韓（愈）・欧（陽修）の神髄を得たり。詩は則ち中歳にして始めて力を用い、
晩に及んで杜（甫）・蘇（軾）の堂に升る。頼襄（山陽）・古賀煜（侗庵）・野田逸（笛浦）・安積信（艮斎）・
篠崎弼（小竹）等は、既に其の文を推服す。梁緯（梁孟緯？　梁川星巌）・広瀬謙（旭荘）・鷹羽龍年（雲
淙）・藤森大雅（天山）等は、又た其の詩を称賛す。之を要するに、詩は猶お敵手有るも、文に至りては、
詢に独歩たり」と。
　拙堂は「学に根柢有りて、文を作るを喜ぶ。年力方に壮んにして、叙事・論事は皆な能く其の胸臆を
行いて、古えの格法に合す」（頼山陽『拙堂文話』序）と評された、卓越した文章家である。拙堂編撰
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『月
つきがせ

瀬記勝』は頼山陽の「耶馬渓図巻記」と並んで紀行文の双璧とされ、拙堂の名を高めた。「拙堂の文章
は山陽のそれほど奔放ではない反面、堅実であり、識者の間ではしばしば山陽以上という評価を得ていた
ようである」（富士川英郎『江戸後期の詩人たち』）。
　ちなみに、編次者・中内惇（1822 ～ 1882）は幕末・明治の、伊勢（三重県）の人。名は惇、字は五
惇、号は樸堂・柳山。津藩士島川宗之の子で、中内氏を嗣ぐ。12 歳で拙堂の門に入って学び、弘化１年
（1844）、津の藩校・有造館の学官、嘉永１年（1848）伊賀上野の学問所・崇広堂の講師となって、伊賀に
移住した。明治３年（1870）津に帰り、有造館督学参謀となる（当時の督学〔２人制〕の１人は拙堂の長子・
斎藤正格）。明治４年の廃藩後、豊受大神宮主典・津中学教員などを歴任した。明治 15 年没、享年 61 歳。
『樸堂詩鈔』３巻がある（近藤春雄『日本漢文学大事典』中内樸堂の条）。
〈参考文献〉
　・近藤春雄『日本漢文学大事典』（明治書院、1985 年）

　・津市教育会編『津市文教史要』（津市教育会、1938 年） 

　・富士川英郎『江戸後期の詩人たち』（麦書房、1966 年）

　・『日本教育史資料』４（文部省総務局、1891 年）に収める、巻 11、学士小伝・旧津藩の条

③　斎藤拙堂撰『拙堂文話』８巻・『続文話』８巻
〈外題〉拙堂文話　一（～二）　続文話　一（～二）（刷題簽）
〈内題〉文話巻一（～巻八）　続文話巻一（～巻八）
〈その他題〉『拙堂文話』─　見返題・序題…拙堂文話　柱題…文話　尾題…文話巻一（～巻八終）　『続文話』
─　柱題…続文話　尾題…続文話巻一（～巻八終）
〈巻数〉『拙堂文話』…８巻２冊　『続文話』…８巻２冊
〈著者〉幕末の斎藤拙堂（名は正謙、字は有終）撰
〈著作注記〉『拙堂文話』・『続文話』とも、各巻内題２行目に「津藩斎藤謙有終著」とある。斎藤謙は斎
藤正謙の修名。ちなみに『拙堂文話』第１冊の見返には、「斎藤先生著／拙堂文話／古香書屋版」とある。
〈残欠状況〉完本　　〈保存状況〉やや不良。表紙はいずれも汚損し、綴じ糸がほつれ切れているが、書
中の文面は綺麗である。　　〈体裁〉袋綴　　〈丁数〉『拙堂文話』…① 77 丁（序・自序・巻１～４）、②
70 丁（巻５～８）　『続文話』…① 68 丁（自序・巻１～４）、② 66 丁（巻５～８、跋・「文海堂製本翻訳
医書略目録」）
〈写刊年時〉『拙堂文話』は幕末の文政 13 年（1830）刊、『続文話』は天保７年（1836）刊。ちなみに『続文話』
第１冊の見返には、本来「拙堂先生著／続文話／製本所　不自欺斎」とあり、この３行を囲む枠上に「天
保丙申新鎸鎸」（横書）の刊年が刻されていた（天保丙申は天保７年。日本古典籍データベース所収の版本
参照）。本書は本来別々に刊行された２書を合印したため、『続文話』の見返が省略されたのであろう。し
かも本書は界線・匡郭・文字の磨滅した箇所がある後印本である。〈本文用字〉漢字。漢文には断句の点（小
圏）と返り点、及び簡略な送り仮名を付す。ただし『続文話』は、『拙堂文話』とは異なって送り仮名を欠く。
〈法量〉縦 22・１糎×横 15・５糎　　〈匡郭〉左右双辺、縦 15・４糎×横 10・７糎　　〈一面行数〉10 行
20 字　　〈版心〉白口、単黒魚尾　　〈界線〉アリ　　〈表紙〉小豆色・卍繋　
〈刊記〉『拙堂文話』第１冊の見返には「斎藤先生著／拙堂文話／古香書屋版」とあり、この３行を囲む
枠上に「文政庚寅新鎸鎸」（横書）と刻す。文政庚寅とは文政 13 年（本年 12 月、天保１年となる）。ちなみ
に『拙堂文話』第２冊の裏見返に、三都書物問屋（江戸日本橋通一丁目　須原屋茂兵衛以下、９書肆名を
列記）や、書林（京都寺町通仏光寺　河内屋藤四郎以下、11 書肆名を列記）の刊記を付す版本も伝わるが、
本書には見えない。他方、『続文話』中には、すでに述べたように、第１冊の見返に「拙堂先生著／続文
話／製本所　不自欺斎」とあり、この３行を囲む枠上に「天保丙申新鎸鎸」（横書）と刻された版本も伝わ
るが、本書には見えない。本書『続文話』第２冊の裏見返には「書林（横書）大阪心斎橋筋一丁目／松村



－ 12 －

Ⅰ-１

小
川
原
湖
民
族
博
物
館
旧
蔵
、
幕
末
・
明
治
漢
詩
文
集
５
種
解
説 

九兵衛」とある。　　〈蔵書印〉「廣田／蔵書」（朱印）
〈備考〉『拙堂文話』の巻頭には、文政 13 年（1830）２月９日の頼襄（山陽）の「序」、文政 13 年良月（10
月）下旬の古賀煜（号は侗庵・紫溟、1788 ～ 1847、古賀精里の子）の「拙堂文話序」、文政 13 年（1830）
閏３月の「津藩の侍読　斎藤謙」（斎藤正謙の修名、拙堂）の自序を載せた後、本文（『文話』巻１）となる。『続
文話』には天保８年（1837）９月 10 日の「鉄研学人斎藤謙」の「自序」と、「浪華の松竹散人　筱崎弼書す」
という篠崎小竹（名は弼、1781 ～ 1851）の題記があり、この後、本文（『続文話』巻１）となる。そして
巻末（「続文話巻八終」の後）には、受業の門人・土井有恪が謹みて識した、「文話正続十六巻」に対する
跋文（天保６年〔1835〕９月）がある。撰者の土井有恪（1817 ～ 1880）、字は士恭、号は聱牙、経義を石
川竹厓（名は之褧）に、文章を斎藤拙堂に学ぶ。21 歳で有造館助教、続いて講師となり、弘化２年（1845）
には『資治通鑑』校刊総裁となる。詩文書画を善くし、文宗と仰がれた。この跋文は 19 歳の時の執筆で
ある。
〈解　題〉
　『拙堂文話』８巻・『続文話』８巻は、幕末の有名な儒学者・斎藤拙堂（1797 ～ 1865）が、漢文の変遷
や漢文の作法、日中両国の文章家に対する論評等を漢文で記した書籍の名（その漢文には断句の圏点と返
り点、及び簡略な送り仮名が付される。ただし『続文話』は送り仮名を欠く）。
　正編の『拙堂文話』は、上古から近世に及ぶ日本漢文の淵源と変遷を述べ、荻生徂徠・伊藤仁斎などの
文章にも言及する。中国に関しては、古代から明清期に到る文章を広く取りあげて評論する。明代の古文
辞派の文章、それを批判して興った袁宏道などの文章を論評し、韓愈・柳宗元・欧陽修・蘇軾など、唐宋
八大家を論評し、『史記』『荘子』など、秦漢の古文にも言及し、文章を実際に綴る際の留意点なども指摘
する。続編の『続文話』は、主に中国の歴代、特に明清期の諸家の名文や文章論を具体的にあげて解説し、
有名な文章家・柳宗元の「柳柳州年譜」を作る。
　正続『文話』の中から、道徳・道義を重視する、拙堂の載道的文章観を述べた条をあげる。
　○�李性学曰く、「経伝は皆な聖賢　道を明らかにして世を経

おさ

むるの書。文を作る為に設くるに非ずと雖
も、千万の世の文は、是れより出づ」と。余謂えらく、後世の文は、苟くも能く道を明らかに世を経
めば、則ち聖賢の用心と同じ。豈に復た古今の異有らんや。彼の徒らに辞句工麗を以てする者は、何
ぞ与に之を語るに足らんや。葉水心（南宋の学者、名は適、水心は号）云う、「文は世道（社会〔の
状況や気風〕）に関わらざれば、工みなりと雖も益無し」と。善きかな之を言うや。（『文話』巻５）

　李性学の語は、南宋の李耆卿撰『文章精義』（別名…臨川の李性学撰『古今文章精義』）の冒頭に見える「易・
詩・書・儀礼・春秋・論語・大学・中庸・孟子、皆聖賢眀道経世之書。雖非為作文設、而千万世文章従是
出焉」に基づく。李耆卿は臨川の人、名は塗、字は耆卿。性学は号で、朱子学者らしい。
　○�聖賢の道術（学説）は、文に非ざれば明らかならず。古今の事業は文に非ざれば伝わらず。故に古人
は以て貫道の器と為す。又た以て経国の業と為す。文の以て已むべからざるは、是くのごときかな。
清の胡天游曰く、「古今の人は皆な死す。唯だ文章を能くする者は死せず。聖賢・豪傑有りと雖も、
文章を離るれば、則ち其の人皆な死す」と。天游の此の言は、圭角有るを免れずと雖も、然れども論
は実に痛快なり。（『続文話』巻８）

　拙堂はまた、古文を理想とし、唐宋八家の古文から入って秦漢の古文に遡ることを勧め、唐の韓愈の文
章を高く評価した。
　○�文は当に唐宋を以て門階（入口）と為し、秦漢を閫奥（奥室）と為すべし。唐宋を以て門階と為さざ
れば、則ち陥りて闇渋と為れり。秦漢を以て閫奥と為さざれば、則ち流れて平弱と為れり。（『文話』
巻３）

　○�韓子（韓愈）の文は、前に古人無く、後に継ぐ者無し。唐より漢に至る千有余年、惟だ太史公（司馬
遷）有りて之が耦

たぐい

と為るのみ。…  （『文話』巻３）
　受業生・土井有恪の跋文（天保６年〔1835〕）の冒頭には、本書を執筆した拙堂の意図を推察していう。
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　　�右、文話正続十六巻は、我が拙堂先生　近世の文弊を憂えて作る所にして、恪（有恪）をして秦文卿
と校し、且つ之に跋せしむ。恪窃かに謂

おも

えらく、文の弊は久し、近世甚だしと為すと。故に人は以て
小技と為さざれば、則ち之を末芸と謂う。此れ徒らに其の外を見て、其の中を知らざる故なるのみ。
苟くも文の外に止まらざるを知らば、豈に縦ままに其の弊に任すべけんや。但だ其の弊は深し。有力
者に非ざれば、孰か能く矯めて之を直さんや。

　笠井助治『近世藩校に於ける出版書の研究』「三　藩版・藩校版と教育文化」の章には、「文政中（文政・
天保中？）、津藩有造館で上梓した拙堂文話（正続）十六巻四冊は、督学（当時まだ講師）斎藤正謙の撰
したもので、わが国漢文の淵源と変遷を述べ、秦・漢・唐・宋の諸家の文体を論じ、時流（当時流行の）
文章上の通弊を指摘して準拠すべき模範を教示したもので、有造館学生の文章上依るべき教科書であっ
た」と指摘する。
　天保 13 年（1842）後ほどなく成立した東条耕（号は琴台、1795 ～ 1878）著『諸藩蔵版書目筆記』巻３、
津藩造士館（有造館？）の条には、「拙堂文話、八巻四本斎藤謙撰　続拙堂文話、八巻四本同上」等の７書
をあげて、「以上の七種は造士館（有造館？）にて出費して出来すれども、さして侯家の蔵版とは称しが
たし。侯家の蔵版　温公（資治）通鑑のみなりと、その儒官塩田又之丞　余に語れり」とある。塩田又之
丞は、津藩儒の塩田随斎（名は重華、又之丞は通称、随斎は号、1798 ～ 1845）を指す。江戸の藩邸で生
まれ、津城にあること 28 年。天保３年、ようやく特別の恩情で津藩江戸藩邸の講師となり、母への孝養
を遂げた人である。
　塩田随斎は、侯家（藩主）自身の蔵版ではなく、藩校の出費で刊行された、藩の家臣の出版物（藩儒版・
藩校版・個人蔵版）である、と言いたいのであろう。実際の出版作業（彫板・印刷・造本）と販売は、多
く藩と関わりのある書肆に行わせた。この意味で『拙堂文話』第１冊の見返中の「古香書屋版」、『続文話』
第１冊の見返中の「製本所　不自欺斎」の語が気にかかる。書肆が藩版・藩校版に関わる場合、多く自ら
を製本所・製本販売所・製本取次所などと称したらしい。ただし『諸家蔵板目録』（関研次所蔵本、『日本
書目大成』第４巻所収）「津　造

マ マ

士館　藤堂和泉守」の条には、『拙堂文話』・『続文話』の名は見えない。
現存する正続『文話』には、『資治通鑑』や『月瀬記勝』のごとき「（津藩）有造館蔵版」の語も見えない
ようである。
　津市教育会編『津市文教史要』にいう、「正謙が文名を博するに与つて最も力のあつたものは、天保元
年（＝文政 13 年〔1830〕）に上梓した拙堂文話で、古来詩話の著はあるも、文話は未だないので、正謙は
先鞭を着けて之を編んだのである。正謙時に齢三十四歳、本書が一たび世に出てから、嘖々として学者間
の話題に上り、為に伊勢に拙堂あるを知るに至つたと思はれる。月瀬記勝も文人の好評を博した書である
が、その刊行は文名が既に轟いた安政時代（嘉永４年〔1851〕の誤り）のことである」と。
　以下、正続『文話』の序文を利用して、刊行の経緯に言及したい。古賀煜（侗庵）の「拙堂文話序」（文
政 13 年〔1830〕）は、本格的な文話の出現に対する驚嘆を表白する。
　　�予因りて文話一篇を著さんと欲す。客歳（去年）津の斎藤有終、賁然として是れ過ぎり、袖より一書
を出だして予に示せり。之を繙けば則ち拙堂文話なり。予は圜視して駭くこと甚だし。徐ろにして熟
味すれば、其の言う所は鑿鑿として綮

けいかん

窾に中らざる莫し。今茲（文政 13 年）の秋、復た新刊本を以
て是れ示す。展閲すれば則ち続続と増補し、殆ど旧に三倍せり。且つ識は益すます宏くして論は益す
ます確かなり。予は生平論を持し、独り得たりと自負する者、皆な已に我に先んじて吐露す。其の幽
を闡き蘊を抉るの見に至りては、則ち悉く予の慮表に出でて、予をして瞠若の嘆有らしむ。是に於い
てか文話を著さんと欲するの蓄念は、挙げて之を氷消・灰冷に附せり。

　他方、拙堂の自序（文政 13 年〔1830〕）には、文話執筆の意図と刊行の経緯を詳しく記している。いま
全文を訓読する。彼は当時 34 歳、津藩藩校・有造館の講師で、藩主の侍読を兼ねていた。
　　�詩の話有ること尚し。四六と詩余とは亦た皆な話有り。何ぞ独り文を遺す。文にして話無ければ、豈
に缺典に非ざらんや。余は夙に以て遺憾と為す。平生　書を読みて古えを論ず。其の他の談話に及ん
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で、文章に関する有る者は、即ち之を筆す。久しうして筐に盈つ。乃ち釐
おさ

めて八巻と為し、文話を以
て之に命ず。戊子（文政 11 年〔1828〕）の秋、携えて東行し、侗庵先生（古賀煜、拙堂より９歳年長）
に示す。先生は蓋し亦た此れに意有り。為に一絶を題して曰く、「文を論じて意有り　輯めて編を成
すに、早

つと

に斯の人に先ず鞭を著けらる。慧眼　真に秦鏡の照らすがごとく、作家の心胆　目前に懸か
る」と。既に還り、西して頼山陽（拙堂より 17 歳年長）に示す。山陽は又た妄りに之を賛して曰く、「此
の書は創闢たり。序無かるべからず」と。為に序して之を還す。皆な請わずして獲る所なり。石川督
学（名は之褧、号は竹厓、文政７年〔1824〕31 歳で、有造館の督学〔校長〕に就任し、没年〔1844〕
まで在任。1794 ～ 1844、拙堂より３歳年長）は、固より将伯の助け有る者なり。乃ち（侗庵の）詩
と（山陽の）序とを以て之に示す。督学曰く、「既

す で

已に此くのごとければ、子は其れ徒らに止むべか
らず」と。是に於いて余が意始めて動く。乃ち校して梓に上す。昔　王弇州（明代の文学者・王世貞、
1526 ～ 1590）は壮歳に『芸苑巵言』を著す。物徂徠（江戸中期の儒学者・荻生徂徠、1666 ～ 1728）
は中年に『蘐園随筆』を著す。後皆な之を悔ゆ。余の才は既に弇州に及ばず、年は又た未だ徂徠に及
ばず。此の書の出づる、他日能く悔ゆること無からんや。既に此くのごときを知らば、則ち宜しく人
に示さざるべし。之を蠹食に供するに非ざれば、則ち之を炎火に畀

あた

う。固より其の所なり。然れども
先輩（侗庵・山陽）の奨揚の言と将伯（石川督学）の力と、又た将に従いて泯びんとすれば、則ち亦
た惜しむべし。是れ此の挙の未だ悔いざるに及ぶ所以なり。其れ果たして文壇の缺を補うや否やは、
余の知る所に非ざるなり。

　続編（『続文話』）に寄せた拙堂の「自序」（天保８年〔1837〕、39 歳）によれば、拙堂は続編の刊行によっ
て文人としての名声を獲得するのは不本意であり、今後は「文を話

かた

る」ことをやめたい気持ちを吐露する。
自序の冒頭部にいう。
　　�余は文話を著して数年、嗣いで得し所の者、復た簏底に積み、褒然として冊を成す。適ま書肆の続刻
を請う者有り。遂に出だして之に付す。是に於いて海内の士、交りを締び好

よし

みを通ずる者は、皆な余
を言語文字の間に求む。余が意、焉

これ

を屑しとせず。以為らく、丈夫七尺の身は、自から樹立する所有
り。言語文字は特だ其の緒余（余力・余技）なるのみと。此れを以て名を獲るは、豈に平生の志なら
んや。且つ古人は四十にして仕う（『礼記』内則篇）。蓋し以為らく、徳立ち道明らかなるの時なりと。
今余が年は殆ど之（40 歳）に及ぶ。

　この「自序」を読んだ篠崎小竹（名は弼、拙堂より 16 歳年長）の題記（拙堂「自序」末尾の余白〔半丁〕
を利用して小字で刻される）にいう。
　　��今　其の序を読むに、自ら文人と為るを悔ゆるがごとくして、復た文を話るを欲せざれば、則ち予惑
えり。拙堂の文を話るは、古今を商榷して権変差

たが

わざるも、其の尤も推服する者は韓子（愈）なり。
韓子は文を以て名を為すと雖も、身を君国に致し、政議・軍謀　当世に赫奕たりて、其の学識は能く
往を継いで来を開く。宜

むべ

なるかな、拙堂景仰し、其の文を編次して以て孔孟の籍に附せんと欲するに
至る。予謂

おも

えらく、拙堂　文を話るは、即ち道を話るなりと。学ぶ者は文に因りて道を進み、韓子の
ごときを得ば、亦た恨み無かるべし。今乃ち平生話る所を舎

す

てて、別に樹立する所有らんと欲す。然
らば則ち嚮

さきに

者話る所は、皆な心猿なるか、意馬なるか、抑も劓
ぎけい

黥の醜
にく

むべきか。拙堂の意は、然るに
非ざるなり。文　余り有りて、行い足らざるは、君子の恥づる所、技遜

おと

れば辞は乃ち爾り。亦た一話
を成すのみ。然らずんば則ち其れ徳を立て道を明らかにして、以て聖賢（孔子・孟子）の「惑わず」・「心
を動かさず」なる者を希わんと欲するは、豈に斯文を外

はず

して別に功を用いる所有らんや。朱子は云わ
ずや、道の寄する所は言語文字の間を越えず（「中庸章句序」）と。学ぶ者は誠に能く言語を考えて以
て其の徳を立て、文字を徴

つまびら

かにして以て其の道を明らかにすれば、則ち文を以て命
な

と為すは可
よ

し。終
身　文を話るは可し。拙堂以為らく、何

いかん

如と。
　松下忠『江戸時代の詩風詩論─明・清の詩論とその摂取─』は、文中の「予謂えらく、拙堂　文を話る
は、即ち道を話るなりと」（予謂拙堂話文即話道也）の一語に対して、「拙堂文話の真髄を喝破したばかり
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でなく、拙堂の詩文論は道徳的詩文観であることを道破したものである」と評している（斎藤拙堂の章）。
　なお、撰者・斎藤拙堂の事跡については、前条（②　斎藤拙堂撰『拙堂文集』６巻）の解題を参照。
〈参考文献〉
　・笠井助治『近世藩校に於ける出版書の研究』（吉川弘文館、1962 年）

　・松下忠『江戸時代の詩風詩論─明・清の詩論とその摂取─』（明治書院、1969 年）

　・長澤規矩也・阿部隆一編『日本書目大成』第４巻（汲古書院、1979 年）

　・東条耕著『諸藩蔵版書目筆記』（『解題叢書』国書刊行会、1916 年所収）

　・津市教育会編『津市文教史要』（津市教育会、1938 年） 

　・近藤春雄『日本漢文学大事典』（明治書院、1985 年）

　・�高橋明彦「何を藩版として認めるのか─蔵版の意味するもの」（鈴木俊幸編『書籍の宇宙─広がりと体系』平凡社、

2015 年所収）

④　重野成斎撰『成斎文初集』３巻・『成斎文二集』３巻
〈外題〉成斎文初集　一（～三）　成斎文二集　一（～三）（刷題簽）
〈内題〉成斎文初集巻一（～巻三）　成斎文二集巻一（～巻三）
〈その他題〉『初集』─　序題…成斎文集　  目次題・柱題…成斎文初集   尾題…成斎文初集巻一（～巻三）、
　『二集』─　目次題・柱題…成斎文二集　尾題…成斎文二集巻一（～巻三）
〈巻数〉『初集』…３巻３冊　『二集』…３巻３冊
〈著編者〉『初集』…幕末・明治の重野成斎（名は安繹、字は士徳）自撰（手定）　『二集』…重野成斎自撰、
嗣子の重野紹一郎（述夫）続成、小牧昌業・河田羆

たけし

校訂
〈著編注記〉『初集』・『二集』とも、各巻内題２行目に「重野安繹士悳著」（悳は徳の異体字）とあるが、『二
集』の巻頭を飾る小牧昌業撰「序」に、「（先生〔成斎〕は）後に又た二集を校定するも、未だ半ばならざ
るに館を捐つ。哲嗣の述夫（＝重野紹一郎）、続

つ

いで之を成し、巻数は前（『初集』）と同じ」という。『二集』
の重野紹一郎撰「例言」にもいう、「是の編は、先子（亡父の成斎）疾いに力めて選定・校閲し、体裁は
率ね『初集』に同じ。但だ門類の排次の　前例（『初集』）と異なる者は、亦た先子の更訂に係る。刊刻半
ば成りて、遽かに背かる。其の甚だ関念する所なるを以て、故に小牧（昌業）・河田（羆。静嘉堂文庫長）
の二子に請いて校讐せしめ、急いで工を督して功を竣

お

う」と。重野紹一郎は「嘗て仏国に学ぶこと十三年、
現に外国語学校教授たり」（西村時彦編「成斎先生行状資料」）。
〈残欠状況〉完本　　〈保存状況〉『初集』は良好。ただ若干、第１冊の表紙は色落ちし、続く二冊の表紙
も少し汚損する。『二集』はほぼ良好であるが、第１冊の表紙はやや汚損し、続く２冊は綴じ糸がほつれ
切れている。『初集』・『二集』ともに書中の文面は綺麗である。　　〈体裁〉袋綴　　〈丁数〉『初集』…①
65 丁（序・目次・巻１、巻１の第 51 丁は重複するが、重複は丁数に入れていない）、② 64 丁（巻２）、
③ 64 丁（巻３・跋）　『二集』…① 63 丁（序・例言・目次・巻１）、② 61 丁（巻２）、③ 57 丁（巻３）
〈写刊年時〉『初集』は明治 31 年（1898）刊、『二集』は明治 44 年（1911）刊
〈本文用字〉漢字。漢文には断句の点（小圏）のみを付す。　〈法量〉縦 26・１糎×横 17・０糎　　〈匡郭〉
左右双辺、縦 17・６糎×横 12・０糎　　〈一面行数〉９行 20 字　　〈版心〉白口、単黒魚尾　　〈界線〉
アリ　　〈表紙〉『初集』は香色・無地、『二集』は金茶色・無地　
〈刊記〉『初集』（第３冊の裏見返）
　　　明治三十一年二月廿五日　印刷
　　　明治三十一年二月廿八日　発行
　　　　版権／所有　編纂者　　重野安繹
　　　　　　　　　　　東京市神田区駿河台袋町壱番地
　　　　発行兼／印刷者　合資／会社　富山房
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　　　　　　　　　　　東京市神田区裏神保町九番地
　　　　　　　　　合資会社富山房社長
　　　　代表者　　　坂本嘉治馬
　　　　　　　　　　　東京市神田区裏神保町九番地
　　　　『二集』（第３冊の裏見返）
　　　明治四十四年十一月廿五日　印刷
　　　明治四十四年十一月廿八日　発行
　　　　版権／所有　編纂者　　重野紹一郎
　　　　　　　　　　　東京市牛込区市谷仲之町拾九番地
　　　　発行兼／印刷者　合資／会社　富山房
　　　　　　　　　　　東京市神田区裏神保町九番地
　　　　　　　　　合資会社富山房社長
　　　　代表者　　　坂本嘉治馬
　　　　　　　　　　　東京市神田区裏神保町九番地
　ちなみに、『初集』第１冊の見返には「明治丁酉歳／曙戒軒蔵版」（明治丁酉の歳は明治 30 年）とあるが、『初
集』の刊行は翌年の明治 31 年戊戌（刊記）である。このことは、小牧昌業撰「序」にも「成斎文初集三巻は、
先生（成斎）手ずから定め、戊戌（明治 31 年）の春に刊行す」という。曙戒軒は居所にちなむ成斎の別号（『管
子』形勢篇から採る）。『二集』第１冊の見返には「明治辛亥歳／曙戒軒蔵版」（明治辛亥の歳は明治 44 年）
とある。「曙戒軒蔵版」の語は、『初集』・『二集』ともに、版心下部にも見える。
　『初集』第３冊巻３の巻末に「月邨多田賢意　作字／木邨嘉平　鐫刻」、『二集』第３冊巻３の巻末（欄外）
に「伊東寅吉刻」とある。木邨（木村）嘉平は、江戸の天明年間から明治時代まで５代続いた、有名な字
彫り版木師の名。『初集』を担当した木邨嘉平は、明治 15（＝光緒８年〔1882〕）～ 17 年に刊行された清
国駐日公使・黎庶昌編刊『古逸叢書』（黎庶昌が日本に駐在中、部下の楊守敬の助けを得て、中国で亡び
日本に伝存する佚存書・版本 26 種を選刊）の覆刻・摹刻を担当して、精妙さを嘆賞された４代木村嘉平（３
代木村嘉平〔房義、1823 ～ 1886〕の嗣子・庄太郎〔昌義〕、1855 ～ 1883、29 歳没）ではなく、その弟、
５代木村嘉平（赤次郎、1873 ～ 1928）である。『二集』を担当した刻工・伊東寅吉は３代木村嘉平の門人。「其
の筆意彫りを忠実に墨守し、書画類に之を応用し、識者に其の熱誠と、細緻にして微塵も忽にせざる良心
的技術とを認められた者」（木村嘉次『木村嘉平とその刻本』21 頁）という。『初集』は「其の体裁　一に『海
南遺稿』（明治 21 年に没した藤野海南の文集）に同じく、書と刻と並に精なるは、明治板本の最なるべし」
（西村時彦編「成斎先生行状資料」）と評される。　〈蔵書印〉『二集』のみ「韶澤氏／図書印」（朱印）
〈備考〉『初集』第１冊は、巻頭に遵義（中国貴州省）の黎庶昌（字は蒓斎、1837 ～ 1897。２度、清国駐
日公使〔中国駐日本国大臣〕となった清末の外交官）撰「成斎文集叙」（光緒 17 年〔＝明治 24 年、1891
年〕作）を置く。続いて「成斎文初集目次」、本文（『初集』巻１）となる。『初集』第３冊巻３の巻末には、
中村正直（号は敬宇、1832 ～ 1891。教育者・啓蒙思想家、成斎とは昌平黌で知り合う）撰「書重野士徳
文稿後」（重野士徳〔成斎の字〕の文稿の後に書す）を収める。この文章は「安政丁巳（安政４年〔1857〕）
の秋」に作られた。安政４年の１月は、江戸にいた薩摩鹿児島藩士・成斎が罪を得て、鹿児島の南方洋上
にある大島に流された年である。１月 14 日、「先生（成斎）江戸を発するに臨み、親友中村敬宇氏を丹波
谷に訪ふて袂別し、門人中西重三を托せり」（西村時彦編「成斎先生行状資料」）という。同年の秋、南方
流罪の成斎を懐かしんで作った、この文章の後に記す成斎の識語（明治 30 年８月）には、自分より５歳
年少の中村正直（敬宇）は、没して７年になる。「拙文（『初集』）を刻するに及んで、一言を乞う能わず。
乃ち此の篇を以て題跋に代う」という。
　『二集』第１冊は、巻頭に小牧昌業（字は偉卿、号は桜泉、1843 ～ 1922）撰「序」（明治 44 年〔1911〕
10 月）を置く。小牧昌業（桜泉）は「少より老に至るまで交誼尤密なりし同郷」（西村時彦編「成斎先生
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行状資料」）の人。この後、成斎の嗣子・重野紹（紹一郎の修名）撰「例言」（明治 44 年辛亥 10 月）・「成
斎文二集目次」と続いて、本文（『二集』巻１）となる。『二集』には跋文はない。
〈解　題〉
　『成斎文初集』３巻３冊、『成斎文二集』３巻３冊は、幕末・明治の有名な漢学者・史学者、重野成斎（名
は安

やすつぐ

繹、1827 ～ 1910）の文章 181 篇（『初集』84 篇・『二集』97 篇）を収めた漢文集である。
　成斎自編の『成斎文初集』…　巻１（第１冊）は序 28 篇（「明治詩文叙」「国史纂要序」「沖縄志後序」
「操觚字訣序」「送清国公使黎蒓斎序」他）、巻２（第２冊）は記・題跋・論・賛・問対など 36 篇（「霞関
臨幸記」「桜雲台讌集記」「錦江秋汎記」「鏡喩」「題狩野探幽耕作図」「読荘子」「武侯図賛」「梶原景時論」
他）、巻３（第３冊）は啓疏・碑文・墓表・墓誌銘など 20 篇（「綜核名実」「進編年書啓」「論修史事宜疏」
「塩谷宕陰先生墓表」「藤野伯迪墓碑銘」他）、あわせて 84 篇の文を収める。
　『成斎文二集』…　巻１（第１冊）は碑文・序 20 篇（「故参議兼内務卿正三位勲一等贈右大臣従一位大
久保（利通）公神道碑」「故三菱社長岩崎君（弥太郎）碑」「河村瑞賢碑」「国史眼序」「校訂史記評林序」他）、
巻２（第２冊）は序・引 37 篇（「藍園詩鈔序」「沖堂文集序」「西稗雑纂序」「塩渓紀勝序」「兼六園志序」「葛
飾北斎伝序」「昌文新編序」「囲棋新報引」他）、巻３（第３冊）は記・説・題跋・賛・銘・祭文など 40 篇
（「何陋台記」「世徳堂記」「成趣園記」「慈眼寺観楓記」「廃剣説」「題山陽真蹟西游詩後」「題文衡山書後」
「桂庵禅師画像賛」他）、あわせて 97 篇の文を収める。
　ちなみに『成斎先生遺稿』に収める、成斎の嗣子・重野紹一郎撰「凡例」によれば、『二集』には３篇
の誤収があった。巻１の「貞婦横山氏」は植松有常の代作、巻２の「精養軒燕集序」と巻３の「跋豊太閤
与小出秀政手柬」は日下勺水（名は寛、字は子栗、成斎などに師事、1852 ～ 1926）の代作とする。      
　『二集』の「例言」にいう、「『初集』は毎篇必ず同人の評語を撮録す。是の編（『二集』）、前に既に備わ
る者は則ち之を載す。其の未だ備わらざる者は則ち之を闕く」と。この編集方式の異同は、成斎の急逝と
関連しよう。「『二集』は上木中にして、一篇　刻成る毎に先生病中に校合して、病革まるまで、廃せざり
しが、其の成るを見ずして逝けり」（明治 44 年１月に成る西村時彦編「成斎先生行状資料」）と。『初集』
に収める文章には、少なくとも一人以上、幕末・明治期の著名な交友（中国人を含む）の評語が作品の後
ろに付される。たとえば「明治詩文叙」には、中村敬宇・藤野海南、「沖縄志後序」には中村敬宇・竹添
井井、「送清国公使黎蒓斎序」には木原老谷、「霞関臨幸記」には中村敬宇・川田甕江・岡鹿門、「錦江秋
汎記」には木原老谷・高雲外、「進編年書啓」には今藤悔堂・小牧桜泉、「塩谷宕陰先生墓表」には島田篁村・
小牧桜泉・星野豊城、「藤野伯迪墓碑銘」には岡鹿門・三浦雷堂のごとくである（このうち、敬宇・海南・
老谷・雲外・鹿門・雷堂らは、昌平黌における同学。なかでも敬宇・海南は親密な旧友であった）。『二集』
では評語を欠く文章が多いが、「大久保公神道碑」（略題）には長松秋琴・中村敬宇・島田篁村・小牧桜泉、「国
史眼序」には中村敬宇、「藍園詩鈔序」には中村敬宇・藤野海南、「沖堂文集序」には片山沖堂・中村敬宇・
方濬益・姚志梁、「塩渓紀勝序」には黎蒓斎、「囲棋新報引」には岡鹿門、「何陋台記」「世徳堂記」には小
牧桜泉・島田篁村、「廃剣説」には藤野海南の評語が見られる。
　評語の掲載は『成斎文』編集の特色となる。西村時彦編「成斎先生行状資料」にいう、「推して一代の
文宗と称せらるるも、其の平生　文を作るや、必ず稿を改むること再三再四、而して後ち交友の批正を求
め、或は後進に下示し、一篇成る毎に、他人の批評を得ざれば、則ち敢て世に出さず、痛く彼の師心自ら
用ひ、正に就くを知らざるの非を悪めり。是を以て烹錬精熟して、瑕疵の撃つ可き靡し」と。評語の掲載
は、こうした成斎の創作姿勢も関連しよう。
　『初集』の巻頭を飾る清国駐日公使・黎庶昌の「成斎文集の叙」にいう、「重野君成斎は日東人士の魁傑
たり。余と交わること且に十年にならんとす。是れより先、光緒七年（＝明治 14 年〔1881〕）余は使いを
日本に奉じて、随員の楊君惺吾（楊守敬〔1839 ～ 1915〕、惺吾は字、清末・民国初期の学者・書家。明治
13 年、初代の駐日公使・何如璋に招聘されて来日し、二代駐日公使・黎庶昌の知遇も得て、東京に４年
間滞在し、中国の古書を収集した）を以て媒と為し、因りて交わりを成斎諸子に内るるを得たり。是の時
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に方りて、成斎は史局に在りて編修官たり。巌谷古梅（名は修、号は一六・古梅）・藤野伯迪（名は正啓、
号は海南、伯迪は字）・川田甕江（名は剛）の輩と討論・編摩（研究）し、芸（文章）を譚

かた

ること甚だ洽し。
又た三条公爵実美を得たり。懿文・碩徳を以て之が長と為り、益

ます

ます偉抱（遠大な抱負）を発攄するを得
たり。漢学は猶お未だ尽くは廃せざるなり。…　余は先後　節を駐むること（清国駐日公使としての在任
期間）六年、燕会（宴会）に遇うごとに、成斎は率ね文有りて投ぜらる。其の文を読めば、光明・俊爽に
して、其の意の達（伝達）せんと欲する所と為る。然れども未だ其の全を睹ざるなり。辛卯（光緒 17 年〔＝
明治 24 年、1891〕）二月、余　任満ちて国に帰る。行くに瀕

せま

りて、成斎は手ずから一編の『曙戒軒文稿』
と曰うを出だして、之が叙を為るを属

たの

む。因りて此の冊を挟みて都に入る。南北に舟車もて転輾たること
半歳、始めて克く践諾（約束を履行）せり」云々と。
　重野成斎は、川田甕江（名 1830 ～ 1896）とともに明治の二大文章家と称された（明治時代の文章の四
大家といえば通常、成斎・甕江の２人に中村敬宇・三島中洲を加える）。藤野海南（名は正啓、1826 ～
1888、昌平黌以来の知友で文章家）は、成斎の文章を評していう（『初集』巻１、「明治詩文叙」に付す評語）。
　　�成斎　初年東坡（北宋の蘇軾）を喜び、才華英発、一瀉千里なり。中年以後、廬陵（北宋の欧陽修）
を矩

くわ く

矱し（手本とし）、意志深遠、紆余曲折す。革新（明治維新）の後は則ち文柄を以て自ら任じ、
務めて浮薄軽佻の時弊を救う。其の作は大率荘重典雅、経史に根拠し、和漢を雑引し、学識の富、筆
墨の間に見る。余れ成斎の文を観ること尤も多し。其の文は今に至りて三変す。

　晩年には、桐城派（清代古文の一派）の曽国藩の幕僚になって古文を学んだ清国公使・黎庶昌の影響を
受けて、専ら桐城派の文章を手本にしたという。
　また小牧昌業撰「東京帝国大学名誉教授従三位勲二等文学博士重野先生碑銘」にいう。
　　�文章は（安井）息軒・（塩谷）宕陰を継ぎ、蔚として昭代（明治期）の一大宗と為る。初年は東坡（蘇
軾）を喜び、才華英発。中年以後は典雅富贍、俯仰雍容たりて、頗る廬陵（欧陽修）と近し。晩年は
声誉益

ます

ます隆んにして、一時の碑版（碑誌）・叙記（序記）の作は、多く其の手に出で、四方に伝誦す。
其の勅を奉じて撰する所の「大久保公神道碑」は、尤も烜

けんかく

赫たる者なり。
　明治時代、文章家の社盟を結ぶ「文会」には、藤野海南らの旧雨社（明治５年創立）、川田甕江らの廻
瀾社（明治７年創立）、重野成斎らの麗

りたく

沢社（明治 12 年〔1879〕創立）、石幡東嶽らの以文会（明治 35 年
創立）などがあって、それぞれ明治文運の維持に尽力した。成斎を盟主とする麗沢社の活動に関して、西
村時彦編「成斎先生行状資料」にいう、「（藤野）海南・（岡）鹿門及び小山春山・小牧桜泉・星野豊城・
蒲生褧亭・村山拙斎の諸儒を始め、後進子弟も亦会し、毎月一会、初六を以て期と為し、席上　文を課せ
り。此の会　初めは麹町の米華堂、後には星ヶ丘茶寮などに開きしが、清国公使の何如璋時代、黎庶昌時
代には、清国の文士も来会して、翰を飛ばし文を論じ、儒雅風流　一時の盛を極めたり。蓋し古文辞を修
むる者、益を此の会に獲たるや莫大なり。而して先生も亦必課題の文を作りて、諸儒と互に相評隲し、
恂々として足らざるが如し」と。
　撰者の重野成斎、名は安繹、字は士徳、通称は厚之丞、龍泉・未斎・成斎などと号した。薩摩国鹿児島
に生まれ、藩校・造士館に入って学ぶ。嘉永１年（1848）22 歳のとき、江戸に出て昌平黌に入り、古賀
茶渓・佐藤一斎・安積艮斎らに学び、「羽倉簡堂・安井息軒・塩谷宕陰の諸老儒は、皆な其の才を愛し、
引きて文社に参ぜしむ」（小牧昌業「重野先生碑銘」〔略題〕）という。在学７年の安政１年（1854）、藩主
（島津斉彬）の命で昌平黌を退き、造士館訓導師になる（江戸在勤）。安政４年（1857）31 歳のとき、罪
を得て帰国、大島に流罪された。在島５年強の文久３年（1863）37 歳の春、赦されて帰り、薩英戦争の
講和談判委員となって横浜に赴き、和議を成立させた。元治１年（1864）造士館の助教になると、島津久
光から修史事業を命じられ、造士館内に史局を開いて、『大日本史』を編年体に書き改めた『皇朝世鑑』
の編纂にあたる。明治２年（1869）43 歳のとき、治政所書記となって藩政にあたったが、版籍奉還で廃
官。久光の内命を受け、大阪で藩祖事跡の取調べに従事し、その傍ら私塾を開く。この時に、三菱財閥を
成す岩崎弥太郎・弥之助兄弟が入門した。明治４年（1871）45 歳のとき、上京して文部省に出仕し、翌
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年太政官に転じ、さらに左院書記官となって地誌の編集に従う。明治８年（1875）、太政官修史局の副長
となる（史官の開始）。明治 10 年、修史館の一等編修官、明治 14 年、編修副長官となって修史館の全権
を掌握し、翌年から漢文体の編年通史『大日本編年史』（南北朝時代から起筆）の編纂を始めた。明治 21
年（1888）62 歳のとき、修史事業が帝国大学に移管されると、史料編纂所の前身である臨時編年史編纂
掛の委員長となり、帝国大学文科大学教授を兼任して、設置された国史科の学生を指導した（同年、文学
博士の学位を受ける。文科大学教授の辞任は明治 24 年３月）。歴史学者としては、史料の蒐集に努めて事
実を考証し、近代史学の基礎を築いた。考証を積み重ねて事実を探究した結果、「抹殺博士」の異名を取
る。明治 31 年、72 歳のとき、『成斎文初集』３巻３冊を刊行。９月には再び文科大学教授となり、漢学・
支那語学第１講座を担当した（明治 34 年７月辞任）。明治 43 年（1910）12 月６日、東京市ヶ谷の自宅で
死去、享年 84 歳。『成斎文二集』３巻３冊は、翌明治 44 年 11 月の刊行である。
〈参考文献〉
　・�西村時彦（号は天囚、成斎の門下生）編「成斎先生行状資料」（『重野博士史学論文集』上巻〔雄山閣、1938 年〕所収）

　・�小牧昌業撰「東京帝国大学名誉教授従三位勲二等文学博士重野先生碑銘」（『重野博士史学論文集』上巻・『成斎先生遺稿』

所収）

　・神田喜一郎編『明治漢詩文集』（明治文学全集 62、筑摩書房、1983 年）

　・三浦叶「明治の漢文」（神田喜一郎編『明治漢詩文集』所収）

　・町田三郎「重野成斎の人と学問」（同『明治の漢学者たち』研文出版、1998 年所収）

　・�木村嘉次『（字彫り版木師）木村嘉平とその刻本』（青裳堂書店、日本書誌学大系13、1980年）。木村嘉次は５代木村嘉平（赤

次郎）の長男。

⑤　重野成斎撰『成斎先生遺稿』15 巻
〈外題〉成斎先生遺稿　巻一（～巻十四、十五）（刷題簽）
〈内題〉成斎先生遺稿巻一（～巻十五）　
〈その他題〉 扉題…成斎先生遺稾　　凡例題・目次題…成斎先生遺稿　  柱題…成斎先生遺稿、成斎先生
遺稿巻一（～巻十五）　　尾題…成斎先生遺稿巻一終（～巻十五大尾） 
〈巻数〉15 巻８冊　
〈著編者〉重野成斎（名は安繹、字は士徳）撰、嗣子の重野紹一郎編、館森鴻校訂。
〈著作注記〉各巻内題二行目に、「重野安繹士徳甫著」とある。館

たてもり

森鴻（号袖海）の「序」の冒頭にいう、「成
斎先生　世に就いて、已に十余年、遺稿未だ刊せず。頃

このごろ

者　鴻の校訂は既に畢る、凡て十有五巻、哲嗣の
述夫（重野紹一郎）爰に以て印行す」と。
〈残欠状況〉完本　　〈保存状況〉良好。ただ最初の表紙や最後の裏表紙などが、少し汚損する。書中の
文面は綺麗である。　　〈体裁〉袋綴　　〈丁数〉① 66 丁（序・凡例・目次・巻１）、② 60 丁（巻２～３）、
③ 66 丁（巻４～５）、④ 68 丁（巻６～７）、⑤ 63 丁（巻８～９）、⑥ 38 丁（巻 10 ～ 11）、⑦ 73 丁（序・
巻 12 ～ 13）、⑧ 71 丁（巻 14 ～巻 15）
〈写刊年時〉大正 15 年（1926）刊　　〈本文用字〉漢字。漢文には断句の点（小圏）のみを付す。　　〈法量〉
縦 26・３糎×横 17・１糎　　〈匡郭〉左右双辺、縦 18・１糎×横 12・３糎　　〈一面行数〉10 行 21 字　　〈版
心〉白口、単黒魚尾　　〈界線〉アリ　　〈表紙〉香色・無地　
〈刊記〉第８冊の裏見返
　　　大正十五年六月十一日印刷
　　　大正十五年六月十五日発行
　　　　　　　　　著作者　　故重　野　安　繹
　　　　　　　　　　　　東京市赤阪区青山高樹町十四番地
　　　　　　　　　発行者　　　重　野　紹　一　郎
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　　　　　　　　　　　　東京市日本橋区亀島町一丁目四十二番地
　　　　　　　　　印刷人　　　円　谷　三　之　助
　　　　　　　　　　　　東京市日本橋区亀島町一丁目四十二番地
　　　　　　　　　印刷所　　　円　谷　印　刷　所 
　　　　　　　　　　　　東京市神田区今川小路二丁目十七番地
　　　　　　　　　発兌元　　　松　雲　堂　書　店
　各巻の版心下部には「曙戒軒蔵版」とある。曙戒軒は居所にちなむ重野成斎の別号。また第１冊の見返
には「大正丙寅／四月開彫」（篆書体）とある。大正丙寅は大正 15 年（1926）〔同年 12 月、昭和１年となる〕
〈備考〉本書は巻頭に「成斎重野先生肖像」１枚を掲げた後、大正 15 年３月の、公爵・島津忠重（鹿児
島島津氏 30 代当主、1886 ～ 1968）撰「序」と同年同月の、受業生・館森鴻（字は子漸、号は袖海、1862
～ 1942、岡鹿門・重野成斎の門下生）撰「序」、および小牧昌業撰「東京帝国大学名誉教授従三位勲二等
文学博士重野先生碑銘」を収める。そして成斎の嗣子・重野紹（紹一郎の修名）撰「成斎先生遺稿／凡例」、
「成斎先生遺稿目次」と続いた後、本文（『遺稿』巻１）となる。
　なお『成斎先生遺稿』15 巻８冊のうち、文章は巻１～巻 11 の 11 巻６冊、詩は巻 12 ～巻 15 の４巻２
冊である。詩（古今体詩）を収める第７冊巻 12 の巻頭には、安政６年（1859）の松林漸（号は飯山、昌
平黌で学ぶ。大村藩儒、1839 ～ 1867）撰「序」が置かれる。この「序」は本来、成斎が安政４年（1857）
31 歳のとき、罪を得て南島（鹿児島県）に流罪になる前、江戸に滞在中に作った詩稿に対する序文であっ
たが、『遺稿』の校訂者・館森鴻が独自の判断によって詩（巻 12 ～巻 15）の序に据えたのである。この
後に見える館森の識語にいう、「松林飯山は成斎先生と相い善し。此の序は実に知己の言。因りて之を先
生の詩稿の首に置く。序中に称する所の稿本は、今　何処に在るかを知らず。若し他日　之を得ば、当に
即ち更に排印に付すべし」と。本書には跋文はない。
〈解　題〉
　『成斎先生遺稿』15 巻８冊は、幕末・明治の有名な漢学者・史学者、重野成斎（名は安繹、1827 ～
1910）の文 290 篇と詩 733 首を収めた漢詩文集の名。『成斎文初集』『成斎文二集』の刊本（整版）とは異なっ
て、本書は排印本（活字本）である。成斎の嗣子・重野紹一郎の「凡例」によれば、男爵・岩崎小弥太（三
菱財閥第４代総帥〔第２代総帥・岩崎弥之助の長男〕）の援助を受けて出版した。「先子（亡父の成斎）の
遺稿は、西村子俊（名は時彦、号は天囚、子俊は字、成斎の門下生）に属

たの

みて校訂せしむ。子俊は遽かに
没す（大正 13 年〔1924〕７月 30 日没、享年 60 歳）。乃ち館森子漸（名は鴻、子漸は字、号は袖海）に属
みて校訂せしむ。子漸は文二百九十篇・詩七百三十三首を審定す。都て十有五巻、八冊と為し、爰に排印
に付す」（「凡例」）と。巻５に収める「贈正四位蒲生秀実〔字君平〕碑」は、日下勺水（名は寛、字は子栗、
成斎などに師事）の代作であるが、成斎の添削した原稿が現存する。碑文はすでに日下勺水撰『鹿友荘（文）
集』に収録されていたが、「両つながら存するも、亦た可ならずや」との勺水の語によって収録した。
　『成斎先生遺稿』は『成斎文初集』『成斎文二集』とは異なって、詩を収録する。この点に関して、「先
子の詩稿は曽て整頓せず、大半亡逸す。今　捜し覓むるに由無し。乃ち筐中に遺る所の者を取りて之を収
む」（「凡例」）という。『成斎文二集』に収める重野紹一郎の「例言」にいう、「先子の詩文稿の、家に蔵
する者は尚お多し。他日続輯して、以て全集を成すを期す」の願いの実現が、この『成斎先生遺稿』15
巻８冊なのである。
　本書の巻頭を飾る島津忠重の「序」（大正 15 年〔1926〕）にいう。
　　�成斎の文学は、卓然として誠に一世の泰斗なり。曩

さきに

者其の文一二集を刻す。頃ろ嗣子（重野紹一郎）
は遺稿を刻して、吾に序を請う。…　明治維新となり、（成斎は）諸職を敭敭

ようれきようれき

歴し、朝位に班
つら

なり、文
柄を操りて、其の為る所の文は、世已に定論有り。吾復た何をか言わんや。嘗て聞く、「羽倉簡堂（名
は用九、幕臣、1790 ～ 1862）謂えらく、成斎の道の消長は、文運の盛衰に関わる」と。誠なるかな。
文運に功有ることは、已に論じ已れり。若し夫れ才猷（才能・謀略）練達し、折衝して侮りを禦ぎ、
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国威を墜とさざれども、持論は開国に在ること、則ち知る者は蓋し鮮異ならん。成斎の文を読む者
は、其れ亦た此れを知らん。

　「嘗て先生（成斎）に従って游び」し受業生・館森鴻（号袖海）の「序」（大正 15 年）にいう、
　　�先生は近代儒林の冠なり。…　嘗て諸生を諭して曰く、「経と史とは、離すべからざるなり。河汾の
王氏（隋の王通）は、詩・書・春秋を以て三史と為す。其の義は深し。夫れ経史の学は、宜しく考証
に拠りて、以て大義を明らかにす。若し故実を鄙棄して、徒らに空遠を騖

は

せれば、功は豈に致し易か
らんや。且つ豪芒〔毫芒〈微細〉の訛〕を剖析して、千百言を費やすは、抑も又た誤れり。近時の儒
者は、多く国学に通ぜず。夫れ国学に通ぜざれば、則ち文物風尚の故

こと

に昧し。又た治乱の迹に明らか
ならず、茫乎として嚮かう所無し。故に万葉集・古事記伝等の書は、読まざるべからず」と。誠なる
かな。此れ第

た

だに自ら之を言うのみならず。而して先生の歴る所は、或いは国史を編修し、大学に教
授し、復た台閣の糸綸（詔勅）を賛

たす

く。詩（大雅・烝民）に曰く、「古訓是れ式
のつと

り、威儀是れ力む」、
易（家人の卦）に曰く、「以て言に物（事実）有りて、行いに恒

つね

有り」と。其れ此れの謂いか。学を
績
おさ

むるの士は、先生の書を読めば、必ず道を学びて以て用を致すを知らん。文運の興こるは、企ちて
竢
ま

つべし。然らば則ち先生の　世の宗仰と為る所以は、又た豈に徒だに文辞のみならんや。
　重野紹一郎編、館森鴻校訂の『成斎先生遺稿』15 巻８冊…　巻１（第１冊）は序・引 36 篇（「歴朝詔勅録序」
「国史綜覧稿序」「枕流館宴集序」「薩藩士風沿革序」「羽嶽根本先生八十寿序」他）、巻２（第２冊）は記・
説・銘・賛・贈など 54 篇（「陽和洞記」「後楽亭記」「楓喩」「雪達磨賛并引」「碁院名人本因坊丈和賛并引」
他）、巻３（第２冊）は「史問」20 篇、巻４（第３冊）は碑記・碑陰記・寿蔵碑など 20 篇（「明治頌徳碑記」
「栗子隧道碑記」「贈右大臣大久保公哀悼碑陰記」「井上加納寿蔵碑」他）、巻５（第３冊）は碑文 19 篇（「佐
古改葬陸海軍人碑」「碓氷嶺鉄道碑」「湯島神社一千年祭碑」「埼玉県令白根君碑」他）、巻６（第４冊）は
碑文 19 篇（「甘藷先生碑」「布施翁善徳碑」「順庵木下先生遺愛碑」他）。
　巻７（第４冊）は墓碑銘・墓碑・碑銘 15 篇（「参事院議官水本君墓碑銘」「会稽検査院副長安藤君墓碑銘」
「茅根伯陽墓碑」「蒙古斬首塚碑銘」他）、巻８（第５冊）は神道碑・墓表・墓碣銘・墓碣 15 篇（「故越後
侯上杉謙信神道碑」「河田迪斎先生墓表」「溟北先生墓碣銘」「大槻君墓碣」他）、巻９（第５冊）は墓誌銘・
墓誌・墓銘・祭文 20 篇（「大蔵技監従四位勲三等得能君墓誌銘」「西村子所墓誌銘」「男爵岩崎君壙志」「祭
蒲生褧亭文」他）、巻 10（第６冊）は題跋 31 篇（「題仇英画滕王閣」「題江雲渭樹帖後」「題西郷南洲遺墨」「題
宋徽宗白鷹画幅」他）、巻 11（第６冊）は題跋 41 篇（「中川雪堂詩鈔題辞」「跋物徂来

ママ

屏風書」「史徴墨宝
第二編跋」「佐瀬得所書三体千字文跋」「書和名鈔箋注後」他。ちなみに本巻に収める「跋西郷南洲書」は
巻 10 の「題南洲百里郵程詩後」の文とほぼ同じ）。
　巻 12（第７冊）は古今体詩 114 首（「発江戸」「早登筑波山、此日重陽」「松島」「古剣歌」「秋懐二十律」「次
東坡韻」「癸亥秋、余因事抵長崎、遂僦洋舶、…」「丙寅歳旦」他）、巻 13（第７冊）は古今体詩 243 首（「牡
丹貍奴図」「過梅坡氏」「炭竈」「賦得曖曖遠人村」「樋脇温泉」「論史聯句二十六韻」〔中村敬宇との聯句〕「重
遊熱海雑詩八首」「送大久保参議赴欧米諸国」「癸未重陽節、黎君蒓斎見招、黎君有詩、客皆属和、予亦成
二律」「茶渓散策」「称名寺」他）、巻 14（第８冊）は古今体詩 211 首（「与土浦諸子泛霞湖」「還暦宴席上
作并序」「阿波徳島客舎次井上春縄韻」「金刀比羅贈逆旅主人虎屋」「那智山」「清国公使蒓斎黎氏招飲紅葉館、
主人席上有詩、次韻以答、…」「送小牧偉卿昌業赴任寧楽」「哭吉田賢輔」「諏訪竹枝」「伊那」他）、巻 15（第
８冊）は古今体詩 165 首（「桐生客中吟」「游北越発都時作」「石狩」「江刺八勝并序」「悼中野逍遥」「明治
戊戌歳旦試筆」「敬宇先生十三年祭、賦小詩述追悼之意」「西伯利車中作」「寿中洲三島博士八十」「森春濤
十三年祭」他）。
　猪口篤志『日本漢文学史』第６章　明治時代の漢文学、重野成斎の条にいう、「文章はじめは欧（陽修）・
蘇（軾）を好み、晩に（清の）桐城（派の文章）を（正）宗とするに至った。しかしその作るところは初編（『成
斎文初集』）が尤もよく、桐城の影響を受けた三編（『成斎先生遺稿』？）は見劣りがする。…　松平天行
（名は康国、1863 ～ 1946）はいう、『先生の文、尤も体格を重んじ、荘重典雅、束帯して朝に立つが如し。
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昔陸士衡（名は機）、人その才の多きを患ふ。先生は才多しと雖も、務めて其の華を斂め、隠約して之を
出す。…　文品甚だ高し』」と。
　三浦叶「明治の漢文」文人（文章の名家）、重野成斎の条にいう、「麗沢社を起こし、旧友知己を招いて
文業を研究すること三十年に及び、明治文運の維持興隆に偉大な貢献をした。／壮年の頃は欧陽修・蘇軾
を好み、晩年には専ら桐城派を手本とした。もっとも（清朝桐城派の）姚姫伝（名は鼐）を喜び、後進に
もこれを勧めた。作品には名声が高かったことと長寿であったことから、序・記・碑がもっとも多い。／
文章は荘重典雅で、才気を内に収めておのずから重厚の気分があった。ただしその気骨に乏しいのをその
弱点とした者もある。…　／『成斎文集』は初集がもっともよく、二集はやや落ち、遺稿はますます劣る
といわれているが、しかしその中にある「故越後侯上杉謙信神道碑」（巻八）はなかなかの傑作である」と。
　成斎の文に対する論評は多く、すでに前条（④　重野成斎撰『成斎文初集』３巻・『成斎文二集』３巻）
の解題中にも引用した。他方、成斎の詩に対する論評は、文章に較べて格段に少ない。西村時彦編「成斎
先生行状資料」にいう、「先生少き時、亦蓋し専ら詩を学びしなり。厥

その

後ち力を文章に専にして一代の鉅
匠たり。詩は緒余〔余力・余技〕のみ。然れども其詩は才に発して学に根し、勝を字句の末に争はざるも、
力量の大、自ら大家の風度を見る。その詩稿は三燼余稿（維新前）柱下墨瀋（東上仕官後）等あり」と。
小牧昌業（号は桜泉）撰「東京帝国大学名誉教授従三位勲二等文学博士重野先生碑銘」には、「詩は清警多致、
殊に古風に長ず」と評する。『成斎先生遺稿』巻 12 ～巻 15 に収める詩 733 首は、「筐中に遺る」（「凡例」）
ところの『三燼余稿』や『柱下墨瀋』等にもとづいたのであろうか。巻 12 の巻頭に収める、安政６年（1859）
の松林漸（号は飯山）撰「序」（本来、罪を得て遠く南島〔鹿児島県〕に流罪された成斎の不遇を思いやっ
た松林漸が、成斎が江戸で作った詩稿を入手し、それを流布させようとして作った序文）の一節にいう。
　　�嗚呼、士徳（成斎の字）は、固に罪を以て廃され自ら棄てり。恃みて以て世に垂るる所の者は、独り
文字有るのみ。乃ち人、或いは其の誣（無実の罪）を信じて、其の文字を并せて之を排斥するに至れ
ば、則ち相い知ること吾が輩のごとき者は、安くんぞ愛重して、以て其の伝わるを謀らざるべけん
や。此の集は、余　之を緒方某の所に得たり。詩は凡て若干首。其の江戸に在りし時の作に係る。今
之を読むに、豪宕・沈渾にして、慨世の作、十に八九を居

し

めり。
　撰者・重野成斎の事跡については、前条（④　重野成斎撰『成斎文初集』３巻・『成斎文二集』３巻）
の解題を参照。
〈参考文献〉
　・�三浦叶「明治の漢文」（神田喜一郎編『明治漢詩文集』〔明治文学全集 62、筑摩書房、1983 年〕所収）

　・猪口篤志『日本漢文学史』（角川書店、1984 年）

　・�西村時彦（号は天囚、成斎の門下生）編「成斎先生行状資料」（『重野博士史学論文集』上巻〔雄山閣、1938 年〕所収）

　・�小牧昌業撰「東京帝国大学名誉教授従三位勲二等文学博士重野先生碑銘」（『重野博士史学論文集』上巻、『成斎先生遺稿』

所収）
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2論 文ⅠⅠ

要　約
　青森県の県紙に位置付けられる『東奥日報』を発行する東奥日報社は、戦前から日刊の新聞以外の定期刊

行物を複数発行してきた。本稿ではそれらのうち 1939年２月に創刊された総合雑誌『月刊東奥』について、

占領期の発行分に絞り、敗戦直後の青森県内の言説状況の一端を明らかにするとともに、この媒体の特徴を

検討する。また、弘前出身の作家・石坂洋次郎について、『月刊東奥』での発言と彼の創作との関係について

考察を加える。

キーワード：東奥日報社、『月刊東奥』、占領期、石坂洋次郎、『青い山脈』

　　は　じ　め　に　

　本稿では、『東奥日報』を発行する東奥日報社の定期刊行物である、『月刊東奥』を対象として、占領期
の青森県内の言説状況について概観することを試みる。占領期については復刻版が近年刊行され、その全
容を目にすることができるようになっている。今回はこの復刻版を参照しつつ稿を進める。
　東奥日報社は 1888 年に創刊された『東奥日報』以外にも、戦前期から新聞以外の様々な定期刊行物を
発行している。1928 年には『東奥年鑑』を創刊し、翌 1929 年には日曜版に近い位置付けができる媒体の、
『サンデー東奥』を創刊した。この 1933 年２月 19 日号には太宰治が「列車」という小品を発表しているが、
これは初めて「太宰治」というペンネームを使用した作品として知られている。このように事業が発展し
ていく過程で、1939 年２月 11 日に『月刊東奥』が創刊された。発行部数が 5000 部、定価が 40 銭だった。
この翌年の 1940 年には、戦時体制下における物資不足に対応すべく、新聞雑誌の整理統廃合をすること
が閣議決定され、1941 年に出版用紙配給割当規定が施行されており、全国的には出版メディアは苦境に
立たされていたと言ってよい。そうした状況にあって、青森県内で総合雑誌を発行できたことは稀有だっ
たということをはじめに述べておきたい。

　　１．占領期の東奥日報社

　東奥日報社は戦時中に青森空襲で社屋が焼け、1945 年８月７日に河北新報社（宮城県）で新聞の代行
印刷を開始していた。自社で印刷するために様々に奔走し、敗戦直後の 1945 年９月 16 日には北海道新聞
社から輪転機の借り受け交渉が成立している。それが実現し、自力印刷の再開に至ったのは 10 月 29 日の
ことだった。このように、敗戦直後は新聞の発行それ自体が第一にして最大の問題だった。
　1946 年には青森空襲で損壊していた一号輪転機の修理が完了（２月 29 日）し、同年 10 月 26 日に同じ

敗戦直後の青森県内の言説状況
─占領期の『月刊東奥』と石坂洋次郎の役割─

尾　崎　名津子１

　　　　　　　　　　　
１	弘前大学人文社会科学部
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く戦災を受けた二号輪転機も修理を終え、再びこれらの輪転機を使用することが可能になった。設備が整
う一方、同年末には用紙事情悪化にともないタブロイド型の縮小版を発行していたことから、物資不足は
深刻化していたことが窺える。
　その後、1948 年に入ると大鰐通信部復活（４月１日）、野辺地支局開設（５月 17 日）、また、新社屋の
落成（11 月 20 日）など、報道の基盤が充実していくことが看取できる。また、この年は創立 60 周年に
あたり、その記念事業として産業経済、学術文化、社会事業、スポーツなど各分野で活躍し、郷土の発展
に貢献した個人・団体を顕彰する東奥賞を制定、12 月には山本護太郎（「ホタテ貝の人工産卵」）、田中稔
（「水稲耐冷耐病品種育成」）、豊島在寛（「リンゴ綿虫寄生蜂の繁殖」）に第１回東奥賞を授賞している。
　一方、社内においては 1946 年３月に労働組合が結成され、争議も起こり、その結果４月 23 日に労働協
約が締結され争議が終わると同時に、当時の全役員が退社した。また、GHQ/SCAP による検閲をめぐっ
ては、1946 年６月 29 日付『東奥日報』の社説「読売争議とその教訓」について、その内容に問題がある
として７月 21 日に関係者が東京まで出頭するよう命ぜられた。結果的に、８月５日にはこの件に関し粛
正の異動を行うことで GHQ/SCAP に向けて対応した事実を示すと同時に、10 月４日には当時の工藤社
長が辞任を申し出、12 月に承認された。
　こうして占領期の東奥日報社やそこを取り巻く環境には、再興とそれに伴う混乱とが様々に見られた
が、『月刊東奥』はこの間も粛々と刊行されていた。同誌が終刊を迎える 1950 年には、１月 11 日に夕刊
紙である『日刊青森』（１月 21 日に『夕刊東奥』に改題）が創刊された。物資の状況が回復するに伴い、
まずは全国紙が前年中に夕刊の発行を復活させていたが、東奥日報社もこの流れに乗ったことになる。『夕
刊東奥』には小説が連載され、その第一作は青森市出身の高木彬光による「魔弾の射手」（挿絵・村上秀雄、
３月 13 日～８月 29 日）だった。第二作は大正末期から活躍し、時代小説を得意とした土師清二の「ひな
鳥将軍」（挿絵・鴨下晁湖、８月 30 日～ 1951 年１月５日）である。
　次章以降では、この時期の『月刊東奥』の様相について複数の角度から検討を加える。

　　２．『月刊東奥』を読む①──継続的に話題になった事柄

　本章では占領期の『月刊東奥』誌上で継続的に記事のテーマとなった問題を取り上げるが、その前に敗
戦直後の巻頭言を見ておきたい。巻頭言は「復興緊急版」と銘打たれた 1945 年９月号と 10 月号にのみ確
認でき、表紙に印刷されている。雑誌の表紙は現在ではデザイン性を重んじる向きもあるが、当時の『月
刊東奥』には表紙に無署名の巻頭言と目次が印刷されており、実質的に本誌の１ページ目と見做すことが
できる。
　1945 年９月号の巻頭言「新生の土を耕す」は、「土地は狭く、人口は過剰となる。この悪条件のもとに、
新生日本の苦難の道が展かれる。北海道、内地百五十万町歩の開墾は、かくして国民自活の血路として拓
かねばならぬ当面の題目であるが、しかし、東北地方とくにわが青森県においては、比較的未開発の土地
に恵まれてゐる。」と書き出されている。土地を新たに切り拓くことを訴えるとともに、「既耕地の集約的
活用、土地実態の科学的把握、輪作様式の確立、適地適栽と多角経営の工夫等高冷地帯における科学技術
の浸透」といった科学的な知見を強く求める内容となっている。
　10 月号になると食糧事情悪化に対する危機感が浮上する。「日本人を殺すな！」と題された巻頭言には、
「官は文字どほり茫然自失の態から脱して居らず、供出にもなんら積極的熱意を示してゐない。軍官に裏
切られた農村ではその衝撃から中には利己我執の農民をさへ生んでゐる。」とあり、物資不足と併せて人
心の乱れが指摘されている。そして、タイトルの通り「日本人を殺すな！」、また「青森県人を殺すな！」
という文言で締められている。
　このように、喫緊の問題として浮上した食糧問題は、敗戦直後から継続的に話題とされていることが分
かる。図表１ではこのことに関連した記事を挙げる。
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年月 記事タイトル、執筆者など
1945 年 ９月 「新しい食糧開拓　雑草食と粉食」（成田末五郎）
1945 年 10 月 「日本農業の改新期来る　飢餓克服の弁」（淡谷悠蔵）
1945 年 10 月 「科学技術を生かせ　食糧」（内田重義）
1945 年 10 月 「あなたの足もとに食べられる草がある」（佐藤雨山）
1945 年 11 月 「インフレと俸給生活　食糧増配の国民運動を起せ！」（鳴海清四郎）
1946 年 ２月 「風俗時評　踊り子と栄養失調」（相馬重一）
1946 年 ７月 「食ふということ」（西澤赤子）
1946 年 ７月 「食糧の民主管理─救援米運動成功の前提─」（大塚英五郎）
1946 年 ８月 「天明飢饉の話　ケカチ町イカモノ食堂」（相木司良）
1946 年 ９月 「食糧増産と地方競馬」（小笠原八十美）

図表１　占領期『月刊東奥』に掲載された食糧問題関連記事

　２号分の巻頭言をなぞるように、誌上でも食糧問題と科学的知見の重視とがセットで語られる傾向があ
ることがわかる。しかしながら、1946 年９月以降は食糧問題が誌面に浮上しなくなる。これを食糧事情
の改善と見ることは正確ではない。事態は『月刊東奥』の質的変化を示しているとすべきで、具体的には
文芸やエッセイなどが評論・論文を押し出す形で増加したというのが実態である。
　食糧事情を問題化する言説は減少したとはいえ、農業が基幹産業となっていた青森県の現状を反映して
か、農業（あるいは漁業、畜産業）それ自体を扱う記事は占領期で一貫して確認することができる。それ
らを図表２として示す。

年月 記事タイトル、執筆者など
1946 年 ２月 「戦災疎開者は叫ぶ　農村指導者に与ふ」（坂本義英）
1946 年 ４月 「再建の構想　青森県に於ける農民組合運動」（淡谷悠蔵）
1946 年 ７月 「農業生活を根本的に変へねばならぬ」（本多浩治）
1946 年 ７月 「農村化学　メチール事件」（秋田武則）
1946 年 ８月 「富樫鉄之助翁のこと─酪農雑感─」（松田武四郎）
1946 年 ９月 「肥料問題について」（苫米地義三）
1947 年 １月 「農民文学の課題　所謂『農民的なもの』の一考察」（淡谷悠蔵）
1947 年 ４月 「今日の農村・明日の農村」（山本省一）
1947 年 ４月 「農村文化運動について」（鍵山博史）
1948 年 ３月 「センサスにあらわれた青森県農業の構造」（山本省一）
1948 年 ５月 「農地改革の進路に横わる障害」（古川道一）
1948 年 ５月 「農村風俗　さくら・さけ・おどり」（淡谷悠蔵）
1948 年 ７月 「甦つた陸奥湾の帆立＝人工産卵が成功するまで＝」（乗田幸三）
1948 年 ７月 「酪農部落戸来　搾乳・クリーム・バター　農村の新しい道」（松田勲）
1948 年 10 月 「秋風に空しい義経の伝説　開村以来イカの豊漁─三厩、龍飛を踏査する─」（下山俊三）
1949 年 ２月 「インフレ・恐慌・農地改革」（山本省一）
1949 年 ４月 「素朴な農村の習慣　奇習　ハダカ参り」（下山俊三）
1949 年 10 月 「たくましい農協組─北海道農業視察記─」（山本省一）

図表２　占領期『月刊東奥』誌上の農業関連言説

　農業、漁業、畜産業に関する記事が一貫して見られることには、それらの執筆を担った複数の書き手が
存在していたことが要因の一つとして挙げられる。４本の記事を寄稿している山本省一は、誌面によれば
当初『東奥日報』の論説部長であったが、のちに編集局次長という役職に変わっている。３本寄稿した淡
谷悠蔵は「元全国農民組合中央執行委員」という肩書であったが、占領期後期には「農園経営者」となっ
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ている。２本執筆した下山俊三は 1948 年時点で東奥日報弘前支局が所属となっていたが、翌年には出版
部長となっている。
　こうした主要な寄稿者が取材や実体験を元に記事を執筆しており、青森県の農産業を多角的に書き残し
ている。その他に継続的に話題とされた事柄については、『月刊東奥』以外の媒体も含めて相対的に検討、
評価する必要がある。本稿ではその前提として、『月刊東奥』だけを繙いたときに浮上する点を挙げるに
とどめる。この観点から見た場合、文学者の寄稿について検討することは避けられない。

　　３．『月刊東奥』を読む②──文学者の寄稿

　本稿では文学者とは、作家、詩人、歌人、俳人以外にも、評論家、翻訳家、研究者なども含意してい
る。まずは、以下にこれに該当する記事を時系列にそって列挙する。

	 1945 年	11 月	「八甲田の見える町の風俗」（秋田雨雀）、「詩二篇　或る夕方に／自分は生きる」（一戸謙三）
	 1946 年	２月	「婦人参政権と青森県女性」（板垣直子）、「煙草について」（沙和宋一）
	 1946 年	４月	「北方のメーデー」（秋田雨雀）
	 1946 年	５月	「詩など」（一戸謙三）、「文学の再建」（平田小六）
	 1946 年	９月	「登山」（増田手古奈）
	 1946 年	10 月	「軍歌」（沙和宋一）
	 1947 年	１月	 �「新しい形の個人主義」（太宰治）、「作家と教養─『イタリア紀行』などを中心にして─」

（板垣直子）、「雑詩四篇」（一戸謙三）、「よき果実、よき人（政治学校道場にて）」（秋田
雨雀）、「或る人」（平田小六）

	 1947 年	４月	「随筆　大宝日記」（室生犀星）、「光りと文化」（北園克衛）
	 1947 年	６月	「随筆　浅間山」（室生犀星）、「新しい恋愛観から　日本」（秋田雨雀）
	 1947 年	11 月	「文化論（講演速記）」（今日出海）
	 1948 年	３月	 「鳳凰を食う話」（北畠八穂）、「汽車について」（沙和宋一）
	 1948 年	８月	 �「最後の太閤」（津島修治）※太宰治追悼号。寄稿者は北畠八穂、丹羽文雄、板垣直子、

沙和宋一、今官一。
	 1948 年	12 月	「青い果実」（今官一）
	 1949 年	３月	 �「明日の文学はどこに」（小田切秀雄）、「栗とキノコ」（室生犀星）、「地方に住む作家の立場」

（沙和宋一）、「盗人」（北畠八穂）
	 1949 年	４月	 「翻訳権のこと」（河盛好蔵）
	 1949 年	７月	 「若い女性への苦言」（坂西志保）
	 1949 年	８月	 「下田開港」（今官一）
	 1949 年	10 月	「今日の科学　世紀の天文写真」（野尻抱影）、「はだかテツガク」（丸木砂土）
	 1949 年	11 月	「随筆　虫の世界」（沙和宋一）、「小説とモデル」（立野信之）
	 1950 年	１月	 「ラジオ評　本当らしいニセモノ」（青野季吉）
	 1950 年	２月	 「すいせんの言葉　静かなる奔流」（今官一）
	 1950 年	３月	 �「若い文化の創造を」（秋田雨雀）、「奥様お手をどうぞ」（今官一）、「日の丸風船」（沙和

宋一）、「昔ばなし　大正八九年頃の中学生」（平田小六）

　占領期に青森に疎開していた秋田雨雀や、一戸謙三、増田手古奈、沙和宋一など青森県在住の人びとが
寄稿することは、入稿から発行までの便宜を鑑みれば当然とも言えるが、目立つのはそれ以外にも、青森
県にゆかりのある人物が多く寄稿していることである。
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たとえば、平田小六は秋田県大館生まれだが、弘前中学校を卒業している。1923年に教員資格を取得し、
青森県の小学校に勤めた。1929 年に上京し、東京毎日新聞などに勤務するかたわら、1933 年 11 月から
『文化集団』に長編『囚はれた大地』を連載し、注目された。この作品は農民の苦境を描いたものである。
1938 年に中国大陸に渡るが、戦後は早期に引き揚げ、1946 年には文芸誌『群像』に「片隅で」を発表す
ることで作家として復帰している。平田が『月刊東奥』に盛んに寄稿していたのはこうした時期にあたる。
　板垣直子は青森県北津軽郡栄村湊（現五所川原市）出身の文芸評論家である。青森県立弘前高等女学校
（現在の弘前中央高校）を卒業したのち、日本女子大学校英文科に進学している。その後、1921 年には当
時女子の入学が許されていなかった東京帝国大学の第１回女子聴講生となり、美学と哲学を学んだ。女性
のための文芸同人誌『女人芸術』の編集委員として、林芙美子を見出したこと、また、1941 年に単著『事
変下の文学』を出版したことで知られる。戦前から継続的に活動した女性の文芸評論家として稀有な存在
であり、占領期には『新潮』などの老舗文芸誌に論評を執筆するなど、権威化されていた。
　他にも今官一や北畠八穂など、青森在住ではないが寄稿を重ねた青森県出身者が多い。
　一方、青森県と関わりのない文学者も多く寄稿している。「ふるさとは遠きにありて思ふもの」の詩句
で知られる『小景異情』（1913 年）などがある室生犀星（1889-1962）や、戦前には日本におけるシュル
レアリスム運動を先導したモダニズム詩人の北園克衛（1902-1978）らがそれにあたる。こうした人びと
の寄稿は、『月刊東奥』が独自に依頼したものと、他の地域の媒体に掲載されたものの再掲載など、いく
つかのパターンがある。こうした中でも特筆すべきは、『月刊東奥』における石坂洋次郎の役割である。

　　４．『月刊東奥』における石坂洋次郎の役割と『青い山脈』

　弘前市生まれの石坂は、旧制弘前中学校を経て 1919 年に慶應義塾大学文学部予科に入学した。1925 年
に大学を卒業後、弘前高等女学校に奉職する。のち秋田県立横手高等女学校から県立横手中学校へ転任す
るなど、教員生活を勤めるかたわら創作を行った。その後専業作家となる。デビュー作「海をみに行く」
（1927 年）以来、『三田文学』をおもな発表舞台としたが、『若い人』（1933 年）によって作家としての地
位を確立したといえる。
　占領期の石坂は東京都内に暮らしていたが、『月刊東奥』に多数寄稿しており、他の文学者やそれ以外
の寄稿者に比しても本数においては群を抜いている。それらについて以下の図表３にまとめる。

年月 記事タイトルなど
1945 年９月 「生活に自主性を」
1946 年２月 「青森県における封建制を暴く」（座談会）
1946 年２月 「感ずること」
1946 年５月 「今年の観桜会」
1947 年１月 「推薦の言葉」（工藤武雄「襤褸」を推薦）
1949 年２月 「私が十歳のとき」（ハガキ回答）
1949 年３月 「小説、戯曲の部　選後短評」
1950 年２月 「若返りの弁」（ハガキ回答）
1950 年３月 「郷土の風物に胸弾む」

図表３　占領期『月刊東奥』に掲載された石坂洋次郎関連記事

　先取りして述べれば、こうした記事で石坂が形成する言説と、石坂の占領期を代表する小説『青い山脈』
テクストとの相同性が看取できる。
　『青い山脈』は『朝日新聞』1947 年６月９日から 10 月４日まで連載された。その後、単行本化される
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とそれがベストセラーとなった。東北地方の私立女子高校を舞台に、教員と生徒、町の人びとがそれぞれ
の問題（恋愛、結婚や学校生活など）の解決を目指すという筋になっている。
　この作品の舞台については、東北地方であることは示唆されるが、具体的な地名は書かれていない。た
だし、作中人物の一人である高校生の松川浅子が書いた作文には、次のように書かれている。

　観桜会……今年の観桜会はほんとうに盛んでした。私も浮かれて、毎日一回、公園に行ったほどで
す……。私は芸者たちの手踊りに一番感心しました。さすがに日本の伝統の粋だと思いました……。

　この記述を見る限り、「観桜会」、「手踊り」といったワードから弘前を想起することができるだろう。
観桜会はそれほど一般的な名称ではなく、弘前以外には新潟県上越市にこうした呼称の祭りがあることが
確認できる程度である。また、手踊りは一般名詞ではあるが、それを「芸」として見せる文化があるのは
南部と弘前である。しかし、『青い山脈』の中心人物の一人である英語教師の雪子が、放課後に「丘の上
に一人にな」り、「青くないだ海に向って、大きく深呼吸を」する場面がある。これを踏まえると作品の
舞台は弘前を想起させつつも海が間近に見える、架空の町ということになる。
　観桜会について、石坂は『月刊東奥』1946 年５月号にエッセイ「今年の観桜会」を寄せている。しかし、
その内容は松川浅子の作文とは異なり、花見の華やかさに隠されがちな事実を浮き彫りにする意図が明白
である。石坂は戦後復活した観桜会の盛況を冒頭で伝えるが、「しかし、今年の観桜会に示された景気が、
そのまま、この地方の実力だと見るのは、もちろん当らない」、「観桜会のバカ景気」と言い、観桜会の二
週間後には青森県内の各地で米不足を訴える声が上がったと伝えている。
　強い言葉使いは石坂の創作と懸隔があるが、エッセイや評論など、つまり『月刊東奥』における石坂の
舌鋒は鋭い。「感ずること」（『月刊東奥』1946 年２月）では、「毎日の新聞を読んでゐると、日本の国は
一体どうなるものかといふ暗い気持に襲はれる」、「民主主義とか自由主義とかいふ言葉は箒で掃くほど出
て来るが、国民の現実生活の上に泡沫のやうに浮び上つてゐるだけで、果してそれが国民の生活を内面か
ら動かしていく原動力となつてゐるものかどうか疑はしい」と憂いてみせる。これに続く次の批判は、『青
い山脈』を読解するうえで重要な記述である。

　客観的にみると、やはり党派や階級の立場に重きが置かれて、国家の立場が閑却されてゐる傾向だ
と思ふ。寒心すべきことである。
　狭量でセクト的であるといふのが、日本の民族性の大きな欠陥と云はれ、われわれもその具体化し
た現象を従来の政治、宗教、教育、芸術、軍事等の上に飽きるほど見せつけられて来たのであるが、
今日の国内の動きのなかにもそれと変らない狭さと貧しさが感じられる。
　個人としても民族としても、もつと鷹揚な豊かな気分を身につけたいものだと思ふ。民主主義の狙
ひ所もそこらにある筈である。

　また、このエッセイの掲載号では、「民主主義化を阻むもの」という特集が組まれている。その中には
座談会「青森県における封建制を暴く」が掲載され、石坂も参加している。他の出席者は、津川武一（弘
前社会科学研究会）、淡谷ナオ（青森県農民組合準備委員長・淡谷悠蔵氏夫人）、瀬戸義久（青森放送局長）
である。ここでの石坂の肩書は「日本文壇の大家」となっており、全国的に名を知られた人物であること
が強調される一方で、『月刊東奥』読者に対して指導的な役割を担わされていることも看取できる。ここ
での発言も先の引用と同様、『青い山脈』読解の鍵となる。

　封建制度の成立や、それが今日の社会組織の上にどんな形で残つてゐるかといふやうな問題に就い
ては、他に適当な解説者があることと思ひますが、さう難づかしい所まで考へなくとも、われわれの



－ 29 －

Ⅰ-２

敗
戦
直
後
の
青
森
県
内
の
言
説
状
況

　
　
―
占
領
期
の
『
月
刊
東
奥
』
と
石
坂
洋
次
郎
の
役
割
―

周囲には、封建的な風習が充満してゐることを反省出来ると思ひます。
　男の権力が強くて女が其従属的地位に置かれてゐること、夫婦の関係でも同様であること、官衙や
会社等に於ける上下の関係が概ね理非を絶した冷い形式的なものであること、男女間のモラルが極端
に歪曲されてをること、衣食、住にわたつて暮し方が甚だ非科学的であること、腹の中で考へてるこ
とと口先きで云ふことが反対であり、しかもそれが社会的な作法のやうに考へられてること、その他
数へきれないでせう。

　石坂本人のこうした発言の数々が、『青い山脈』内で反芻されている。作中人物の校医・沼田は、「土地
の人間の一人」として、次のように雪子に告げる。

　この学校には農村の子女が多いようですが、学校を出る、二、三年して嫁に行く、するとさっきの
作文にあったように、しゅうと、しゅうとめや小じゅうとたちから嫁いびりをされる、亭主からはと
きどきげんこで頭をなぐられる〔中略〕そういう生活に堪えていくには、ある程度バカであることが
必要なんですよ。

　これは座談会で石坂が述べたような「男女間のモラルが極端に歪曲されてをること」を、作中人物の在
り方そのものによって表象している。同様のことは雪子についても言え、石坂がエッセイ「感ずること」
で述べた内容を小説においてトレースするものとなっている。雪子の発言を以下に引用する。

　いいですか。日本人のこれまでの暮し方の中で、一番間違っていたことは、全体のために個人の自
由な意志や人格を犠牲にしておったということです。学校のためという名目で、下級生や同級生に対
して不当な圧迫干渉を加える。家のためという考え方で、家族個々の人格を束縛する。国家のためと
いう名目で、国民をむりやりに一つの型にはめこもうとする。
　それもほんとに、全体のためをかんがえてやるのならいいんですが、実際は一部の人びとが、自分
たちの野心や利欲を満たすためにやってることが多かったのです。

　この発言が石坂の発言を忠実に踏襲していることは明らかであり、生徒たちにこうして語って聞かせる
雪子のありようは、そのまま『月刊東奥』読者に向けて発信する「日本文壇の大家」・石坂のありようと
重なっている。

　　５．おわりに──『青い山脈』の新子が象徴する問題

　以上のように、占領期『月刊東奥』では、敗戦直後の社会をどこから再建するかということに関する記
事が多く掲載される一方で、文学者の寄稿を増やしていくことで雑誌の性格それ自体を少しずつ変容させ
ていった。その中でも石坂洋次郎の位置は特異である。石坂は、青森県出身で戦前から全国的に知られた
作家であると同時に、社会の混乱や民主化に対する意見を発信する存在として、指導的な位置に置かれて
いたと言えるし、同時に石坂本人もそうした役割を自ら引き受けるような発言を重ねていた。さらに、石
坂自身は誌上での発言の内容を、その直後に自身の創作の中で作中人物に再度語らせている。そして、そ
の創作『青い山脈』は全国的に広く読まれる作品となった。
　『青い山脈』では、石坂自身の批判そのものをヒロインの雪子が行い、それに対して沼田が批判すべき
とされる内容を表象する存在として定位されていた。その後、沼田と雪子の恋愛関係が成立するに及ん
で、沼田の封建的な側面が脱色されたかのように読める。
　一方で、もう一人のヒロインで女子高校生の新子は、雪子とは異なる表象となっている。それは、彼女
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を見つめる男性作中人物の高校生「ぼく」（六助）が象っている。

黄色な三角巾で頭を包み、紺ガスリの筒袖と同じ柄のモンペを着け、海老茶色のシュスの足袋にワラ
草履をはいて（色彩がハッキリしたのはもっと時間が経ってからだったが……）、土蔵からせっせと
リンゴ箱を運び出している、身体つきのたくましい田舎の若い女──それが新子だったのだ。

　リンゴの収穫を手伝う「身体つきのたくましい田舎の若い女」として、六助が新子を新たに見出した場
面である。この時六助は、「彼女とぼくの間柄が、流星が尾をひいて流れるように、急に何千万里もスウッ
と遠ざかったようなさびしさに打たれた」と述べる。〈戦後の高校生〉として学校で学び、放課後を思い
思いに過ごすだけでよかったはずの六助と新子との間に、線引きがなされる瞬間である。その直後に六助
は新子の姿を「この上もなく、すこやかな、美しいもの」と思い直している。このように、新子は男子高
校生である六助と、彼自身の手によって慎重に切り離され、彼岸に押し出され、「身体つきのたくましい
田舎の若い女」の「すこやかな、美し」さを具えた人物とされる。そのことは、六助のメンターの役割を
担う富永安吉が六助に宛てた手紙において「善悪の彼岸の世界のもの」とされる点で、すなわち当事者以
外の〈大人の男性〉の視線によって意味付けが補強される。
　この石坂の書きぶりは、農村女性の表象を男性の視線と語りのもとにとどめておくものであり、彼女た
ちの実態ではない。見方によっては石坂自身が批判した「男の権力が強くて女が其従属的地位に置かれて
ゐる」状況をロマンチックに補強するものともなってしまう。こうした隘路に陥る側面もあることを指摘
しつつ本稿を終えることにする。

＜参考文献＞
三人社編（2017）『『月刊東奥【戦後版】』復刻版　第１巻　1945 年版・1946 年版』三人社、pp.1-316.

三人社編（2017）『『月刊東奥【戦後版】』復刻版　第２巻　1947 年版』三人社、pp.1-300.

三人社編（2018）『『月刊東奥【戦後版】』復刻版　第３巻　1948 年版・1949 年版①』三人社、pp.1-392.

三人社編（2018）『『月刊東奥【戦後版】』復刻版　第４巻　1949 年版②・1950 年版』三人社、pp.1-384.

石坂洋次郎（2018）『青い山脈』小学館、pp.5-334.（初出『朝日新聞』1947.6.9-10.4、初刊：新潮社、1952）

〔付記〕
　本稿は、令和２年度地域未来創生教育・研究プロジェクト、ならびに人文社会科学部戦略的研究「地
方から公共性を問い直す──ローカルメディアを基点として」の成果の一部である。
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　本稿では、速報性の高い「職業安定業務取扱月報」の新規求職者数と求人数のデータを用いて、新型コロ

ナウイルスの感染拡大が青森県の労働市場に及ぼした影響について分析を行った。分析結果から、金融危機

との大きな違いとして、金融危機直前は深刻な労働需要不足であったのに対し、新型コロナ危機直前は真逆

の人手不足の状況であったことを指摘した。一方で、事務、販売、サービス、生産工程の職業においては、

急速に求人が減少している。また、これらの職業は主に、女性労働者、非正規雇用者を中心としていること

から、女性や非正規雇用者への影響が大きいと思われる。危機の長期化を見据え、女性や非正規雇用者への

雇用維持及び生活支援が急務であると指摘した。

　　１．は　じ　め　に　

　新型コロナウイルスの感染拡大が止まらない。2020 年３月にWHOが、新型コロナウイルス感染症
がパンデミックに至っているという認識を示して以来、丸一年が経過した現在でも世界中で猛威を振
るっている。WHOのコロナウイルスデータによると、2021 年１月 12 日現在、世界の累積感染者数は
89,707,115 名で、24 時間内の新規感染者は 566,186 名に上っている。また、累計死者数は 1,940,352 名で、
１日当たりの新規死者数は 9,371 名となっており、毎日、世界中で貴重な命が奪われている。
　日本においても、新型コロナウイルスの感染拡大が新年には少し収まるのではという淡い期待感をもっ
ていたはずだが、状況は真逆である。新規感染者は毎日最多記録を更新し、2021 年１月１週目の 10 万人
あたり感染者は 14 都府県で 25 人を超えている。また、東京都、大阪府、福岡県は１週間前に比べて約２
倍のスピードで感染者が増えている。あっという間に累積死者数は4539人（１月12日12時時点）に上った。
　感染拡大に伴い日本では 11 都府県に対して、２度目の緊急事態宣言を発出するに至った。今回は前回
の教訓を活かし、限定的な経済活動の制限となっているが、飲食、遊興施設を中心に、経済的なダメージ
は大きい。飲食店の営業時間を制限すると、飲食店に食材を供給する卸売・小売業者、あるいは運送業
者、農業・漁業などの生産者にまでその影響が及ぶ。また、飲食業を営む経営者や飲食店などで働いてい
る従業員には廃業や雇い止め、解雇など、生活を脅かす影響が出ている。
　川田（2020）は、速報性が高い総務省の「労働力調査」と厚生労働省の「職業安定業務統計」のデータ
を用いて、新型コロナウイルスの感染拡大が日本の労働市場に及ぼす影響を分析した。データ分析から、
2020 年３月時点では幅広い職業で求人と入職者が減少していることと、求人は生産工程や事務、販売の
職業で 15％以上の大幅な下落があったことを明らかにした。また、求職者の増加やミスマッチの拡大は
３月時点では観察されず、求人や入職者の下落よりも遅れていることを指摘した。そして、サービスの職

　　　　　　　　　　　
１	弘前大学人文社会科学部・教授

新型コロナウイルス感染拡大が
青森県労働市場に及ぼす影響

李　　　永　俊１
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業においても求人の下落が観察され、同職業を志望する割合が高い女性労働者に大きな影響が及ぼす恐れ
があることも述べている。
　もう一点、新型コロナウイルスの感染拡大の特徴として指摘したいのは、感染状況が地域によって大幅
に異なっていることである。図１は 2021 年１月５日から 11 日までの一週間の人口 10 万人当たりの新規
感染者数を示している。最も高いのは東京都で 91.8 人となっている。また、２度目の緊急事態宣言が発
出された神奈川県、栃木県、大阪府、千葉県も軒並み高くなっている。他方、島根県や秋田県、山形県で
は 1.91、2.54、2.93 で期間中の新規感染者が 13 人、25 人、32 人と首都圏の様子とは大きく異なっている
ことがわかる。ただ、飲食業や宿泊業などにおいては、地方においても首都圏からの旅行者に頼る傾向が
強く、首都圏の状況の悪化は地方経済に大きな影響を与えている。ただ、各地域別にその影響が異なるこ
とを考慮すると、地域別の労働市場の状況を把握することは、今後の政策を考える上で必要不可欠である。

図１　都道府県別新規感染者数

出所：厚生労働省「データからわかる─新型コロナウイルス感染症情報─」
https://covid19.mhlw.go.jp/

　そこで、本稿では新型コロナウイルス感染拡大が青森県の労働市場に与えた影響を速報性の高い求職・
求人のデータを用いて分析を行う。また、どのような職業や地域で、求人や新規就職者の低下が起きてい
るのか、職業間や地域間ミスマッチが拡大しているのかを明らかにすることを目的とする。そして、今後
の見通しや考えられる政策についても検討したい。
　本稿の構成は次のようになる。次節では、分析に用いるデータについて述べた後、データから見える青
森県労働市場の動向を 2007 年のリーマンショックから連鎖した金融危機時と比較しながら、新型コロナ
ウイルス感染拡大が与えた影響を概観する。第３節では職業別・地域別の違いを明らかにする。第４節で
はミスマッチ指標を用いて市場の動向を探る。結論は第５節で述べる。

　　２．データから見る青森県労働市場の動向

２－１　データ
　ここでは、青森労働局職業安定部職業安定課が公表している「職業安定業務取扱月報」２と総務省「労
働力調査」を用いた。「職業安定業務取扱月報」は青森県内の８カ所３の公共職業安定所（ハローワーク）
を通じて収集された業務データに基づいて、青森労働局が月次で公表している。月次で公表されているた

　　　　　　　　　　　
２	各都道府県に設置されている労働局からの「職業安定業務取扱月報」は集約され，厚生労働省「一般職業安定業務統計（職業安定業務統計）」と
して公表されている。

３	青森市に設置されているハローワークヤングプラザと十和田出張所を除いた数である。
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め、短期的な変動を捉えられる速報性の高いデータだといえる。ただ、全ての求人・求職に関するデータ
は、公共職業安定所を経由するもののみが把握されており、民間の職業紹介事業所や地方でよくみられる
地縁・血縁などの縁故募集や採用に関するデータは含まれていない。そこにこのデータの限界があるとい
える。ただ、「職業安定業務取扱月報」では、新規求人や求職者、就職件数といった労働市場の変動要因
（フロー変数）が報告されており、短期的な経済ショックや新型コロナウイルス感染拡大のような社会的
なショックが地域労働市場に与える影響を迅速に捉えるのに適している。
　総務省「労働力調査」は、都道府県別の就業者と完全失業者の変化を見るために用いた。「労働力調査」
は全国 2900 調査区から４万世帯のサンプル調査を行っている。ただ、青森県内のサンプル数は限られて
おり、地域の労働市場の状況を正確に反映されているかという点には疑問が残る。また、都道府県別デー
タは、試算値であり、月次のデータも公表されていないため、信頼性や速報性に欠けている。限界はある
ものの労働市場の状況を把握できる数少ないデータであることから、本稿では、四半期のデータを、新型
コロナウイルスの感染拡大が起きる前と 2020 年第三四半期の状況を比較するために用いた。

２－２　青森県労働市場の動向

図２　青森県労働市場の動向

出所：厚生労働省「労働力調査」

　図２は、総務省「労働力調査」の四半期データを用いて、2000 年第一四半期から入手可能な最新の
2020 年第三四半期までの動向を示している４。就業者（左軸）の動向を注目すると、2000 年から徐々に
減少し、2011 年第一四半期の 605,000 人を底に、現状維持もしくは若干増加していることがわかる。その
背景には、2007 年から 2008 年までに生じた金融危機以降、2010 年から青森県内の労働需要が継続して増
加してきたことに伴い高齢者や女性の労働参加率が高まったことが要因として考えられる。新型コロナウ
イルスの感染拡大が本格化した 2020 年第一四半期以降をみても、2020 年第三四半期まででは、大きな落
ち込みはまだ見られない。次に、非労働力人口（左軸）の動向をみると、就業者人口とは逆に 2012 年以
降、継続して緩やかに減少していることがわかる。また、2020 年以降、急増しているような様子は見当
たらない。
　最後に完全失業者の動向に注目すると、2009 年第一四半期以降、2019 年第三四半期まで継続して減少
してきていることがわかる。この背景には、先ほど述べたような県内の労働需要の増加に伴う人手不足が

　　　　　　　　　　　
４	「労働力調査」の都道府県別試算値では季節調整が行われていないため，定期的な山と谷が現れている。
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続いていたことがあると思われる。しかし、新型コロナウイルスの感染拡大以降の動向をみると、就業者
数と非労働力人口では見られなかった急増の兆しが 2020 年第一四半期と第三四半期にみえる。
　このように、就業者、非労働力人口、完全失業率では、2020 年第三四半期までは、急増減の変化はみ
られていない。その背景には、川田（2020）でも指摘しているように、政府による雇用調整助成金や持続
化給付金など、積極的な雇用維持政策が功を奏していると思われる。ただ、事態が長期化すると、そのよ
うな財政支援だけでは維持できなくなることが懸念される。

図３　求職・求人の推移

 　　　　出所：厚生労働省「一般職業安定業務統計（職業安定業務統計）」

　図３は厚生労働省が発表している「一般職業安定業務統計（職業安定業務統計）」の青森県のパートを
含む一般新規求人数（季節調整値）と新規求職申込件数（季節調整値）を図示したものである。2000 年
１月から 2020 年 11 月までの月次データである。まず、図から 2013 年６月で新規求人数と求職者数が交
差し、それ以前は求職者が求人数を上回る超過供給の状況で、それ以降は求人数が求職者数を上回る需要
超過、つまり人手不足状態で、両時点の状況が真逆であることがわかる。次に、リーマンショックによる
世界金融危機の連鎖が本格化した、2008 年１月からの動向をみてみると、2008 年の前半から求職者数が
一時的に増加している様子と、求人数が大幅に減少していることがよくわかる。そのため、金融危機直前
までの超過供給の縮小傾向が一転して、再び超過供給が拡大している。
　他方、新型コロナウイルスの感染拡大が本格化した 2020 年１月以降の動向をみると、まず事態が本格
化する前の条件が、金融危機直前では新規求職者数が新規求人数を大幅に上回っている超過供給の状況
だったのに対し、2020 年の初めは新規求人数が新規求職者数を上回っている超過需要、つまり人手不足
状況である点が大きな違いとなっている。しかし、2020 年の前半をみると求人が急減している様子がわ
かる。幸いにも 2020 年５月には底を打って、新規求人数が再び増加している。ただ、今後は前述したよ
うに、事態が長期化すると求人数が急減することも考えられる。皮肉なことに、事態が始まる前の状況が
深刻な人手不足だったことが、求人数急減のショックを少し和らげていると思われる。
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図４　職業別新規求人・求職・就職件数

（金融危機）

（新型コロナ危機）
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図５　地域別新規求人・求職・就職件数

（金融危機）

（新型コロナ危機）
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　　3．職業別・地域別動向

　ここでは、青森労働局職業安定部職業安定課が公表している「職業安定業務取扱月報」を用いて、職業
別と地域別の労働市場の状況を、金融危機時と新型コロナウイルス危機時で比較してみたい。金融危機時
は、2006 年１月から 2009 年１月までの３年間、新型コロナウイルス危機は 2018 年１月から 2020 年 11
月までの動向をみた。
　図４は、両危機時の職業別・地域別動向を図示したものである。横軸は時間である。lnun（実線）は新
規求職者数の、lnva（破線）は新規求人数の、lnma（点線）は新規就職件数の対数変換値である。職業
間の実数に大きな差があったため、比較しやすいように対数変換値を用いた。図４は、職業大分類の 11
の職業別に金融危機時（上図）と新型コロナウイルス危機時（下図）の新規求職・求人、就職件数を示し
ている。上図から金融危機時は、保安の職業を除いては、求職者数と求人数がほぼ一緒か、もしくは、求
職者数が求人を上回っていることが分かる。他方、下図の新型コロナウイルス危機が起きる前の 2018 年
１月から 2020 年 11 月までみると、事務的職業、運版・清掃・包装等の職業の２つの職業を除いて、その
他の全ての職業において、新規求人数が新規求職者を上回っている点である。管理的職業や保安の職業に
おいては、新規求人数が新規求職者数の７倍を超えている時期もあり、人手不足が深刻であることがうか
がえる。また、新型コロナウイルスの感染拡大の影響をみると、販売の職業では、2019 年 11 月に 156 件
の求人があったのに対し、2020年11月には111件に止まっており、前年同月比28.8％の減少となっている。
　図５は地域別の違いを図示したものである。まず、求職・求人、新規就職件数が、青森県内の３大都市
圏、青森市、八戸市、弘前市とその他の地域で大幅に異なっていることがわかる。金融危機時と新型コロ
ナウイルス危機時を比較すると、金融危機時は全ての地域で求職者数が求人数を同じか、上回っているの
に対し、新型コロナウイルス危機時ではすべての地域で求人数が求職者数を同等か、上回っており、両時
期の市場状況が真逆であることがわかる。また、2020 年３月以降に注目すると、三沢管内では求人が大
幅に落ち込んでいるが、その他の地域においては目立った動向がまだ見られないことがわかる。特に青
森、八戸、弘前管内の求人はまだ維持されている様子がうかがえる。これらは、雇用調整助成金や持続化
給付金など、積極的な雇用維持政策の効果があったからだと考えられる。ただ、事態が長期化すると財政
政策だけでは支えきれない可能性が懸念される。

図６　特定職業の新規求人数の変化

 　　　　　　　　　　　　出所：青森労働局職業安定部職業安定課「職業安定業務取扱月報」
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　図６は、2020 年１月から 11 月まで、前年同月比の新規求人数の増減率を示している。多くの職業でま
だ新規求人数が新規求職者数を上回っている人手不足状況が続いているが、事務的職業、販売の職業、
サービスの職業、生産工程の職業においては、新規求人数が前年同月比３割以上減少しており、急速に求
人が減少している様子がわかる。また、減少のピークが５月となっており、2020 年４月 16 日に全国を対
象に発出され第一回目の緊急事態宣言とそれに伴う飲食・宿泊・娯楽施設の休業要請、接触機会の８割削
減、全小中高の全国一斉休校要請などが社会経済活動を委縮させ、対面型職業において大きな影響が現れ
たものと思われる。Fukui, Kikuchi and Goalist Co.,Ltd（2020）は、全国においては休業要請よりもステ
イホームで接触機会の８割削減が求人の大幅な減少につながったことを明らかにしている。青森県におい
ても、５月以降、求人の減少幅が少し小さくなったのは、５月 25 日に第１回目の緊急事態宣言が全国的
に解除されたことが影響していると思われる。
　また、Kikuchi.,Kitao and Mikoshiba（2020）が指摘しているように、いずれも対人的で、リモートワー
クなどに向かない非フレキシブルな職業に、求人の減少が大きいことが注目される。彼らは、そのような
職業の多くは非正規雇用者や大卒未満、低所得層の労働者が多く占めており、また女性の労働者が多いこ
とが特徴的であることも明らかにしている。この点を考慮すると、青森県においても女性や非正規雇用
者、低所得層への支援が急務であることがわかる。

　　４．地域間・職業間ミスマッチ

図７　ミスマッチ指標の推移

 　 

　　　　　　　　　　　金融危機　　　　　　　　　　　　　　　　　　新型コロナ危機

　ここでは、職業間と地域間で求職・求人の偏りが生じているのかをミスマッチ指標を用いて概観した
い。前述したように、今回の新型コロナ感染拡大が地域経済に及ぼしている影響は、一部の職業に集中し
ている。一部の職業の求人が急減すると求職者に対して求人数が少なすぎることにより、求職と求人にミ
スマッチが生じる。
　求人と求職のミスマッチの具合を測る手法としては、Sahin el al（2014）や Jackman and Roper（1987）
のミスマッチ指標がある５。また、Armstrong and Taylor（1981）や大橋（2006）は失業の構造分析から
需要不足失業と構造的ミスマッチによる失業を職業別及び地域別に分けて計算できる方法を提示してい
る。李（2010）は大橋（2006）の手法で、金融危機直前の 2007 年 10 月時点の北東北三県の労働市場構造
を分析した。分析の結果、北東北三県の失業構造は、需要不足失業が３割、摩擦的失業が６割、そして残
り１割が構造的失業で、そのほとんどは同じ県内の職業間のミスマッチによって発生していることを明ら
かにした。ただ、労働条件不一致による摩擦的失業も十分な労働需要がないために発生する場合が多い。

　　　　　　　　　　　
５	詳細については，川田（2019）を参照されたい。
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つまり、北東北三県の失業の９割が広い意味での需要不足によるものであることを主張した。
　本稿では、Jackman and Roper（1987）のミスマッチ指標を用いる。川田（2019）が指摘しているよう
に、マッチング関数を用いる Sahin el al（2014）の手法が市場のマッチング効率が反映した指標となる。
ただ、川田氏が言及しているように Jackman and Roper（1987）と Sahin el al（2014）は、同じ時間ト
レンドをもっている。そのため、ことが明らかになったので、ここでは比較的な計算が容易な Jackman 
and Roper（1987）を採択した。
　Jackman and Roper（1987）では、ミスマッチ指標（MM）を次のように計算する。

1
2

　この式で i は職業又は地域を示している。Ui/U は各職業（地域）の求職者数が職業（地域）全体に占
めるシェアを、Vi/V は各職業（地域）の求人数が全職業（地域）に占めるシェアを表す。この指標は０
と１の間を取り、１に近いほどミスマッチが大きいことを表している。
　図７の左側は、2006 年１月から 2008 年 12 月の金融危機時、右側は 2018 年１月から 2020 年 11 月まで
の新型コロナ危機のミスマッチ指標の動向を示している。両時期共に、職業間のミスマッチが地域間のミ
スマッチより大きいことがわかる。これは同じ県内であることもあり、地域間移動が職業間移動より容易
であることを反映している。左図をみると、金融危機が始まった 2007 年後半からミスマッチが徐々に高
くなり、2008 年９月以降急増していることがわかる。右図をみると、2019 年後半からミスマッチが低下
傾向にあったが、2020 年３月から上昇傾向に転じていることがわかる。ただ、2020 年 11 月までの動向で
は、金融危機の後半のような急激な上昇にまでは至っていない。川田（2020）が指摘したような、ミスマッ
チが遅れて現れる可能性が高いと思われる。

　　５．お わ り に

　本稿では、速報性の高い「職業安定業務取扱月報」の新規求人数と求職者のデータを用いて、新型コロ
ナウイルスの感染拡大が青森県の労働市場に及ぼした影響について分析を行った。分析結果から 2007 年
の金融危機との大きな違いとして、直前の労働市場の状況が金融危機直前は深刻な労働需要不足であった
のに対し、新型コロナ危機直前は真逆の人手不足の状況であることを指摘した。ただ、事務、販売、サー
ビス、生産工程の職業においては、2020 年３月以降、前年比３割以上の求人減があり、一部の職業にお
いて急速に求人が減少していることがわかった。また、これらの職業は主に、女性労働者、非正規雇用者
を中心としていることから、女性や非正規雇用者への影響が大きいと思われる。ミスマッチについては遅
れて 2020 年７月頃から増加し始めていることがわかった。
　新型コロナ危機は今開発されているワクチンの安全性が保障され、人口の７割が接種を受けるまで長期
化は避けられない情勢である。また残念ながら世界各国で新しい変異種も発見されており、事態をコント
ロールして、新型コロナ危機前の日常を取り戻すことはかなりの時間を要することが予想されている。
従って、今後も飲食や宿泊業、あるいは観光関連産業、対人型サービス業などでは影響が長期化すること
と思われる。
　新型コロナの危機から地域経済を守るためには、どのような政策が求められるのであろうか。第１は、
雇用を維持するための雇用調整助成金や零細自営業者などを守るための持続化給付金などの積極的な財政
政策の強化が求められる。ただ、厳しい地方自治体の財政状況を考えると、長期的な支援は難しいことが
予想される。そのため、長期的にはそれらの職業から廃業や失業者が増えてくることが見込まれる。一方
では今現在でも人手が不足している産業も多く存在している。そのため、離職者を新しい職業や産業に誘
導する職業紹介や、職業訓練などの職業仲介機能の強化が求められる。特に、人口が急速に減少している
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地方において、利便性の高い行政サービスを提供できるデジタルトランスフォーメーション推進に必要な
人材が大幅に不足している。その人材を求める際、外部人材のみに依存するのではなく、地域の大学と連
携したリカレント教育を活用することで、地域内で人材の産業間・職業間移動がスムーズにできるような
政策を急ぐべきである。
　地域から１つの店がなくなると、その店に納品する小売・卸売業者、輸送業者、最終的には生産農・漁
業従事者までその影響が及ぶ。また、１つの店が廃業すると職場を失う労働者が出て、職業が１つ地域か
ら消えることになる。その結果、職業選択の幅が狭まり、若者たちは選択肢が多い都市部に移動する。結
果として、地域の人口は継続して減少し、地域経済も縮小することになる。このような悪循環から地域を
守るためには、テイクアウトやデリバリーなどのサービスを通して地域の店を守ることが求められる。そ
のためには行政だけでなく、SNS や IT のツールで情報発信ができる IT関連民間企業やビジネスノウハ
ウを提供できる専門家など、地域内にある人材や地域との関係がある関係人口など幅広いネットワークで
地域を守る工夫が求められている。
　本稿は、速報性を重視し、新型コロナウイルス感染拡大の影響を捉え、有効な政策を模索するうえで、
基礎となる資料を提供することを目的としている。限定的なデータによる分析に基づいている点や、季節
調整などのデータ調整が不十分である点は課題として残る。この点において、本稿の分析結果に対する信
頼性は一定の留保が必要である。本稿の分析を通して実感したのは都道府県別データの欠如である。新型
コロナウイルス感染拡大に伴い日々経済状況が変化する中で、都道府県別完全失業率の把握は国の四半期
の試算値のみに頼るしかない。また、労働局経由のデータについては集計データのみしか分析に用いるこ
とができず、多角的な分析を困難にしている。言うまでもなく、正確なエビデンスベースの有効な政策を
立案するためには、労働者個人レベルのデータを地域で収集し、分析する必要がある。そのためには、地
域の研究者と行政担当者の相互理解と協働が必要不可欠である。
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青森県と全国の産業連関表による
地域間産業連関表の作成

　　１．は じ め に

　本研究は、青森県と全国の産業連関表を接続し、青森県と全国の地域間産業連関表を作成するものであ
る。総務庁のWeb page によれば日本の産業連関表は「国内経済において一定期間（通常１年間）に行
われた財・サービスの産業間取引を一つの行列（マトリックス）に示した統計表で、原則として、西暦の
末尾が０及び５の年を対象年として、関係府省庁の共同事業として作成」される１。また、青森県も「青
い森オープンデータカタログ」において、青森県の産業連関表を公開している２。
　産業連関表は催事等の社会における出来事や様々な経済政策、地域の施策等の経済効果を測定する為に
極めて有用である。しかし地域を区切って計測されるというその成り立ちから、経済環境の変化を把握す
る対象はその地域「内」のみになる。現実においては社会、経済環境の変化が地域内、地域外の双方から
影響を受ける事が有り得るが、産業連関表の分析においては地域内の影響のみが測定されることになる。
　具体例を挙げれば、人口の減少が経済に及ぼす影響を考えた場合、人口の減少は日本全体と対象地域の
両方で同時に進行する。青森県であれば、青森県の人口の減少はもちろん青森県の経済に影響を与える
が、日本の人口減少も同時に青森県の経済を変化させる事になる。また、日本と青森県と言う関係だけで
なく、各地域は関わりを持っている。産業連関表という有意な統計を利用しながら、多地域を同時に分析
する事は出来ないだろうか。
　この問いに答えるのが、地域間産業連関表である。地域間産業連関表は各地域で独立に調査、公表さ
れた産業連関表を連結する事によって作成する事が出来る。地域間産業連関表については、浅利・土居
（2016）による優れた研究が存在し、本論文においても浅利・土居（2016）に従って分析を行う。以下、
２節において地域間産業連関表の作成に関する解説を行い、３節において、全国と青森県の産業連関表を
接続し全国と青森県の地域間産業連関表を作成する。最後の４節において今後の課題を記す。

　　２．地域間産業連関表の作成手法

　本節においては、浅利・土居（2016）に従い、地域間産業連関表の作成方法を解説する 3。本節におけ
る作成方法を浅利・土居（2016）は「地域間産業連関表の作成の完全分離法」と呼んでいる。初めに地域
間産業連関表の基になる全国の産業連関表と青森県の産業連関表を以下の様な簡単な表で示す。

小谷田　文　彦＊

研 究 ノ ー トⅠⅠ

　　　　　　　　　　　
＊	弘前大学人文社会科学部
１	総務庁「産業連関表」　https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/data/io/index.htm
２	青い森オープンデータカタログ「産業連関表」　https://opendata.pref.aomori.lg.jp/dataset/dataland/estat27/estat78/
３	本節は浅利・土居（2016）の第 1部第 4節「地域間産業連関表の作成の完全分離法 Perfect Separation Method」pp.14-19 をまとめ直したものである。
筆者のオリジナルではない事を書き添えておく。
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表１　全国の産業連関表 (J 表 )
産出

投入 第１産業 第２産業 域内（全国）
最終需要 移出 輸出 移入 輸入 総産出

第１産業 x J
11 x J

12 F J
1 ０ E J

1 ０ M J
1 X J

1

第２産業 x J
21 x J

22 F J
2 ０ E J

2 ０ M J
2 X J

2

粗付加価値 V J
1 V J

2

総投入 X J
1 X J

2

表２　青森県の産業連関表（A 表）４
産出

投入 第１産業 第２産業 域内（青森県）
最終需要 移出 輸出 移入 輸入 総産出

第１産業 x A
11 x A

12 F A
1 N AR

1 E A
1 -N RA

1 M A
1 X A

1

第２産業 x A
21 x A

22 F A
2 N AR

2 E A
2 -N RA

2 M A
2 X A

2

粗付加価値 V A
1 V A

2

総投入 X A
1 X A

2

　また、全国の産業連関表から青森県の産業連関表の値を引いた産業連関表を R表として示す（以下、
他地域の産業連関表と呼ぶ）。

表３　他地域 R 表（J 表－ A 表）
産出

投入 第１産業 第２産業 域内（他地域）
最終需要 「移入」 輸出 「移出」 輸入 総産出

第１産業 x R
11 x R

12 F R
1 -N AR

1 E R
1 N RA

1 M R
1 X R

1

第２産業 x R
21 x R

22 F R
2 -N AR

2 E R
2 N RA

2 M R
2 X R

2

粗付加価値 V R
1 V R

2

総投入 X R
1 X R

2

　上記３つの産業連関表で、J表、A表は入手可能である。この２表を用いて R表を作成する。R表は J
表からA表の値を引く事によって作成するので、R表の各変数は以下のようになる。

x R
i j = x J

i j - x A
i j（i = 1, ２ ; j = 1, ２）

V R
i = V J

i  - V A
i （i = 1, ２）

X R
i = X J

i  - X A
i （i = 1, ２）

F R
i = F J

i  - F A
i （i = 1, ２）

E R
i = E J

i  - E A
i （i = 1, ２）

M R
i = M J

i  - M A
i （i = 1, ２）

　表で注意すべき点は移出と移入である。はじめに全国の産業連関表の J表に注目すると、J表は最も大
きな区分であるから移出、移入は存在しない。よって、移出、移入の値はゼロになる。次にA表におい
て青森県から他地域への移出をN AR

i　（i = 1,２）、他地域から青森県への移入をN RA
i　（i = 1, ２）として示す。

さらに、R表に注目すると、R表における「移出」は数式で示すと以下の様になる。
０ - N AR

i　 = - N AR
i　 ,（i = 1, ２）

　つまり、A表における青森県から他地域へ移出と R表における他地域から青森県への移入はそれぞれ
同じ量の反対方向への動きとなる。言い換えると J表とA表の移出の差を計算する事によって R表の移
入が計算できる事になる。よって、R表の「移入」を - N AR

i　 ,（i = 1, ２）として示す。なお、差をとった
値の対応関係を分かりやすくするために R表においては移出と移入の列を J表、A表とは反対に表記し
ている。

　　　　　　　　　　　
４	本稿ではA表における要素の添え字にAを用いる。Aは投入係数行列にも用いられるので符号が重複するが、誤解は生じないと考える。

　同様の事は移入でも生じる。A表における他地域から青森県への「移入」N RA
i　（i = 1, ２）は R表におけ

る他地域から青森県への「移出」N AR
i　（i = 1, ２）と同額であり、符号だけが異なる。計算式は以下の通り

である（N RA
i　は移入であるからマイナスの符号となる）。

０ - （- N RA
i　）= N RA

i　 ,（i = 1, ２）
　以上の作業により、全国、青森県、全国から青森県を引いた他地域の産業連関表の J表、A表、R表を
示す事が出来る。次に、青森県の産業連関表（A表）と他地域の産業連関表（R表）を接続する。この作
業を行う事により、地域間産業連関表が完成する。はじめに、A表、R表の各産業連関表における均衡産
出高モデルを示す。A表については以下の様になる。
� （１）
　ここで、𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨 はA表の総産出（総投入）と中間投入によって計算される投入係数行列、𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨 は総生産（総
投入）、𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨 は最終需要、𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨 は青森県から他地域への移出、𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨 は輸出、𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨 は移入、𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨 は輸入を示す。
それぞれ示すと以下の通りである。

同様に、R表における均衡産出高モデルは以下の様に示される。
� （２）
具体的なベクトルの値はA表に準ずるので省略する。次に、A表、R表における輸入率、移入率を計算
する。強い仮定であるが、青森県であれば、輸入率、移入率はそれぞれ総産出（𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨 ）に対する
輸入（𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨 ）、移入（𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨 ）の比率であると想定する。この仮定に従うとA表における輸入率は以下の様
に示される。
� （３）
行列で示すと、

�𝑴𝑴𝟏𝟏𝑨𝑨

𝑴𝑴𝟐𝟐𝑨𝑨
� � �𝒎𝒎� 𝟏𝟏𝟏𝟏𝑨𝑨 𝟎𝟎

𝟎𝟎 𝟎𝟎� 𝟐𝟐𝟐𝟐𝑨𝑨
� ��𝒂𝒂𝟏𝟏𝟏𝟏

𝑨𝑨 𝒂𝒂𝟏𝟏𝟏𝟏𝑨𝑨
𝒂𝒂𝟐𝟐𝟐𝟐𝑨𝑨 𝒂𝒂𝟐𝟐𝟐𝟐𝑨𝑨 ��𝑿𝑿𝟏𝟏

𝑨𝑨

𝑿𝑿𝟐𝟐𝑨𝑨� � �𝑭𝑭𝟏𝟏
𝑨𝑨

𝑭𝑭𝟐𝟐𝑨𝑨��  

 であり、輸入率を各産業における輸入率が対角要素となるベクトル𝑴𝑴�𝒉𝒉(𝒉𝒉 = 𝑨𝑨,𝑹𝑹) で示す事が出来る。同
様にA表における移入率は以下の様に示せる。

𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨 

𝑨𝑨𝑨𝑨 �
⎝
⎜
⎛
𝒙𝒙𝟏𝟏𝟏𝟏𝑨𝑨
𝑿𝑿𝟏𝟏𝑨𝑨

𝒙𝒙𝟏𝟏𝟏𝟏𝑨𝑨
𝑿𝑿𝟐𝟐𝑨𝑨

𝒙𝒙𝟐𝟐𝟐𝟐𝑨𝑨
𝑿𝑿𝟏𝟏𝑨𝑨

𝒙𝒙𝟐𝟐𝟐𝟐𝑨𝑨
𝑿𝑿𝟐𝟐𝑨𝑨⎠

⎟
⎞ � �𝒂𝒂𝟏𝟏𝟏𝟏

𝑨𝑨 𝒂𝒂𝟏𝟏𝟏𝟏𝑨𝑨
𝒂𝒂𝟐𝟐𝟐𝟐𝑨𝑨 𝒂𝒂𝟐𝟐𝟐𝟐𝑨𝑨 �  

𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑿𝑿𝟏𝟏
𝑨𝑨

𝑿𝑿𝟐𝟐𝑨𝑨�  

𝑭𝑭𝑨𝑨 � �𝑭𝑭𝟏𝟏
𝑨𝑨

𝑭𝑭𝟐𝟐𝑨𝑨�  

𝑵𝑵𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑵𝑵𝟏𝟏𝑨𝑨𝑨𝑨

𝑵𝑵𝟐𝟐𝑨𝑨𝑨𝑨
� 

𝑬𝑬𝑨𝑨 � �𝑬𝑬𝟏𝟏
𝑨𝑨

𝑬𝑬𝟐𝟐𝑨𝑨�  

𝑵𝑵𝑹𝑹𝑹𝑹 � �𝑵𝑵𝟏𝟏𝑹𝑹𝑹𝑹

𝑵𝑵𝟐𝟐𝑹𝑹𝑹𝑹
�  

𝑴𝑴𝑨𝑨 � �𝑴𝑴𝟏𝟏𝑨𝑨

𝑴𝑴𝟐𝟐𝑨𝑨
�  

 
𝑨𝑨𝑹𝑹𝑿𝑿𝑹𝑹 � �𝑹𝑹 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 � �𝑹𝑹 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 ��𝑹𝑹 � 𝑿𝑿𝑹𝑹   

𝑴𝑴𝑨𝑨 � 𝑴𝑴� 𝑨𝑨�𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨� 
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　同様の事は移入でも生じる。A表における他地域から青森県への「移入」N RA
i　（i = 1, ２）は R表におけ

る他地域から青森県への「移出」N AR
i　（i = 1, ２）と同額であり、符号だけが異なる。計算式は以下の通り

である（N RA
i　は移入であるからマイナスの符号となる）。

０ - （- N RA
i　）= N RA

i　 ,（i = 1, ２）
　以上の作業により、全国、青森県、全国から青森県を引いた他地域の産業連関表の J表、A表、R表を
示す事が出来る。次に、青森県の産業連関表（A表）と他地域の産業連関表（R表）を接続する。この作
業を行う事により、地域間産業連関表が完成する。はじめに、A表、R表の各産業連関表における均衡産
出高モデルを示す。A表については以下の様になる。
� （１）
　ここで、𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨 はA表の総産出（総投入）と中間投入によって計算される投入係数行列、𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨 は総生産（総
投入）、𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨 は最終需要、𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨 は青森県から他地域への移出、𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨 は輸出、𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨 は移入、𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨 は輸入を示す。
それぞれ示すと以下の通りである。

同様に、R表における均衡産出高モデルは以下の様に示される。
� （２）
具体的なベクトルの値はA表に準ずるので省略する。次に、A表、R表における輸入率、移入率を計算
する。強い仮定であるが、青森県であれば、輸入率、移入率はそれぞれ総産出（𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨 ）に対する
輸入（𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨 ）、移入（𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨 ）の比率であると想定する。この仮定に従うとA表における輸入率は以下の様
に示される。
� （３）
行列で示すと、

�𝑴𝑴𝟏𝟏𝑨𝑨

𝑴𝑴𝟐𝟐𝑨𝑨
� � �𝒎𝒎� 𝟏𝟏𝟏𝟏𝑨𝑨 𝟎𝟎

𝟎𝟎 𝟎𝟎� 𝟐𝟐𝟐𝟐𝑨𝑨
� ��𝒂𝒂𝟏𝟏𝟏𝟏

𝑨𝑨 𝒂𝒂𝟏𝟏𝟏𝟏𝑨𝑨
𝒂𝒂𝟐𝟐𝟐𝟐𝑨𝑨 𝒂𝒂𝟐𝟐𝟐𝟐𝑨𝑨 ��𝑿𝑿𝟏𝟏

𝑨𝑨

𝑿𝑿𝟐𝟐𝑨𝑨� � �𝑭𝑭𝟏𝟏
𝑨𝑨

𝑭𝑭𝟐𝟐𝑨𝑨��  

 であり、輸入率を各産業における輸入率が対角要素となるベクトル𝑴𝑴�𝒉𝒉(𝒉𝒉 = 𝑨𝑨,𝑹𝑹) で示す事が出来る。同
様にA表における移入率は以下の様に示せる。

𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨 

𝑨𝑨𝑨𝑨 �
⎝
⎜
⎛
𝒙𝒙𝟏𝟏𝟏𝟏𝑨𝑨
𝑿𝑿𝟏𝟏𝑨𝑨

𝒙𝒙𝟏𝟏𝟏𝟏𝑨𝑨
𝑿𝑿𝟐𝟐𝑨𝑨

𝒙𝒙𝟐𝟐𝟐𝟐𝑨𝑨
𝑿𝑿𝟏𝟏𝑨𝑨

𝒙𝒙𝟐𝟐𝟐𝟐𝑨𝑨
𝑿𝑿𝟐𝟐𝑨𝑨⎠

⎟
⎞ � �𝒂𝒂𝟏𝟏𝟏𝟏

𝑨𝑨 𝒂𝒂𝟏𝟏𝟏𝟏𝑨𝑨
𝒂𝒂𝟐𝟐𝟐𝟐𝑨𝑨 𝒂𝒂𝟐𝟐𝟐𝟐𝑨𝑨 �  

𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑿𝑿𝟏𝟏
𝑨𝑨

𝑿𝑿𝟐𝟐𝑨𝑨�  

𝑭𝑭𝑨𝑨 � �𝑭𝑭𝟏𝟏
𝑨𝑨

𝑭𝑭𝟐𝟐𝑨𝑨�  

𝑵𝑵𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑵𝑵𝟏𝟏𝑨𝑨𝑨𝑨

𝑵𝑵𝟐𝟐𝑨𝑨𝑨𝑨
� 

𝑬𝑬𝑨𝑨 � �𝑬𝑬𝟏𝟏
𝑨𝑨

𝑬𝑬𝟐𝟐𝑨𝑨�  

𝑵𝑵𝑹𝑹𝑹𝑹 � �𝑵𝑵𝟏𝟏𝑹𝑹𝑹𝑹

𝑵𝑵𝟐𝟐𝑹𝑹𝑹𝑹
�  

𝑴𝑴𝑨𝑨 � �𝑴𝑴𝟏𝟏𝑨𝑨

𝑴𝑴𝟐𝟐𝑨𝑨
�  

 
𝑨𝑨𝑹𝑹𝑿𝑿𝑹𝑹 � �𝑹𝑹 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 � �𝑹𝑹 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 ��𝑹𝑹 � 𝑿𝑿𝑹𝑹   

𝑴𝑴𝑨𝑨 � 𝑴𝑴� 𝑨𝑨�𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨� 
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� （４）

�𝑵𝑵𝟏𝟏𝑹𝑹𝑹𝑹

𝑵𝑵𝟐𝟐𝑹𝑹𝑹𝑹
� � �𝒏𝒏�𝟏𝟏𝟏𝟏

𝑹𝑹𝑹𝑹 𝟎𝟎
𝟎𝟎 𝟎𝟎�𝟐𝟐𝟐𝟐𝑹𝑹𝑹𝑹� ��

𝒂𝒂𝟏𝟏𝟏𝟏𝑨𝑨 𝒂𝒂𝟏𝟏𝟏𝟏𝑨𝑨
𝒂𝒂𝟐𝟐𝟐𝟐𝑨𝑨 𝒂𝒂𝟐𝟐𝟐𝟐𝑨𝑨 ��𝑿𝑿𝟏𝟏

𝑨𝑨

𝑿𝑿𝟐𝟐𝑨𝑨� � �𝑭𝑭𝟏𝟏
𝑨𝑨

𝑭𝑭𝟐𝟐𝑨𝑨�� 

以上の輸入率、移入率に関する作業を R表に対して行うと、R表における輸入率、移入率を示す事が出
来る。
� （５）
� （６）
ここで、A表における均衡産出高モデルである（１）式を再掲すると、

𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨  
 であり、モデルの中に𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨  

 
、𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨  

 
、𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 ��𝑨𝑨 � 𝑿𝑿𝑨𝑨  

 
が存在するので、これらを（６）、（４）、（３）式を用いて書き換

えると、
𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨 � ��𝑨𝑨𝑨𝑨�𝑨𝑨𝑹𝑹𝑿𝑿𝑹𝑹 � �𝑹𝑹� � �𝑨𝑨 � ��𝑹𝑹𝑹𝑹�𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨� ��� 𝑨𝑨�𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨� � 𝑿𝑿𝑨𝑨  

 となる。この式を整理する事によって、
� （７）
を得る。また、R表における均衡産出高モデルである（２）式は以下の通りであった。

𝑨𝑨𝑹𝑹𝑿𝑿𝑹𝑹 � �𝑹𝑹 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 � �𝑹𝑹 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 ��𝑹𝑹 � 𝑿𝑿𝑹𝑹  
 ここにも、𝑨𝑨𝑹𝑹𝑿𝑿𝑹𝑹 � �𝑹𝑹 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 � �𝑹𝑹 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 ��𝑹𝑹 � 𝑿𝑿𝑹𝑹  

 
、𝑨𝑨𝑹𝑹𝑿𝑿𝑹𝑹 � �𝑹𝑹 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 � �𝑹𝑹 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 ��𝑹𝑹 � 𝑿𝑿𝑹𝑹  

 
、𝑨𝑨𝑹𝑹𝑿𝑿𝑹𝑹 � �𝑹𝑹 � �𝑹𝑹𝑹𝑹 � �𝑹𝑹 � �𝑨𝑨𝑨𝑨 ��𝑹𝑹 � 𝑿𝑿𝑹𝑹  

 
が存在する。これらに（４）、（６）、（５）式を代入すると、

𝑨𝑨𝑹𝑹𝑿𝑿𝑹𝑹 � �𝑹𝑹 � ��𝑹𝑹𝑹𝑹�𝑨𝑨𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨 � �𝑨𝑨� � �𝑹𝑹 � ��𝑨𝑨𝑨𝑨�𝑨𝑨𝑹𝑹𝑿𝑿𝑹𝑹 � �𝑹𝑹� ��� 𝑹𝑹�𝑨𝑨𝑹𝑹𝑿𝑿𝑹𝑹 � �𝑹𝑹� � 𝑿𝑿𝑹𝑹  
 となる。整理すると、

� （８）
を得る。更に（７）式（８）式を行列で表示すると、

�� � 𝑵𝑵�𝑹𝑹𝑹𝑹 ��� 𝑨𝑨 𝑵𝑵�𝑨𝑨𝑨𝑨
𝑵𝑵�𝑹𝑹𝑹𝑹 � � 𝑵𝑵�𝑨𝑨𝑨𝑨 ��� 𝑹𝑹� �𝑨𝑨

𝑨𝑨𝑿𝑿𝑨𝑨
𝑨𝑨𝑹𝑹𝑿𝑿𝑹𝑹� � �� � 𝑵𝑵�𝑹𝑹𝑹𝑹 ��� 𝑨𝑨 𝑵𝑵�𝑨𝑨𝑨𝑨

𝑵𝑵�𝑹𝑹𝑹𝑹 � � 𝑵𝑵�𝑨𝑨𝑨𝑨 ��� 𝑹𝑹� �𝑭𝑭
𝑨𝑨

𝑭𝑭𝑹𝑹� � �𝑬𝑬𝑨𝑨𝑬𝑬𝑹𝑹� � �𝑿𝑿𝑨𝑨𝑿𝑿𝑹𝑹� 

 となり、地域間産業連関表の均衡産出高モデルが示せる。この行列を用いて地域間産業連関表の各要素は、

�� � 𝑵𝑵�𝑹𝑹𝑹𝑹 ��� 𝑨𝑨 𝑵𝑵�𝑨𝑨𝑨𝑨
𝑵𝑵�𝑹𝑹𝑹𝑹 � � 𝑵𝑵�𝑨𝑨𝑨𝑨 ��� 𝑹𝑹� �𝑨𝑨
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が青森県、他地域の中間投入、
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が青森県、他地域の最終需要、
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� （３）
� （５）
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 が、輸入財の最終需要を示す。地域産業連関表は既に示した均衡産出高モデルとこの輸入に関する中間投
入、最終需要によって構成される。
　これらをすべて計算すると、青森県とその他地域の地域間産業連関表は表４の様に示される。

表 4　地域間産業連関表の構成と計算方法
産出

投入
青森県 他地域 青森県 他地域

輸出 産出量
第 1産業 ⋯ 第 13 産業 第 1産業 ⋯ 第 13 産業 最終需要

青森県
第 1産業

⋯

第 13 産業

他地域
第 1産業

⋯

第 13 産業

輸入
第 1産業

⋯

第 13 産業
粗付加価値
投入量

　　３．青森県と青森県を除く全国の地域間産業連関表の作成

　本節では実際のデータを用いて、前節の地域間産業連関表の作成に関する手法を実行する。接続する産
業連関表は全国の産業連関表と青森県の産業連関表である。既に記した様に、全国、青森県の産業連関表
は総務庁、青森県のWeb pageから入手する事が出来る。また、今回は地域間産業連関表の作成に関する
試みの作業であるため、産業連関表に関しては産業分類が最も少ない大分類で行う事にする。全国の産業
連関表において大分類は、農林水産業、鉱業、製造業、建設、電力・ガス・水道、商業、金融・保険、不
動産、運輸・郵便、情報通信、公務、サービス、分類不明、の 13 分類である。青森県の産業連関表にお
ける大分類は、農業、林業、漁業、鉱業、製造業、建設、電力・ガス・水道、商業、金融・保険、不動産、
運輸、情報通信、公務、サービス、分類不明、の 15 分類である。分類数の差は、全国の産業連関表が農
林水産業をまとめているのに対して、青森県の産業連関表は農業、林業、漁業を分けている事による。本
研究においては、全国の分類に合わせ、青森県の産業連関表についても農林水産業を統合し、13 分類と
する。
　また、青森県の大分類の産業連関表は、輸入と移入、輸出と移出を統合して、移輸入、移輸出として表
記している。大分類ではこれらを分ける事が出来ないが、幸いな事に中分類の 40 分類では輸入、移入、
輸出、移出を別々に計上している。よって、中分類の産業連関表における産業を統合する事により、青森
県の輸入、移入、輸出、移出の値を求めた。部門の統合に関しては、青森県産業連関表の解説にある部門
分類表を参考に行った 5。
　計算結果は表５に示される。このように青森県と青森県を除く他地域の地域間産業連関表を作成する事
が出来た。本稿においては、作成のみに留めるが、今後、地域間産業連関を用いた推計を行いたい。

　　　　　　　　　　　
５	青い森オープンデータカタログ「産業連関表、第 6章」pp.68-73　https://opendata.pref.aomori.lg.jp/dataset/dataland-202.html
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𝑭𝑭𝑹𝑹�  

 
 
 

⋮ 
第 13 産業 

粗付加価値 𝑽𝑽𝑨𝑨  𝑽𝑽𝑹𝑹  

投⼊量 𝑿𝑿𝑨𝑨  𝑿𝑿𝑹𝑹  
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Ⅰ-４

青
森
県
と
全
国
の
産
業
連
関
表
に
よ
る
地
域
間
産
業
連
関
表
の
作
成

青森
県

他地
域

青森
県

他地
域

輸出
総生

産
農林

水産
業

鉱業
製造

業
建設

電力
・

ガス
・

水道
商業

金融
・

保険
不動

産
運輸

・
郵便

情報
通信

公務
サー

ビス
分類

不明
農林

水産
業

鉱業
製造

業
建設

電力
・

ガス
・…

水道
商業

金融
・

保険
不動

産
運輸

・
郵便

情報
通信

公務
サー

ビス
分類

不明
最終

需要

青 森 県

農林
水産
業

21,
266
.13
 

0.5
5 

92,
386
.78
 

424
.42
 

0.0
0 

44.
47 

0.0
0 

0.5
5 

3.2
9 

0.0
0 

28.
00 

6,3
37.
23 

0.0
0 

22,
465
.62
 

1.1
7 
120
,82
0.0
3 

889
.94
 

0.0
0 

137
.50
 

0.0
0 

2.7
7 

33.
76 

0.0
0 

27.
08 

21,
380
.49
 

0.0
0 

24,
835
.56
 
60,
599
.63
 

5,0
03 

376
,68
8 

鉱業
0.5
1 

11.
00 

2,6
53.
50 

899
.22
 

3,4
91.
13 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.1
7 

0.0
0 

1.3
5 

0.5
1 

0.6
8 

0.0
7 

0.5
4 

6,5
19.
25 

124
.16
 

2,6
64.
80 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
4 

0.0
0 

0.1
1 

0.4
5 

0.1
7 

-71
.06
 

-22
.59
 

291
 

16,
565
 

製造
業

12,
837
.17
 

176
.08
 
71,
596
.57
 
24,
494
.10
 

2,5
08.
06 

2,8
68.
42 

840
.15
 

191
.29
 

9,9
95.
13 

1,5
22.
25 

9,9
20.
88 

38,
919
.42
 

628
.13
 
10,
017
.33
 

259
.62
 
502
,32
6.5
9 

55,
836
.13
 

8,8
11.
11 

11,
974
.61
 

3,8
56.
43 

760
.98
 
27,
337
.13
 

8,9
67.
16 

10,
003
.24
 
111
,30
4.9
4 

1,7
64.
12 

131
,54
6.3
3 
349
,82
0.6
1 

146
,92
5 
1,5
58,
009
 

建設
1,3
27.
00 

74.
00 

9,2
07.
00 

522
.00
 

5,4
38.
00 

3,3
10.
00 

923
.00
 
15,
592
.00
 

3,1
19.
00 

1,5
92.
00 

8,5
22.
00 

7,6
04.
00 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 
609
,30
0.0
0 

0.0
0 

0 
666
,53
0 

電力
・ガ
ス・
水道

2,2
53.
19 

356
.70
 
37,
195
.40
 

2,2
25.
33 

19,
939
.01
 
13,
394
.55
 

895
.24
 

1,8
60.
89 

3,6
59.
11 

2,3
15.
09 

8,5
11.
36 

36,
505
.98
 

443
.36
 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

51,
154
.79
 

0.0
0 

165
 
180
,87
5 

商業
6,9
11.
64 

117
.43
 
32,
058
.03
 
13,
535
.11
 

775
.67
 

3,4
21.
50 

416
.06
 

255
.77
 

5,1
29.
98 

1,0
36.
66 

3,8
90.
52 

29,
164
.80
 

247
.40
 

2,9
03.
67 

85.
79 

73,
700
.08
 
16,
661
.79
 

1,8
01.
55 

8,7
01.
73 

978
.83
 

513
.87
 

5,9
52.
30 

3,0
50.
02 

2,2
52.
59 

42,
357
.74
 

342
.57
 
170
,93
3.4
3 
232
,56
1.4
6 

47,
032
 
706
,79
0 

金融
・保
険

1,5
09.
00 

403
.36
 

9,1
19.
40 

8,3
11.
09 

2,2
90.
21 

8,9
65.
55 

10,
925
.74
 
35,
988
.93
 

6,5
83.
66 

1,0
61.
80 

28,
608
.12
 
11,
251
.77
 

179
.36
 

14.
97 

5.7
5 

360
.79
 

151
.47
 

89.
99 

345
.27
 

435
.49
 

1,1
63.
15 

215
.19
 

47.
58 

347
.19
 

401
.79
 

5.2
1 

95,
316
.02
 

3,3
64.
15 

3,9
37 

231
,39
9 

不動
産

369
.51
 

61.
26 

2,4
98.
07 

2,1
33.
43 

1,2
58.
27 

19,
878
.59
 

3,9
54.
71 

8,2
33.
23 

7,6
38.
13 

3,6
17.
29 

1,5
41.
24 

24,
941
.82
 

1,7
71.
70 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 
432
,82
5.7
4 

0.0
0 

0 
510
,72
3 

運輸
・郵
便

14,
514
.21
 

3,7
86.
00 

27,
106
.29
 
18,
559
.28
 

2,5
31.
28 

25,
824
.88
 

4,6
91.
24 

803
.31
 
18,
715
.21
 

3,9
91.
68 

20,
310
.30
 
30,
686
.00
 

2,2
97.
08 

1,7
97.
87 

567
.63
 
22,
836
.86
 

6,6
44.
91 

2,6
99.
23 

15,
742
.31
 

3,2
47.
61 

525
.40
 
15,
331
.50
 

3,4
88.
91 

3,9
88.
47 

14,
683
.30
 

1,1
84.
80 

64,
781
.23
 
44,
302
.20
 

23,
647
 
399
,28
6 

情報
通信

710
.26
 

63.
32 

4,1
18.
43 

3,1
16.
35 

1,8
02.
09 

13,
916
.78
 

6,5
75.
18 

809
.37
 

2,1
45.
11 

23,
313
.19
 
12,
481
.38
 
20,
179
.77
 

1,0
90.
72 

44.
15 

8.5
6 

2,1
07.
27 

521
.98
 

499
.49
 

4,1
63.
57 

2,1
07.
65 

318
.45
 

600
.77
 

7,7
84.
61 

1,1
40.
82 

8,6
79.
50 

234
.46
 
110
,82
1.0
5 

23,
336
.72
 

418
 
253
,10
9 

公務
0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

10,
605
.00
 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 
759
,29
8.0
0 

0.0
0 

0 
769
,90
3 

サー
ビス

6,1
62.
87 

495
.14
 
63,
507
.24
 
64,
677
.50
 
21,
033
.28
 
39,
179
.87
 
17,
773
.22
 
11,
384
.71
 
54,
857
.01
 
29,
446
.24
 
67,
171
.12
 
134
,41
1.1
9 

3,6
61.
19 

79.
72 

13.
49 

4,6
50.
55 

1,3
90.
71 

796
.50
 

1,8
54.
28 

930
.20
 

553
.84
 

1,5
73.
14 

2,1
17.
62 

973
.49
 

5,4
24.
63 

114
.41
 1,
316
,93
5.4
1 

36,
513
.44
 

6,4
68 

1,8
94,
150
 

分類
不明

5,7
01.
18 

91.
83 

7,2
49.
24 

8,8
37.
23 

860
.37
 

5,2
98.
94 

941
.21
 

1,8
08.
57 

2,3
10.
62 

1,9
03.
39 

879
.33
 
10,
961
.20
 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

57.
89 

0.0
0 

30 
46,
931
 

他 地 域

農林
水産
業

12,
091
.49
 

0.3
1 

52,
529
.26
 

241
.32
 

0.0
0 

25.
29 

0.0
0 

0.3
1 

1.8
7 

0.0
0 

15.
92 

3,6
03.
22 

0.0
0 1
,14
4,7
04.
35 

59.
74 
6,1
56,
216
.55
 
45,
345
.62
 

0.0
0 

7,0
06.
06 

0.0
0 

141
.28
 

1,7
20.
43 

0.0
0 

1,3
79.
74 
1,0
89,
413
.16
 

0.0
0 

14,
121
.00
 3,
087
,77
0.0
7 

42,
887
 1
1,6
59,
274
 

鉱業
0.0
6 

1.2
4 

299
.64
 

101
.54
 

394
.23
 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
2 

0.0
0 

0.1
5 

0.0
6 

0.0
8 

5.3
7 

41.
33 

496
,53
6.8
5 

9,4
56.
53 

202
,96
3.5
3 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

3.3
3 

0.0
0 

8.2
5 

33.
90 

13.
30 

-8.0
2 

-1,7
20.
40 

35,
284
 
743
,41
5 

製造
業

54,
605
.93
 

749
.00
 
304
,55
2.9
3 
104
,19
1.4
6 

10,
668
.64
 
12,
201
.52
 

3,5
73.
76 

813
.69
 
42,
516
.66
 

6,4
75.
26 

42,
200
.82
 
165
,55
2.9
7 

2,6
71.
92 
2,1
13,
691
.88
 
54,
780
.47
 10
5,99
2,70
7.80
 1
1,78
1,62
2.29
 1,
859
,17
5.5
8 2
,52
6,6
84.
79 

813
,72
0.9
6 
160
,56
9.7
6 5
,76
8,2
33.
26 
1,8
92,
103
.50
 2,
110
,71
9.0
1 
23,4
85,7
40.9
3 
372
,23
5.0
8 
559
,56
3.4
4 
73,8
13,4
00.7
0 
54,
290
,77
3 
288
,346
,497
 

建設
0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

69,
232
.00
 

6,0
15.
00 
1,3
31,
420
.00
 
73,
546
.00
 1,
174
,10
3.0
0 
641
,50
3.0
0 
187
,49
9.0
0 3
,14
0,0
66.
00 

683
,83
1.0
0 
321
,17
2.0
0 
801
,73
6.0
0 1
,28
5,8
74.
00 

0.0
0 

0.0
0 
42,1
31,9
58.0
0 

0 
51,
847
,95
5 

電力
・ガ
ス・
水道

658
.76
 

104
.29
 
10,
874
.78
 

650
.62
 

5,8
29.
55 

3,9
16.
15 

261
.74
 

544
.07
 

1,0
69.
81 

676
.86
 

2,4
88.
46 

10,
673
.22
 

129
.63
 
126
,10
4.4
9 

29,
054
.58
 5,
384
,94
5.0
0 
276
,31
9.9
6 2
,84
1,1
24.
11 
2,0
87,
297
.96
 
179
,82
5.0
1 
418
,31
0.1
2 
671
,89
6.9
8 
395
,98
4.9
8 
527
,42
6.0
2 4
,60
1,5
65.
32 

64,
344
.63
 
14,
956
.08
 7,
881
,62
1.8
3 

35,
143
 2
5,5
73,
798
 

商業
12,
866
.57
 

218
.61
 
59,
678
.58
 
25,
196
.69
 

1,4
43.
96 

6,3
69.
39 

774
.52
 

476
.13
 

9,5
49.
87 

1,9
29.
82 

7,2
42.
51 

54,
292
.59
 

460
.56
 
629
,14
3.9
8 

18,
589
.18
 1
5,96
8,72
1.85
 3,
610
,13
8.4
4 
390
,34
5.2
1 1
,88
5,4
18.
64 

212
,08
5.5
0 
111
,34
0.2
4 1
,28
9,6
96.
01 

660
,85
2.1
6 
488
,07
2.4
7 9
,17
7,7
24.
04 

74,
225
.84
 
318
,20
6.1
9 
50,3
89,4
86.4
4 

7,5
44,
477
 9
2,9
49,
023
 

金融
・保
険

370
.19
 

98.
95 

2,2
37.
15 

2,0
38.
86 

561
.83
 

2,1
99.
41 

2,6
80.
28 

8,8
28.
72 

1,6
15.
09 

260
.48
 

7,0
18.
08 

2,7
60.
26 

44.
00 

66,
721
.37
 
25,
651
.08
 1,
608
,41
0.0
6 
675
,24
0.4
9 
401
,16
9.4
8 1
,53
9,2
31.
02 
1,9
41,
416
.59
 5,
185
,30
3.1
4 
959
,31
6.0
7 
212
,10
2.7
6 1
,54
7,7
72.
64 
1,7
91,
190
.78
 
23,
229
.35
 
23,
382
.71
 1
4,99
7,37
8.16
 

834
,28
5 
31,
862
,51
4 

不動
産

10.
49 

1.7
4 

70.
91 

60.
56 

35.
72 

564
.26
 

112
.26
 

233
.70
 

216
.81
 

102
.68
 

43.
75 

707
.98
 

50.
29 

25,
071
.41
 

7,4
56.
82 

587
,40
7.1
8 
241
,45
9.3
2 
173
,85
9.9
1 3
,19
6,8
59.
79 

627
,39
6.2
4 1
,55
3,4
66.
45 
1,0
08,
855
.26
 1,
210
,91
2.5
1 

59,
659
.60
 2,
935
,35
8.9
4 
193
,43
3.4
5 

12,
285
.87
 5
8,81
9,30
3.12
 

21,
813
 7
0,6
76,
810
 

運輸
・郵
便

8,9
57.
58 

2,3
36.
56 

16,
728
.90
 
11,
454
.03
 

1,5
62.
20 

15,
938
.07
 

2,8
95.
24 

495
.77
 
11,
550
.27
 

2,4
63.
50 

12,
534
.70
 
18,
938
.16
 

1,4
17.
67 

550
,37
2.5
0 
173
,76
5.3
9 6
,99
0,9
31.
41 
2,0
34,
170
.69
 
826
,30
0.2
7 4
,81
9,1
10.
94 

994
,17
4.1
1 
160
,83
8.2
7 4
,69
3,3
52.
94 
1,0
68,
043
.10
 1,
220
,97
0.7
2 4
,49
4,9
23.
41 

362
,69
8.0
8 

39,
980
.34
 1
3,56
2,00
3.18
 
5,7
35,
840
 4
7,8
34,
748
 

情報
通信

573
.14
 

51.
09 

3,3
23.
30 

2,5
14.
69 

1,4
54.
17 

11,
229
.91
 

5,3
05.
73 

653
.11
 

1,7
30.
96 

18,
812
.19
 
10,
071
.64
 
16,
283
.73
 

880
.14
 
38,
931
.93
 

7,5
48.
98 
1,8
58,
208
.77
 
460
,28
9.1
7 
440
,45
3.9
2 3
,67
1,4
75.
73 
1,8
58,
547
.08
 
280
,81
5.0
1 
529
,76
4.1
9 6
,86
4,5
49.
06 
1,0
05,
988
.24
 7,
653
,66
8.3
4 
206
,74
6.2
9 

89,
425
.21
 2
0,57
8,54
4.31
 

289
,30
8 
45,
907
,14
8 

公務
0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 1
,12
5,9
61.
00 

0.0
0 
37,5
09,3
30.0
0 

0 
38,
635
,29
1 

サー
ビス

699
.08
 

56.
17 

7,2
03.
91 

7,3
36.
66 

2,3
85.
90 

4,4
44.
35 

2,0
16.
10 

1,2
91.
42 

6,2
22.
68 

3,3
40.
22 

7,6
19.
52 

15,
246
.86
 

415
.31
 
306
,34
0.8
9 

51,
854
.74
 1
7,87
0,57
8.77
 5,
344
,05
6.0
7 3
,06
0,6
94.
29 
7,1
25,
400
.85
 3,
574
,45
3.1
5 2
,12
8,2
48.
67 
6,0
45,
064
.94
 8,
137
,32
8.9
0 3
,74
0,8
04.
70 

20,8
45,1
41.3
3 
439
,63
0.6
0 
149
,38
5.8
5 1
40,3
09,6
28.0
9 

1,8
77,
191
 2
21,0
64,0
81 

分類
不明

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 

0.0
0 
154
,56
1.6
6 

5,6
59.
98 

818
,82
5.2
8 
768
,35
6.6
9 
108
,04
1.6
6 
662
,22
2.8
5 
124
,34
1.0
2 
340
,05
5.2
9 
368
,46
4.3
3 
298
,88
4.7
5 

32,
752
.50
 1,
258
,85
7.3
8 

0.0
0 

0.0
0 

18,
657
.60
 

3,6
63 

4,9
63,
344
 

輸 入

農林
水産
業

5,3
74.
37  

0.1
4 

23,
347
.96
 

107
.26
 

0.0
0 

11.
24 

0.0
0 

0.1
4 

0.8
3 

0.0
0 

7.0
8 

1,6
01.
54 

0.0
0 
250
,70
9.0
3 

13.
08 
1,3
48,
312
.42
 

9,9
31.
44 

0.0
0 

1,5
34.
44 

0.0
0 

30.
94 

376
.80
 

0.0
0 

302
.18
 
238
,59
9.3
5 

0.0
0 

6,2
76.
44 

676
,27
2.3
0 

鉱業
2.4
4 

52.
76 

12,
730
.86
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作
成

　　４．今 後 の 課 題

　今回は大分類 13 部門で地域間産業連関表を作成した。稿を改める事になるが次はこれを用いた推計を
行いたい。例えば、浅利・土居（2016）においては、静岡市を対象に、人口減少が地域経済に与える影響
を分析している。青森県においても人口減少は深刻な問題であり、少子高齢化の進展と相まって県の最重
要課題の一つとなっている。また、青森県は全国で最も平均寿命の短い県でもある。浅利・土居（2016）
においては、人口減少をどの程度で留める事が出来るかに応じて分析が行われている。非常に興味深い分
析であり、青森県に応用したいと考えている。
　また、これらの分析を行う為には、大分類では不十分である。全国、そして青森県の産業連関表は 108
部門の分析まで可能である。次回はより多部門の分析を試みたい。

参考文献
浅利一郎・土居英二（2016）『地域間産業連関分析の理論と実際』日本評論社
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5

「地方」の若者の定住意向とその要因に関する検討
─「青森20-30代住民意識調査」の分析から─

要　約
　本稿の目的は、「地方」に暮らす若者たちの定住意向とその要因について検討することである。地域社会の

「３層構造モデル」を参考に、とりわけ居住歴と現住地での定住希望との関連、および「地方」でもより条件

不利な地域と都市的な地域における差異に着目した。

　分析の結果は次のとおりである。居住歴については、条件不利地域圏と地方中枢都市圏ともに、他出経験

なしの「土着（定住）層」が約25％であった。Uターンの「還流層」は条件不利地域圏が、Ｉターンの「転入層」

は地方都市中枢拠点都市圏の方が多かった。また、これら居住歴と基本属性との関連を確認すると、条件不

利地域圏では①高学歴で高収入の転入層と②低学歴で不安定な就業状態の土着（定住）層に分かれているこ

と、地方中枢拠点都市圏では既婚、低学歴、正規と家事・無業で転入層が多いことがわかった。

　現住地域での定住を希望する割合については、条件不利地域圏（51.6％）よりも地方中枢拠点都市圏（70.5％）

の方が高かった。両地域とも共通して男性であること、地域満足度が高いこと、現住地域で友人が多いこ

と、居住地域の志向と現住地域の都市規模が合致することが、現住地域における定住意向と関連することが

明らかになった。

キーワード：「地方」、若者、定住意向（希望）

　　１．は　じ　め　に

　近年、とくに東京への人口一極集中により引き起こされるとした「地方消滅」論（増田編 2014）の登
場時期と前後して、政策的にも学術的にも「地方」の若者（１）の（地方）移住・移動の動向や「地方・地元」
定住意向に関心が向けられるようになった（阿部 2013; 労働政策研究・研修機構 2015; 2016; 轡田 2017; 
教育社会学会編 2018; 総務省 2018; まち・ひと・しごと創生本部 2018）。広井良典（2019）は、2050 年ま
での日本の持続可能性についてAI（人工知能）によるシミュレーションをおこない、「地方分散型」シナ
リオによる政策が有効であることを論じている。さらに、現代の若者が「ローカル思考」や「地元志向」
に特徴づけられることから、この志向を制度的にサポートする必要性を主張している。 
　しかし、高校・大学卒業後の進学や就職を契機に上京する 18 ～ 24 歳の若者を中心に地方圏から東京圏
への転入超過はむしろ増加しており、その要因として問題視されるのが、地方に雇用機会や高等教育機
関、魅力的な都市機能が十分に確保されていない点である（２）（まち・ひと・しごと創生本部 2018）。雇用
機会の地域間格差については、従来問題視されてきた失業率や有効求人倍率といった「量」が近年（見か

成　田　　　凌１

羽　渕　一　代２

論 文ⅠⅠ

　　　　　　　　　　　
１	東京都立大学大学院人文科学研究科博士後期課程 /日本学術振興会特別研究員
２	弘前大学人文社会科学部
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け上）縮小してきたとされる。その一方、依然として就ける仕事の業種・職種などの選択肢や労働条件と
いった「質」には大きな差が現存している（高見 2018）。 
　このような状況のなかで、地方に暮らす若者の定住志向を確認することには意義があるだろう。また単
に「地方（圏）」といえども人口規模や生活環境は多様で重層的である。それゆえ、「地方暮らしの若者」
の多様な姿をとらえるためには、次の２つの視角にもとづく分析が重要だと轡田（2017）は指摘している。
一つは「三大都市圏」「地方中枢拠点都市圏」「条件不利地域圏」の「３層構造モデル」として地域間格差
を分析する視点、もう一つは地方暮らしの若者の居住歴や地域移動経験の多様性（地元出身者と転入者の
社会的実体の差異）に着目しながら分析する視点である。
　本稿ではこれらの議論をふまえ、「地方」における各地域社会に質的な差異があることを前提に、「地方
暮らしの若者」の現住地域への定住意向について検討する。以下では、「地方」をより条件不利が地域な
地域（＝条件不利地域圏）と比較的都市的な地域（＝地方中枢拠点都市圏）に区別したうえで、若者の居
住歴（３）の違い（土着（定住）層／還流層／転入層）に焦点をあて、分析をおこなう。

　　２．先行研究の検討と課題設定

2.1　分析枠組み
　本稿では、轡田の「３層構造モデル」を補助線として対象地の選定をおこなった。そのため、ここで「地
方中枢拠点都市圏」と「条件不利地域圏」について述べておく。轡田は「都市雇用圏」をもとに、当該都
市圏の社会経済的な中心性を考慮して「地方中枢拠点都市圏」を設定している（４）。都市における拠点性
の高さについては、圏域全体の人口規模（20 ～ 30 万人以上）で線引きがされている。なおその根拠は、「連
携中枢都市圏」制度における拠点都市となる目安であることや、大型ショッピングモール（約 100 店舗以
上）の立地基準の最低ラインであることにある（５）。とくに大型ショッピングモールの立地は、重要なメ
ルクマールとされる（轡田 2017, 2018）。対して「条件不利地域圏」については、平日生活圏に高等教育
機関がないことにくわえ、最寄りの都市機能集積エリアまで約２時間は要するというアクセス面での条件
不利性が考慮されている（轡田 2017, 2018）。具体的には中山間地など地理的に都市部から一定程度以上
距離があり、大学などの高等教育機関がなく、高度な医療サービスが欠乏しているような地域を想定して
いる。したがってそれに伴い、雇用機会も少なく、産業振興などの社会経済的な発展が望みにくいという
特徴がある（６）（白石・羽渕 2016; 羽渕 2018）。
　この点をふまえれば、先行研究を検討するにあたり、地方／大都市と移動（者）を取り上げた既存研究
であったとしても、研究目的や手法により、主眼となる対象や起点は異なる点に留意しておく必要がある
だろう。「３層構造モデル」に依拠して２地域（地点）と人びとの地域間移動を論じようとすると、人び
との出身地・現住地・移動（居住歴）の組み合わせは 27 通り考えられる（７）。たとえば、オーソドックス
な過疎研究や各自治体が実施するアンケート調査などは現住地・条件不利地域圏を調査対象（＝起点）と
して住民の居住歴（の構成比）が参照される（徳野 1998; 山本 2017）。「田園回帰」論や「地方創生」の
文脈では、条件不利地域圏に転入してきた大都市圏出身者の事例にフォーカスし（藤山 2015; 小田切・筒
井編 2016）、大都市圏や地方中枢拠点都市圏在住者を対象（＝起点）としたWeb 調査により都市住民の（U
ターン／ Iターンの希望先としての）条件不利地域圏への関心・移住意向を明らかにしてきたといえる（総
務省 2017, 2018; 労働政策研究・研修機構 2016, 2017）。また、（必ずしも定住・移住希望などを検討して
いるわけではないが）全国各地を調査対象とする大規模な質問紙調査である「人口移動調査」（厚生労働省、
国立社会保障・人口問題研究所）や「社会階層と社会移動に関する全国調査（SSM調査）」（社会階層と
社会移動調査研究会）などは、現住地に限定されることなく、地域間移動の経歴・パターン、社会的地位
達成や教育機会における地域間格差を明らかにしてきたといえよう（８）。
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2.2　課題設定
　続いて、「地方」・若者・定住意向（意識）の観点から、2000 年代以降の議論を中心にごく簡単に先行
研究を整理し、本稿の検討課題についてふれておこう。まず、地方（地方中枢拠点都市圏／条件不利地域
圏）の人びと（出身者／在住者）の移動／居住歴について確認しておく。条件不利地域圏の典型であり、
人口流出・減少が問題化されて久しい過疎農山村においては、農山村から一度も転居したことのない土着
（定住）層は少数派であり、若い世代ほどUターン層が多くなる（徳野 1998; 山本 2017）。同時に、若者
の地方から大都市圏への移動を中心とした地域間移動については、進学・就職時の地方から大都市圏への
流出減少しつつあるという地元定着傾向が指摘されている（嬉始 2015）。この点については、大卒以上の
者は活発に移動でき、そうでない者は地元に留まっているという、学歴による地域移動の二極分化や格差
の構造が生じ始めているとされる（貞包 2015, 2018）。
　「地方」の若者の定住希望に関する議論も確認しよう。過疎地域では近年、「地域おこし協力隊」の増加
や彼らの退任後地域定着率の向上、「田舎の田舎」への若年夫婦（家族）の増加など、地方移住者（＝転入層）
の移住・定着が取り上げられている（藤山 2015; 小田切・筒井編 2016; 総務省 2017, 2018）。また過疎集
落在住者については、転入層に限らず、（若い世代ほどその割合は減少するものの）８割前後が現住地域
での定住を希望しているとされる（山本 1996, 2017）。
　他方、条件不利地域圏と地方中枢拠点都市圏在住の若者における現住地域での定住希望の割合を比較す
ると、前者の方が小さいとされる（轡田 2016, 2017）。ただしこの点については、条件不利地域圏在住者
の定住希望割合が小さいのではなく、大型商業施設＝「ほどほどパラダイス」が立地する地方中枢拠点都
市圏在住者が現在の地域・暮らしを非常に高く評価しているがゆえに、両地域で差が生じているとも考え
られる（阿部 2013; 原田 2014）。 
　くわえて、両地域ともに「地元」出身か否かで定住希望に大きな差がみられ、とくに条件不利地域圏で
は「地元外」出身者の現住地域での定住希望割合が小さい（轡田 2016）。そのような状況にあって、地元
の友人関係が、近年の地方出身（在住）の若者たちにとって、地域移動の選択の局面などで重要視されて
いる。「地元志向」の要因の一つに、地元の友人関係の保持やそれらのサポート資源としての活用期待が
あり、とりわけ学歴による移動格差構造が指摘されているなかで地域移動できない（しない）若年層にお
いては、生活困難に陥るリスクを回避しているともいわれている（石黒 2018）。
　これらの議論をふまえると、「地方」の若者の定住希望およびその要因について検討する際、以下の点
を確認する必要があると考えられる。一つには、現住地での定住を希望する若者の割合が条件不利地域圏
と地方中枢拠点都市圏では異なるのかという点である。二つ目に、どのような若者が現住地での定住を希
望しているのかという点である。とくに本稿では現住地域での定住希望と関連があるとされる若者たちの
居住歴、「地元」出身か否か、地域満足度、現住地域での友人数、ライフスタイルを含めた居住地域志向
（「田舎暮らし」を好むのか「ほどほどパラダイス」を好むのか）という点に着目したい。そして三つ目と
して、居住地域によって現住地域での定住を希望する要因は異なるのかという点も検討する。

　　３．方 法 と デ ー タ

3.1　調査概要
　本稿の分析では、「青森 20-30 代住民意識調査」を使用する。本調査では「地方」の条件不利地域圏と
地方中枢拠点都市圏に暮らす若者たちに、移動経験などのライフスタイルや価値観、社会意識を尋ねてい
る（９）。条件不利地域圏として青森県むつ市を、地方中枢拠点都市圏としておいらせ町を調査地として選
定している（以下「条件不利圏」「地方都市圏」と表記）。調査地の選定にあたっては，先行調査である「広
島 20-30 代住民意識調査」（轡田 2016）の対象地と同様の特徴をもつ地域を選定している。この広島調査
では、三次市を条件不利圏、大型ショッピングモールを有する府中町を地方都市圏として選定し、比較が
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おこなわれている。そこで青森調査では、青森市や八戸市といった地方都市圏から自動車で２時間以上離
れており都市雇用圏と隣接していない点で、むつ市を広島県三次市と対応するような条件不利圏として選
定している。また、30 万人以上の人口規模の八戸都市雇用圏に含まれる郊外市町村かつ大型ショッピン
グモールを有している点で、おいらせ町を府中町と対応するような地方都市圏として選定した。
　調査対象者は各自治体在住の 20 ～ 39 歳の男女各 1,500 人（計 3,000 人）である。選挙人名簿を用いた
無作為抽出（系統抽出）による質問紙調査で、2018 年４月～５月にかけて郵送調査を実施した。有効回
収数は、条件不利圏（むつ市）が 340 票（22.6％）、地方都市圏（おいらせ町）が 340 票（22.6％）だった
（羽渕 2018）。

3.2　調査対象地の概況および回答者の基本属性
　地方都市圏のおいらせ町は、青森県の東南部に位置し、八戸市や三沢市と接する、人口 24,222 人（10）（20
～ 39 歳人口 4,688・人口比 19.4%）、面積 71.96 km2（うち農地面積が約 50％、森林面積が約 20％）の自
治体である。基幹産業は農業だが、工業団地の集積や青森県内最大級の大型商業施設（イオンモール下田）
も立地している。八戸市や三沢市に隣接することや高速交通網へのアクセス性の高さから、青森県内で有
数の商圏を有している（11）。
　条件不利圏のむつ市は、本州最北端の下北半島の中央部に位置する、人口 58,493 人（20 ～ 39 歳人
口 11,001 人・人口比 18.8%、DID 人口 17,156 人・人口比 29.3%）、面積 864.16km2（うち森林面積が約
85％）の自治体である。下北地方における教育や医療、消費の中核を担う施設があり、周辺市町村在住者
の日常生活にとっての基幹地域である一方、大学や第三次医療機関、大型ショッピングモールなどはな
い。そのため高校卒業者の９割が転出するのに対し、大学等卒業後の転入者はその半分未満である。

3.3　変数
　居住歴については、居住歴を尋ねた質問をもとに、土着（定住）層／還流層／転入層と操作的に区分し
た。用いた選択肢は表１のとおりである。１つ目に、現住地が「地元」であり、他の地域で暮らしたこと
がないことを土着（定住）とした。２つ目に、現住地が「地元」であり、他の地域で学校を卒業、もしく
は就職後、戻ってきたことを還流としている。３つ目に、他の地域が「地元」であり、現住地に移ってき
たことを転入としている。
　定住希望は「今後、可能ならば、現在住んでいる地域に住み続けたいと思っている」かどうかを「全く
そう思う」から「全くそうではないと思う」までの４件法で尋ねた項目を用いる。以下では、「全くそう
思う」と「どちらかと言えばそう思う」を「定住意向有（定住肯定派）」、「全くそうではないと思う」と「ど
ちらかと言えばそうではないと思う」を「定住意向無（定住否定派）」の２値に変換して分析をおこなう。
その他の統制変数として、性別、年齢、出身地、学歴（大卒・大学院卒を「高等教育」、それ以外を「中
等教育」とした）、就業状態、個人年収、婚姻状態の基本属性にくわえ、地域満足度、友人数、居住地域
志向（田舎志向／地方都市志向／大都市志向）を用いる。変数の操作化・説明は表２と表３、記述統計量

表 1　居住歴を尋ねた質問の選択肢
変　数 選　択　肢

⼟着（定住）層
還流層

転⼊層

（学卒後） 
（就職後） 
（結婚）
（仕事）
（就学）
（住替）
（家族）

今住んでいる地域が「地元」であり、他の地域で暮らしたことがない
今住んでいる地域が「地元」であり、他の地域の学校を卒業（または中退）後、戻ってきた
今住んでいる地域が「地元」であり、他の地域で就職後、戻ってきた
結婚のため今住んでいる地域に移ったが、他の地域が「地元」である
仕事のため今住んでいる地域に移ったが、他の地域が「地元」である
就学のため今住んでいる地域に移ったが、他の地域が「地元」である
住み替えのため今住んでいる地域に移ったが、他の地域が「地元」である
家族の都合で今住んでいる地域に移ったが、他の地域が「地元」である

注）「その他」も選択肢として設けたが、本稿では分析から除外したため、省略した。
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は表４に示したとおりである。性別、居住歴、学歴、婚姻状態はダミー変数として、年齢と個人年収は連
続変量として使用した。地域満足度、友人数、田舎志向、地方都市志向、大都市志向については、いずれ
も４件法で尋ねた項目を用いた（値が大きいほど肯定的な回答）。

　　４．結 果 と 考 察

4.1　居住歴
　回答者の居住歴から確認する（表５）。他の地域で暮らしたことのない土着（定住）層は、条件不利圏
と地方都市圏のどちらとも約 25％みられた。他の地域での生活を経験して戻ってきた還流層は条件不利
圏の方が（条件不利圏 45.2％、地方都市圏 36.9％）、他地域からの転入層は地方都市圏の方がやや多かっ

表 2　変数の説明（1）
変数 説　　明

性別
年齢
居住歴
学歴
婚姻状態
就業状態
個⼈年収

⼥性（基準）／男性
20 〜 39 歳（1998 年 4 ⽉⽣まれ〜 1978 年 5 ⽉⽣まれ）
⼟着（定住）層（基準）／還流層／転⼊層
中等教育（基準）／⾼等教育
未婚（基準）／既婚
正規雇⽤（基準）／⾃営・経営／⾮正規／家事・無業
0〜 10 百万円

注）「その他」も選択肢として設けたが、本稿では分析から除外したため、省略した。

表 3　変数の説明（2）
変　数 質　問　⽂　

定住意向（希望） 今後、可能ならば、現在住んでいる地域に住み続けたいと思っている
地域満⾜度
友⼈数	
⽥舎志向	
地⽅都市志向
⼤都市志向

総合的に⾒て、現在住んでいる地域の現状に満⾜している
現在住んでいる地域には、リラックスして付き合える関係の友⼈が多くいる
⾃分が⼀⽣暮らす場所として、下北半島にあるような「⽥舎」はいいと思う
⾃分が⼀⽣暮らす場所として、⻘森市のような「地⽅都市」はいいと思う
⾃分が⼀⽣暮らす場所として、東京のような「⼤都市」はいいと思う

注）いずれも「全くそう思う」から「全くそうではないと思う」の 4件法で尋ねている。

表 4　記述統計量
条件不利圏（むつ市） 地⽅都市圏（おいらせ町）
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

性別 男性ダミー 0.560 0.497 0.470 0.500
年齢 （歳） 30.690 5.471 31.410 5.521
居住歴 還流層ダミー 0.450 0.498 0.360 0.482

転⼊層ダミー 0.310 0.464 0.360 0.482
学歴 ⾼等教育ダミー 0.270 0.447 0.230 0.423
婚姻状態 既婚ダミー 0.420 0.494 0.400 0.490
個⼈年収 （百万円） 2.864 1.865 2.682 1.775
地域満⾜度 2.230 0.784 2.790 0.712
友⼈数 2.460 1.032 2.410 0.960
⽥舎志向 2.630 0.955 2.100 0.914
地⽅都市志向 2.820 0.818 2.600 0.769
⼤都市志向 2.000 0.914 1.790 0.829
N 273 258
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た（条件不利圏 30.0％、地方都市圏 37.8％）。性別でみるとこの傾向に差がみられる。条件不利圏は地方
都市圏と比較して、性別による差が顕著である。男性は転入層が、女性は土着（定住）層が多い。
　条件不利圏に設定したむつ市は海上自衛隊の駐屯地であり、一定程度の男性の転入がある。女性は還流
層が半数となっており、高等教育機関などがないことがその理由ではないかと推察される。これと関連し
て就業状態別では、正規雇用と自営・経営では還流層や転入層といった移動経験者の割合が高く、非正規
雇用や家事・無業では移動経験のない土着（定住）層の割合が高い傾向がみられた。
　条件不利圏では性別と就業状態のほかに、学歴や個人年収とも関連がみられた。学歴では、通学でき
る範囲に大学がないことから土着（定住）層に大卒・大学院卒はいなかった（高等教育 0.0％、中等教育
32.0％）。また個人年収は、転入層が土着（定住）層より約 1.5 百万円、還流層より約 0.8 百万円多かった。
中等教育では土着（定住）層の方が、高等教育では還流層や転入層の方が多く、個人年収は土着（定住）
層が低く、還流層が中程度、転入層が高所得だった。また男性は転入層が、女性は土着（定住）層が多く、
正規雇用よりも非正規雇用の方が土着（定住）層の割合が高かった。
　地方都市圏では学歴、婚姻状態、就業状態、年齢との関連がみられた。高等教育では土着（定住）層が
ほぼみられず、還流層が６割を超えるのに対し、中等教育では土着（定住）層と転入層の占める割合が多
い。既婚者では転入層が、未婚者では土着（定住）層と還流層という地元出身者が多い。就業状態別では、
正規雇用と家事・無業では転入層が、非正規雇用では還流層と土着（定住）層の割合が高い傾向がみられ
た。また、転入層の方が土着（定住）層に比べて約 2.9 歳高かった。なお、個人年収には有意な差はみら
れなかった。
　くわえて両地域に共通して指摘できるのは、非正規雇用における土着（定住）層の割合が高いこと、な
らびに土着（定住）層の個人年収平均が低いことである。他方、女性の流入層の割合が条件不利圏（23.1%）
と地方都市圏（41.3％）で大きく異なる点は強調しておく必要があるだろう。
　近年まで「地方」＝「大都市圏以外の地域」として一括りにされがちであったがゆえに、地方の若者た
ちの多様な姿が捉えられてこなかった（辻 2016; 教育社会学会編 2018）。本結果から、「地方」のなかで
も地方都市圏と条件不利圏の間には歴然とした差があることがわかる。郊外型の大型商業施設のある地方
都市で暮らす若者と過疎農山村で暮らす若者とで、その暮らし方やリアリティが異なることは容易に想

表 5　居住歴と基本属性との関連
条件不利圏（むつ市） 地⽅都市圏（おいらせ町）

⼟着（定住）層 還流層 転⼊層 N ⼟着（定住）層 還流層 転⼊層 N
24.8 45.2 30.0 323 25.3 36.9 37.8 320

性別 男性 20.7 43.6 35.8 179
*

23.5 42.5 34.0 153
n.s.

⼥性 29.4 47.6 23.1 143 26.9 31.7 41.3 167
学歴 ⾼等教育 0.0 58.8 41.3 80

***
4.3 61.4 34.3 70

***
中等教育 32.0 42.2 25.8 225 34.2 27.3 38.2 228

就業状態 正規 20.3 45.5 34.2 202 26.9 35.4 37.7 212
⾃営・経営 6.7 73.3 20.0 15

*
23.1 46.2 30.8 13

*
⾮正規雇⽤ 38.5 46.2 15.4 39 34.0 44.7 21.3 47
家事・無業 32.0 44.0 24.0 50 15.2 21.2 63.6 33

婚姻状態 既婚 18.9 45.7 35.4 127
n.s.

13.6 20.3 66.1 118
***

未婚 29.2 44.9 25.9 185 33.0 47.6 19.4 191
年齢 29.7 30.9 30.4 322 n.s. 29.5 31.0 32.4 320 **
個⼈年収 2.03 2.68 3.51 303 *** 2.41 2.73 2.76 302 n.s.
注 1）***：p<.001、**：p<.01、*：p<.05、n.s.：有意差なし
注 2）性別、学歴、婚姻状態、就業状態はクロス分析をおこなった（単位：％）。
注 3）年齢、性別は平均値を表記している（単位：歳、百万円）
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定される。また、学歴による地域移動の二極分化や格差の構造が生じ始めているという仮説（貞包 2015, 
2018）を支持する結果でもある。人口という観点からいえば、都市部に若者が集まるため、地方でも都市
在住の若者に目が向きがちだが、条件不利地域の若者を対象とした調査研究も今後ますます重要となるだ
ろう。

4.2　現住地域での定住意向（希望）
　続いて、現住地域での定住意向（希望）について確認する。結果は図１に示した。条件不利圏では現在
の地域に住み続けたい若者の方がやや多い程度にとどまったが（肯定派 51.6％、否定派 48.4％）、地方都
市圏では 70.5％が現在の地域に住み続けたいと回答した。ただし、「全くそう思う」と回答した強い定住
希望のある若者の割合はいずれも 20％強と同程度だった。つまり、両地域で定住を強く希望する割合に
差はみられないが、条件不利圏在住者に比べて地方都市圏在住者の方が現住地域での定住に肯定的だとい
える。

 図1 現住地域での定住希望

22.1

21.5

48.4

30.1

19.7

24.5

8.7

23.9
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地方都市圏
（N=331）

条件不利圏
（N=335）

全くそう思う どちらかと言えばそう思う どちらかと言えばそうではないと思う 全くそうではないと思う

図 1 現住地域での定住意向（希望）の割合

表 6　⼆項ロジスティック回帰分析の結果
条件不利圏（むつ市） 地⽅中枢都市圏（おいらせ町）
B S.E. Exp（B） B S.E. Exp（B）

（定数） -0.643 0.233 *** -0.309 0.214
男性ダミー 0.135 0.054 0.134 * 0.198 0.050 0.226 ***
年齢 0.007 0.005 0.076 0.008 0.005 0.106
還流層ダミー -0.065 0.063 -0.065 -0.075 0.059 -0.083
転⼊層ダミー -0.119 0.121 -0.110 -0.139 0.076 -0.152
⾼等教育ダミー 0.111 0.057 0.099 -0.109 0.057 -0.105
既婚ダミー 0.081 0.052 0.080 0.051 0.058 0.057
個⼈年収 -0.016 0.016 -0.060 -0.034 0.015 -0.139 *
地域満⾜度 0.080 0.034 0.125 * 0.256 0.034 0.415 ***
友⼈数 0.119 0.025 0.245 *** 0.070 0.024 0.153 ***
⽥舎志向 0.153 0.031 0.292 *** -0.004 0.024 -0.008
地⽅都市志向 -0.009 0.029 -0.015 0.063 0.029 0.110 *
⼤都市志向 -0.036 0.028 -0.066 -0.096 0.028 -0.182 **
調整済み R2 乗 0.413 0.406
N 273 258
注）***：p<.001、**：p<.01、*：p<.05、n.s.：有意差なし
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　次に回答者の属性によって現住地域での定住希望が異なるのかを検討する。条件不利圏と地方都市圏ご
とに、二項ロジスティック回帰分析を用いて分析をおこなった。結果は表６に示したとおりである。ま
ず、条件不利圏の結果をみると、定住意向は地域満足度、友人数、田舎志向、男性ダミーと正相関してお
り、転入層ダミー、非正規ダミーと負の相関があった。また地方都市圏の結果をみると男性ダミー、地域
満足度、友人数、地方都市志向と正相関しており、大都市志向、高等教育ダミー、転入層ダミーと負の相
関が確認できた。両地域とも共通して男性であること、地域満足度が高いこと、現住地域で友人が多いこ
と、居住地域の志向と現住地域の都市規模が合致することが、現住地域における定住意向の高さと関連し
ていることが明らかとなった。
　既存研究では、厳しい景気動向や労働市場が続く状況のなかで、大都市圏よりもはるかに高い失業リ
スクを抱えるにもかかわらず、若者が選好して地方・地元にとどまる様相が報告されてきた（李・石黒 
2008）。また、郊外に立地する大型商業施設という「ほどほどパラダイス」で日常生活や休日の消費行動
や余暇活動を楽しみ、地元の人間関係を重要視している若者たちの現状が注目を集めた（阿部 2013; 原
田 2014）。これらの動向については、最近の各種調査結果でも指摘されており、（地方出身の）大都市
圏居住者の地方への交流・移住などへの関心の高まりのみならず（労働政策研究・研修機構 2016; 総務
省 2017）、実際に若い世代を中心に地方から都市への移動、とくに高卒層での就職時流出、大卒層での
進学時流出が減少傾向にあり、むしろ地元に定着する割合の高まりもみられるようになっている（喜始 
2015）。 
　だが、「地方」を地方中枢拠点都市圏と条件不利地域圏とに分けて調査・分析した結果、やや異なる姿
が浮かび上がった。すなわち、より都市的な地域では依然として現住地域での定住意向が高い（地元志向
が強い）一方で、より条件不利な地域では定住に否定的であり、「地方」のなかでも差異がみられるとい
うことである。
　地方都市圏は東京や関西と遜色のない生活が可能な空間である。多くはないにしろ高等教育機関が存在
し、高度な医療サービスも存在する。大型商業施設で大都市並みの消費行動が可能である。東京や関西の
人口密集地域と比較するならば、高額家賃支払いや通勤通学の労は少ない。「大都市志向」が負の相関を
示していることから、地元志向仮説は検証されていると結論できる。そして家族や友人などの親密な人間
関係が良好であれば、「地元」で生活することが安心や幸福感をもたらす。つまり、既存の研究が示して
きた解釈で地方都市圏の若者の意識や行動を説明することは可能である。
　ただし、同じ「地方」でも条件不利圏にこの解釈はあてはまらない。条件不利圏においては、都市的な
生活が不可能である。本調査は 20 代から 30 代の家族形成期の若者である。対象者自身が「田舎志向」で
あったとしても、配偶者や子どもの生活を考えるならば条件不利圏を選択することには困難がある。本調
査のデータではないが、条件不利圏在住者や条件不利圏の自治体職員に対して人口減少問題の要因につい
て考えを尋ねると、「仕事がないこと」という語りも多いが「子どもの教育環境の問題」も大きいという。
子どもの教育のために、仕事を変えてでも条件不利圏から地方都市圏や大都市圏に移住するケースもある
ということであった。
　最後に、定住に否定的な若者の属性を確認しておこう。条件不利圏では非正規雇用の人びとが、地方中
枢拠点都市圏では大卒以上の高学歴層が現住地域での定住に否定的であることが明らかとなった。この点
については今後詳細な検討が必要となるが、前述の地域移動の二極分化や格差の構造がみられる点を勘案
すると、条件不利圏では（今後も別の地域に移動できる可能性が低い）不安定な雇用環境におかれている
若者が、地方中枢拠点都市圏では（大都市圏など別の地域・都市で働ける可能性があった）高学歴層が、
現住地域から移動（あるいは「脱出」）したいと考えていることが推察される。
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　　５．まとめと今後の研究課題

　本稿では、条件不利地域圏および地方中枢拠点都市圏という「地方」在住の若者たちの居住歴、および
定住意向とその要因について検討してきた。
　条件不利地域圏（むつ市）と地方中枢拠点都市圏（おいらせ町）の若者の居住歴についてまとめたもの
が表７である。両地域に共通して学歴と就業状態との関連がみられた一方で、条件不利地域圏では性別と
個人年収、地方中枢拠点都市圏では年齢と婚姻状態によって居住歴（土着（定住）層／還流層／転入層）
が異なっていた。また、地方中枢拠点都市圏に暮らす若者の方が条件不利地域圏に比べて現住地域での定
住希望の割合が大きかった。
　そのなかで、それぞれ地域における定住希望と関連する要因についてまとめたのが表８である。ここか
ら読み取れるのは、一つには居住歴に影響を及ぼしていた学歴や就業状態は定住希望とは無関係であった
ということである。本稿の結果からは、性別（男性）や地域満足度の高さ、友人数の多さが、条件不利地
域圏においても地方中枢拠点都市圏においても共通して定住希望と関連することが指摘できる。さらに、
条件不利地域圏であれば田舎志向の、地方中枢拠点都市圏であれば地方都市志向の若者が現住地域での定
住を希望しており、現在住んでいる地域と自身がどのような都市規模の地域で暮らしたいかという志向が
合致していることも重要だった。この点については、中枢拠点都市圏では大都市で暮らすことに否定的な
考えの若者が、中枢拠点都市圏での定住を希望していたこともふまえると、地方中枢拠点都市圏の若者に
ついては地元志向仮説が検証されたといえる。
　最後に、今後の研究課題を述べる。本稿の分析からは、地域満足度や友人数が、現住地での定住意向に
関連することが示唆された。この点については、地域に残る／離れる岐路の前に立つ地方の高校生にも同
様の傾向が指摘されている。具体的には、女性に比べて男性の方が地元定住を志向する傾向にあり、地元
志向と地元に対する愛着度が相関するとされる（梶井編 2016）。そして高校生という若者であってもソー
シャル・キャピタルの蓄積が定住意向を押し上げることも確認されている。さらに雇用機会の地域格差は
依然としてあるが、出身地域に対する愛着や地元企業に関する知識があるとUターン希望割合が高くな
るという報告もある（高見 2018; 労働政策研究・研修機構 2016）。以上を勘案すれば、本稿では検討でき
なかった地域満足度や地域への愛着を規定する要因について、学生時代までの地域との関わりとの関連を
考慮した分析が求められよう。

表 7　居住歴と基本属性との関連（まとめ）
性別 年齢 学歴 就業

状態
婚姻
状態

個人
年収

条件不利圏
（むつ市） △ × ◎ △ × ◎

地⽅都市圏
（おいらせ町） × 〇 ◎ △ ◎ ×

注）◎：p<.001、○：p<.01、△：p<.05、×：n.s.（有意差なし）

表 8　現住地域での定住意向（希望）と基本属性との関連（まとめ）
性別 年齢 「地元」 居住歴 学歴 就業

状態
婚姻
状態

個人
年収

地域
満⾜度 友⼈数 ⽥舎

志向
地⽅都
市志向

 ⼤都市
志向

条件不利圏
（むつ市） △ × × × × × × × ◎ ◎ ◎ × ×

地⽅都市圏
（おいらせ町） × × × × × × × △ ◎ ◎ × △ ○

注）◎：p<.001、○：p<.01、△：p<.05、×：n.s.（有意差なし）
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付記
　本研究は、公益財団法人マツダ財団の助成によるトランスローカリティ研究会調査のデータを使用して
いる。また科学研究費「トランスローカリティの社会学：条件不利地域と地方中枢拠点都市の生活とキャ
リア」（課題番号：18H00917）、「〈東京津軽人〉の還流移動と地方農山村の持続可能性に関する社会学的研究」
（課題番号：JP19J14064）、弘前大学令和２年度地域未来創生教育・研究プロジェクト「地方から公共性を
問い直す：ローカルメディアを基点として」の成果である。以上、記して感謝申し上げる。

注
（１）�若者の年齢や時期区分については多様な定義・議論があるため慎重な検討も必要だが、本稿ではひとまず「既存法令

に準じておおむね 15 歳以上 40 歳未満」という日本学術会議の「若者」の定義（日本学術会議社会学委員会社会変動

と若者問題分科会 2017）、および「地方暮らしの多様なライフキャリア観を捉えるため」に「人生の重要なライフ・

イベントを経験しようとする 20 ～ 30 代」（轡田 2017: ９）に焦点化した轡田の研究を参照することを鑑み、20 歳以

上 40 歳未満の者を「若者」として議論をしたい。 

（２）�たとえば本研究の調査対象地である青森県は、有効求人倍率や県民所得、高等教育機関の充足率が全国でも最低水準

であるがゆえに、県内進学・就職希望の若者も少なくないにもかかわらず、学力や経済的に有利な立場にいる若者ほ

ど東京圏に転出する状況にある（李・石黒 2008; 石黒ほか 2012; 石黒 2018）。

（３）�地域社会と人びとの移動とを関連させて議論する場合、「ずっと県内在住／Uターンして県内在住／県外在住」や「地

元（土着）層／Uターン（還流）層／ Iターン（転入）層」といった移動経歴を指し示す用語として、「居住（経）歴」

や「地域間（転居）移動経験・パターン」などが用いられている。本稿においては、地方圏（地方中枢拠点都市圏／

条件不利地域圏）在住者を対象（起点）に議論することなどを勘案し、それを「居住歴」と呼称することにする。

（４）�都市雇用圏（Urban Employment Area）とは、DID人口１万人以上の中心都市と郊外都市（通勤率が10％以上の市町村）

を合わせた都市圏のことである（同一都市圏内の複数中心都市があるものも含む）。中心都市のDID人口が５万人以

上を大都市雇用圏、１～５万人を小都市雇用圏と呼ぶ（金本・徳岡 2002）。

（５）�たとえば、大型ショッピングセンター（RSC: Regional Shopping Center）の商圏人口は一般的に 15 万人以上、範囲

は半径 13km、自動車で 20 分以内といわれている。日本で代表的なRSCであるイオンモールは、自動車圏 30 分、商

圏人口 40 万人を基本としている（イオンモール株式会社 2019）。

（６）�したがって、たとえば国土交通省・総務省（2016）が定義する、過疎地域自立促進特別措置法およびその他の関係各

法によって指定される地域・自治体（＝過疎地域や半島振興対策実施地域など）を含めた行政的区分の「条件不利地域」

とは（重なる地域があるとはいえ）同一ではないことに注意されたい。

（７）�出身地と現住地は大都市圏／地方中枢拠点都市圏／条件不利地域圏の３つ、居住歴は土着（定住）層／還流層／転入

層の３つに大別できる。むろん、出身地や現住地を特定（固有）の自治体や地域に置き換えたり列挙したりする場合

や、居住歴（移動経験）を細分化した場合はその限りではないが、ここでは議論を簡略化する。

（８）�SSM調査データを用いた研究では、個人の職業的地位達成における出身地・居住地の地域差が継続的に検討されてき

た。たとえば高度経済成長期後半以降、かつてのように地域移動が階層移動を伴うことも少なくなってきた一方で、

入学難易度の高い大学への進学に伴う地域移動という形態も目立ちはじめ、高学歴社会における移動の新たな局面が

顕在化してきたとされる（粒来・林 2000）。また、大都市と比較して地方の若者の方が、より上位の職に就くための

機会やその結果が恵まれていないだけではなく、非正規雇用などの不安定で不利な状況に置かれていることが明らか

にされてきた（栃澤・太郎丸 2011）。

（９）�調査の概要や結果については、トランスローカリティ研究会（2018）もあわせて参照。「広島 20-30 代住民意識調査」

（轡田 2016）と比較できるように調査設計された。

（10）�人口は「平成 27 年度国勢調査」（総務省統計局）による。 

（11）�おいらせ町の商圏は八戸市を含む周辺 12市町村、商圏人口は約 51.5 万人である（2006年度時点）。これは八戸商圏（約

53.8 万人）や青森商圏（約 51.5 万人）に匹敵する規模である（青森県・青森県商工会議所連合会・青森県商工会連合
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会 2007）。
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1プロジェクト事業ⅡⅡ

自然栽培法による農業の
地域持続可能性を高めるための施策

加　藤　惠　吉１

黄　　　孝　春１

小　杉　雅　俊１

内　藤　周　子１

V.カーペンター２

　　は じ め に

　本年度のプロジェクトは、自然栽培法による農業を実践し利益を確保している企業・団体等農業生産者
の持続可能性への取り組みが、自然栽培農業生産者や地域経済に与える影響と課題を明らかにしようとす
るものである。
　当研究グループはこれまでも自然栽培を通した食と農業の持続可能な発展と地域づくりに関して、実地
調査により自然栽培の多角化マネジメントの状況を確認し、共催フォーラムを開催し農業関係者等への成
果還元を行ってきた。本年度は、これまでの研究成果をさらに継続・発展させ、自然栽培法による農業生
産者の生産・流通・販売の分析を通じて、利益を継続して確保している企業・団体の経営マネジメントが、
持続可能な社会に経済面からどのように貢献するか、学術的観点によりさらに調査・検証を行う予定でプ
ロジェクトを始動した。

　　１．背 景 と 目 的

　日本では 2000 年に有機 JAS の規格が制定され、有機栽培への認証基準が統一された。自然栽培は認可
された有機資材の使用を認める有機栽培に対し有機肥料も使用しないため更に手間がかかりコスト増に
なる。このような日本の自然力依存を前提とした農業においては 「低投入・内部循環・自然共生」が共通
した技術特性となっていることで国や都道府県では有機を含む自然力依存型の農業研究の開始を指示し、
様々な試験研究が現地農家と連携しつつ取り組まれている。
　しかし、自然力依存の農業が成り立つにはいくつかの問題がある。１つ目は自然力依存の農業生産物の
消費者の需要があるが供給が少ないという点であり、その結果として価格が高く需要の伸びを抑制してい
る。すなわち、高価格による低位均衡の状態にあり、いかに供給量を増やすのかが課題となる。２つ目は
自然力依存の農業生産物は広く認知されるようになったが、市場形成においてまだ潜在市場の段階にある
という点である。このため、消費者の購買力が低く大きな需要が生まれない。そのためいかに需要を掘り
起こすのかが課題となる。
　また、2015 年に国連が示した目標では、少ない資源で持続可能な生産、消費ができる形態が示唆され
ており、これと一定の親和性が認められる自然栽培農法を、地域経済とマネジメントの側面から捉え、中
長期的視点から地域経済への貢献可能性を検討する必要がある。
　　　　　　　　　　　
１	弘前大学人文社会科学部
２	弘前大学人文社会科学部（客員研究員）
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　当研究グループでは、自然栽培経営及びその取り組みを広くアグリビジネス関係者と共有し、自然栽培
農業関係者の経営及びニーズに応えていくと共に、これまでの知見を基にヒアリング調査・生産経営現場
の訪問・調査により実際の経営管理事例における創意工夫を学術的な観点と組み合わせ調査を行ってきた。

　　２.　実施内容（今年度の活動の概要）

　本プロジェクトによる今年度の研究成果については、後述するように持ち越されたオンラインによるシ
ンポジウム開催などが残されているが、現時点でのインタビュー等の活動について述べる。
　本プロジェクト遂行に当たっては、今年度、コロナウイルス感染症に対する緊急事態宣言影響で調査に
大きな支障が出た。しかしながら、安全対策を取った上で北海道、富山県および石川県にて自然栽培法に
よる農作物の販売と経営に従事する企業および自然栽培に対して支援推奨を行っている JAはくい（農協）
においてもインタビュー調査による研究活動を行った。また、開催も危ぶまれたが、2021 年２月にオン
ラインにて「弘前大学人文社会科学部地域未来創生センター主催　公開シンポジウム」を開催する予定で
あり、自然栽培経営に関するマネジメントに関して、経営学、会計学をフィールドとする各メンバーの学
術的背景から多角的な分析を行い、農業従事者・関係者と成果を共有し、地域のアグリビジネスを下支え
していくとともに今後さらに研究調査の成果を報告書にまとめる。
　この中で、今年度、調査を行った石川県羽咋市の JAはくいでは、農協の従来のビジネス・モデルであ
る慣行栽培も維持する中で新しい農業ビジネスの形として自然栽培の農産物の作付けを農家に推奨してい
た。そして、自然栽培農法の塾を開催し技術の伝播や新規就農者に支援を行い多くの賛同を受けている。
さらに自治体である羽咋市では、JAはくいと連携し新規就農者に農地を提供するなどした結果多くの就
農希望者が移住し人口増加効果及び耕作放棄地の解消に繋がるなど自然栽培を通じた地域おこしに成功し
ており多くの相乗効果を生み出し成果をあげており自然栽培を用いた成功事例となっている。
　本プロジェクトを通して、自然栽培法を用いて農業を営む農業関係者が潜在需要を如何に喚起し、経営
上成功できるか。また、これらの農業関係者の戦略やマネジメントを分析することで如何に供給を喚起す
るかという問いに応えられるように調査、分析を行い広く貢献していきたい。

　　３.　研究調査・関係出版物

　2020 年度においては、当報告書締切後（2021 年１月以降）も調査等を行う予定であるが 12 月までの調
査活動及び紹介する。また 2021 年２月７日にオンラインにて開催する予定のシンポジウムの趣旨および
プログラムを紹介する。

「研究調査・関係論文」
　・�黄孝春・加藤惠吉・小杉雅俊、ヒアリング調査「折笠農場（北海道幕別町）」
　　2020 年９月 21 日
　・黄孝春・加藤惠吉・小杉雅俊、ヒアリング調査「やぶたファーム（北海道帯広市）」
　　2020 年９月 22 日
　・黄孝春・加藤惠吉、ヒアリング調査「NICE FARM（富山県氷見市）」
　　2020 年９月 27 日
　・黄孝春・加藤惠吉、ヒアリング調査「JAはくい（石川県羽咋市）」
　　2020 年９月 27 日
　・�黄孝春「有機農業経営のジレンマ：生産者と消費者のつながり方」『人文社会科学論叢』第９号　　
2020 年８月
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　　　　　　　　　（写真）　左：「折笠農場（北海道幕別町）自然栽培法によるトマト栽培の取材調査」

　　　　　　　　　　　　　中：「折笠農場（同上）自然栽培法による十勝きな粉の加工商品取材調査」

　　　　　　　　　　　　　右：「やぶたファーム（帯広市）ネットによる自然栽培野菜の出荷取材調査」

「研究公開シンポジウム」
　今回のシンポジウムでは自然栽培法（無肥料・無農薬による農産物栽培）による農業を実践し、その経
営がビジネスとして成り立っている農業者・農業法人組織及びその取り組みを支援する地域の関係者が発
表を行う。
　このような取り組みや成果を発表することで、自然栽培に携わる関係者及び、関心のある方々と情報を
共有する機会とし、農業関係者、研究者、その他の参加者の知見や関心を深めていく。

弘前大学人文社会科学部地域未来創生センター主催　公開シンポジウム
「自然栽培の可能性と地域づくり」

日　時　　　2021 年２月７日（日）午前９時～ 12 時
場　所　　　弘前大学（関係者のみ）及び Zoom（一般参加者等）による
　　　　　　オンライン開催
対　象　　　自然栽培農家　農業関係者　研究者　院生　学生、参加費無料

プログラム　　　　　　　
司　会　　　 小杉雅俊（弘前大学人文社会科学部准教授）

	 ９：00 ～９：15	 趣旨説明　
	 	 	 黄　孝春（弘前大学人文社会科学部教授）
	 ９：15 ～９：45	 講演１
	 	 テーマ	 「最近の自然栽培について思うこと」
	 	 講演者	 木村秋則（木村興農社社長）　
	 ９：45 ～ 10：15	 講演２
	 	 テーマ	 「はくいが目指す自然栽培による持続可能な地域づくり」
	 	 講演者	 粟木政明（JAはくい経済部次長）
	 10：15 ～ 10：45	 講演３　
	 	 テーマ	 「リスクの少ないオーガニック　北海道で展開するには」
	 	 講演者	 折笠　健（株式会社　折笠農場代表取締役）
	 10：45 ～ 11：15	 講演４
	 	 テーマ	 「自然栽培の実践から得たもの」
	 	 講演者	 長沼太一（長沼農園　園主）　　
	 11：15 ～ 11：45	 講演５　
	 	 テーマ	 「自然栽培の展望と今後の取組」
	 	 講演者	 高橋啓一（NPO法人岡山県木村式自然栽培実行委員会理事長）
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	 11：45 ～ 11：55	 弘前大学人文社会科学部自然栽培研究グループの活動紹介
	 	 	 加藤惠吉（弘前大学人文社会科学部教授）
	 11：55 ～ 12：00	 閉会の挨拶
	 	 	 内藤周子（弘前大学人文社会科学部准教授）
                         

　　4．お わ り に

　以上、今年度の当プロジェクトに関しては、2021 年１月以降も進行中であり、開催自体が危ぶまれた
シンポジウムのオンラインによる開催や許される限りの調査を行う予定である。また、コロナウイルス感
染症のため活動自粛を余儀なくされたが、これまでの活動に加え、次年度以降も各地の自然栽培に関する
農業生産者のインタビュー調査を基にした研究を続けるとともに中止等余儀なくされた学会等での発表及
び自然栽培を通した食と農業の持続可能な発展と地域づくりのために、プロジェクト・メンバーの学識を
基に、自然栽培に関わる農業者及び農業法人等の事業者の経営・会計課題についてさらに研究を進展させ
る。そして、自然栽培農業ビジネスに関する論文、出版物を刊行し、自然栽培に関する研究をさらに進展
させていく。
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弘弘前前大大学学人人文文社社会会科科学学部部地地域域未未来来創創生生セセンンタターー主主催催 公公開開シシンンポポジジウウムム

「「自自然然栽栽培培のの可可能能性性とと地地域域づづくくりり」」

9:00～9:15

9:15～9:45

9:45～10:15

10:15～10:45

10:45～11:15

11:15～11:45

11:45～11:55 

11:55～12:00

趣旨説明 黄 孝春（弘前大学人文社会科学部教授）

講演１ テーマ 「最近の自然栽培について思うこと」
講演者 木村秋則（木村興農社社長）

講演２ テーマ 「はくいが目指す自然栽培による持続可能な地域づくり」
講演者 粟木政明（JAはくい経済部次長）

講演３ テーマ 「リスクの少ないオーガニック 北海道で展開するには」
講演者 折笠 健（株式会社 折笠農場代表取締役）

講演４ テーマ 「自然栽培の実践から得たもの」
講演者 長沼太一（長沼農園 園主）

講演５ テーマ 「自然栽培の展望と今後の取組」
講演者 高橋啓一（ＮＰＯ法人岡山県木村式自然栽培実行委員会理事長）

弘前大学人文社会科学部自然栽培研究グループの活動紹介
加藤惠吉（弘前大学人文社会科学部教授）

閉会の挨拶 内藤周子（弘前大学人文社会科学部准教授）

司 会／小杉雅俊（弘前大学人文社会科学部准教授）

年 月 日（日）午前９時～１２時
オンライン開催

自然栽培農家 農業関係者
研究者 院生 学生

による一般参加者の視聴申し込みは以下の問い合わせ先に
所属・氏名等明記の上メールでお申し込み下さい

日 時
場 所

対 象

参加費

問い合わせ先 弘前大学人文社会科学部 黄 孝春

無 料
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2プロジェクト事業ⅡⅡ

青森の民俗資料や文献資史料など
文化資源の調査研究と保存活用に関する「青森モデル」の構築

山　田　嚴　子１

武　井　紀　子１

荷見守義１・中村武司１・南　修平１・亀谷　学１

尾崎名津子１・原　克昭１・関根達人１・片岡太郎１

葉山　茂１・新永悠人１・植木久行２・竹村俊哉３

瀧本壽史４・福井敏隆５・渡辺麻里子６・松井　太７

木村純二８・川瀬　卓９・北原かな子10・木村隆博11

竹内勇造12・庄司輝昭13・多田健司14・小山隆秀15

石山晃子16・小島孝夫17・工藤　司18・山崎杏由19

中田書矢20・伊東　信21・藤林美帆22・古川淳一23

仁平政人24

　　　　　　　　　　　
1	弘前大学人文社会科学部　 ２ 弘前大学名誉教授・弘前大学人文社会科学部客員研究員　３ 弘前大学人文社会科学部客員研究員
４	弘前大学教職大学院　５ 弘前大学非常勤講師　６ 大正大学　７ 大阪大学　８ 東北学院大学　９ 白百合女子大学　10 青森中央学院大学　
11	東奥義塾高校教頭　12 弘前市立図書館　13 弘前市教育委員会生涯学習課図書館・郷土文学館運営推進室長　14 弘前市中央公民館　
15	青森県立郷土館　16 北のまほろば歴史館副館長　17 成城大学　18 三沢市教育委員会　19 野辺地町教育委員会　20 鯵ヶ沢町教育委員会 
21	深浦町役場教育委員会　22 青森県立黒石高校教諭　23 青森県県民生活文化課文化・NPO活動支援グループ主幹専門員　24 東北大学

　　は じ め に

　本事業は、青森県内に豊富に存在する民俗資料や文献資史料などの文化資源を調査し、内容を研究分析
し、その活用を通じて、地域に貢献することを目指している。この取り組みは、2014 年４月の地域未来
創生センター設立以来、７年にわたって継続してきたが、この間、地域の理解と協力を得ながら徐々に大
きく発展させてきた。人文社会科学部内の分野を超えた教員の共同研究を軸として、学内や学外の研究者
や地域の関係諸機関、外部の関係諸機関と連携し、研究をより複合発展的、かつ広域的に発展させること
を目指している。

　　１．背 景 と 目 的

　青森県内には、民俗資料や文献資史料が豊富に遺されている。まだ十分な調査がなされずにいるこれら
の資料を調査研究し、その意義を解明すると同時に、この地域の文化資源として活用し、地域の発展に寄
与したいと模索してきた。また調査研究を発展させると同時に、弘前大学が基幹となり、様々な機関や外
部組織と連携を取ることによって、活動をより発展させるよう努力してきた。これまで、2016 年４月に
東奥義塾高校、2017 年３月 30 日に弘前市教育委員会、2018 年３月 29 日には名古屋大学人文学研究科と
の間で学術研究協力協定を締結してきた。今後も、弘前大学が核となって、様々な研究機関や組織間の連
携を強化し、文化資源調査を活動の中核とした地域創生活動を「青森モデル」として形成し、提唱してい
きたいと考えている。
　文化資源を、研究者が活用するだけではなく、広く地域の文化資源としていくためには、地域住民と研
究者が連携を強化し、研究成果を共有し、住民の地域文化への関心と理解を深めていくことが重要なので
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ある。そのための情報公開を積極的に行い、県民向けの講座やセミナーの開講など、県民が地域の文化資
源について専門的知識を学べる機会を設け、地域住民が調査に参加できる環境を整えることが重要であ
る。こうした県内の文化資源に関する「学び」を組織的かつ広域的に展開する地域ネットワークを構築し、
本プロジェクトを契機として人文社会科学部および地域未来創生センターが青森の拠点となる組織作りを
行い、地域との連携を強化していく。地域住民と協働する文化資源調査を核とした「青森モデル」を発展
させ、全国に発信していくことを本事業の目的とする。

　　２．実施内容とその成果

　この一年間の取り組みについて、大きく、民俗資料と文献史料の２つの部門に分けて、報告する。
【１】民俗資料調査
①　小川原湖民俗博物館旧蔵資料調査
　�　小川原湖民俗博物館旧蔵資料のうち、文献資料の整理・目録作成作業は昨年度までで終了したもの
の、残された漢籍の調査については手付かずであった。そのため植木久行弘前大学名誉教授に相談し、
書籍の評価と解題をお願いした。その成果は本誌に調査報告として掲載されている。

　�　また、映像、写真資料の修復・データ化を進めた。新型コロナウィルスの状況から、三沢市所蔵の民
具と情報カードの照合作業は来年度に持ち越した。

②　野辺地町の民俗調査と歴史民俗資料館「民俗展示」リニューアル案の作成
　�　野辺地町教育委員会からの受託研究として、民俗調査と野辺地町歴史民俗資料館「民俗展示」のリ
ニューアル案を作成した。学生の民俗学実習・民俗誌実習と連動し、民俗学の山田嚴子と博物館学の葉
山茂准教授が指導にあたった。

　�　展示案作成に先立ち、9月 17 日に野辺地町の巡見を実施し、野辺地町歴史民俗資料館の展示の現状
や野辺地町の景観、史跡などの確認をした。この時の様子は 2020 年 9 月 27 日の『東奥日報』に掲載さ
れた。9月 27 日から 30 日まで野辺地町歴史民俗資料館において所蔵民具を確認し、写真撮影、法量調
査などを行った。また、リニューアル展示に用いる民具の候補を選定した。

　�　作業は野辺地町歴史民俗資料館前の広場で、公開で行うことを『東奥日報』や町の広報で告知してい
たため、青森県内外から民具調査の見学者が訪れた。学生たちは見学者からの民具の使い方や民具を用
いた経験を聞き取り、それらの情報を展示に活用できるよう資料化した。

　�　併せて野辺地町有戸神社所蔵の神楽の面の調査を行った。
　�　12 月 19 日には野辺地町有戸のしめ縄奉納行事、1月３日には有戸の初詣の行事調査を実施した。
　�　2020 年２月 9日の民俗学実習Ⅱ・民俗誌実習Ⅱの授業時間において野辺地町歴史民俗資料館職員を
対象に学生たちが展示案のプレゼンテーションを行う予定である。

③　「青森県山車行事フォーラム」のコーデイネート、動画配信
　�　2018 年度から 2019 年度に調査を実施し、その成果報告を兼ねて 2020 年３月に予定していた野辺地
町主催・弘前大学地域未来創生センター協力「青森県山車行事フォーラム」を新型コロナウィルスの関
係で延期し、公開方法を変えて 7月 11 日に野辺地町で開催した。

　�　事前に野辺地町民から山車行事についての意見や質問を募り、当日は一般公開せず、動画を撮影し、
8月 14 日からYouTube で配信した。

　https://www.youtube.com/channel/UCwyfu1AHt78mQU893ACNdJg
　�　このときの様子は『読売新聞』７月 12 日に、『東奥日報』７月 15 日に、『デーリー東北』7月 18 日
にそれぞれ掲載された。

　�　また、野辺地町ではこの動画をDVDにし、町内の各祭典部に配布した。新型コロナウィルスの関係
で、祭礼が中止となったため、山車を考えるこのDVDは好評であった。
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④　北東北の寺院と民間巫女、民間信仰の調査
　�　北東北の寺院と民間巫女の調査は新型コロナウィルスの状況を鑑みて中止した。
　�　五所川原市在住の在野の研究者、佐々木達司氏が逝去され、民間信仰と関わる「青森県の俗信辞典（仮
称）」の原稿が残されたため、関係者と協議した。青森県の民間信仰研究にとって貴重な資料集である
ことから、弘前大学人文社会科学部と教育・研究連携を締結している国立歴史民俗博物館の小池淳一教
授と協同して、刊行の準備を行った。

　　学生たちと辞典原稿の出典にあたり、逆引き作業、校正作業を行っている。
⑤　鬼信仰の調査研究
　�　佐藤蔀の記録（弘前大学蔵　成田コレクション）の中から、鬼関係の資料を翻刻し、注釈を付す作業
を行った。

　　　　　　　　　　　　　　

【２】文献資史料調査
①　深浦円覚寺古典籍資料の調査研究および成果報告会の実施
　深浦町に所在する円覚寺所蔵の古典籍調査を実施し、その内容や意義を分析した。
　京都・奈良の大寺院と関係し、都との知のネットワークを想像させる資料群や、津軽一円の寺院との関
わり、津軽の寺院の知のネットワークを解明する資料群、修験道世界を解明する貴重な資料群などの調査
が深められ、その資料価値が明らかになってきた。今年度は文化財指定に向けた目録作成を目指し、調査
を進めていった。
　また、本年度の調査成果報告として、2020 年 11 月１日（日）に深浦円覚寺古典籍資料調査成果報告会
をオンラインにて開催した。詳しくは、今年度末刊行予定の調査報告書第三集をご覧いただきたい。

②　国際公開講座
　国際公開講座 2020「日本を知り、世界を知る」は、11 月 3 日（火・祝）の開催に向け、「過去と向き合
う人文学─その未来を見通す力─」をテーマに計画を進めていたが、10 月半ば以降の国内、県内におけ
る新型コロナイルス感染症の感染拡大に伴い、中止を決定した。本計画については 2021 年度に引き継ぐ
こととなった。

③　旧弘前藩藩校「稽古館」資料調査報告会の実施
　本年度の東奥義塾高校図書館所蔵和古書調査の成果を中心に、藩校資料調査報告会を実施した。今年度
報告会は、2020 年 12 月 13 日（日）13：30 ～ 16：00、弘前大学人文社会科学部多目的ホールにおいて実
施した。2014 年度から数えて 7回目の実施となるが、今年度は新型コロナウイルス流行の影響を受け、
感染防止対策として人数制限を設けて会場でライブビューイングを実施し、同時にオンラインによるライ
ブ配信を行った。当日は会場に 17 名、オンラインでも 20 名弱の視聴があり、全体で 40 名弱の参加者と
なった。

【青森県山車行事フォーラムで
　　　　　　　発表する学生たち】

【野辺地町の民俗資料整理の様子】 【野辺地の民具の使い方を聞く学生】
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　人文社会科学部飯島裕胤学部長による開会の辞につづき、東奥義塾高等学校塾長コルドウェル ジョン
先生よりご挨拶を賜った。続いて、第一部・第二部として、学内教員 7名が調査研究報告を行った。各教
員の報告は、以下の通りである。

　・2020 年度藩校資料調査概要・東奥義塾高校図書館所蔵日本史関係資料について
人文社会科学部准教授　武井　紀子

　・清版『弘簡録』と明版『通俗演義三国志伝』　─藩校稽古館所蔵本と藩主奥文庫所持本─
弘前大学名誉教授・人文社会科学部客員研究員　植木　久行

　・東奥義塾高校図書館所蔵明代関係典籍について
人文社会科学部教授　荷見　守義

　・林正明と『合衆国憲法 補正付』について
人文社会科学部准教授　南　修平

　・東奥義塾高校図書館所蔵日本思想史関係典籍について
人文社会科学部准教授　原　克昭

　・東奥義塾高校図書館蔵 田口卯吉『日本開化小史』について
人文社会科学部准教授　尾崎名津子

　・東奥義塾高校図書館所蔵世界地理関連資料について
人文社会科学部講師　亀谷　学

　武井の報告では、東奥義塾高等学校所蔵『皇朝史略』『明治新刻国史略』について、藩校から東奥義塾
に至る歴史の中に位置づけて解説した。植木名誉教授の報告では、清版『弘簡録』にみられる避諱や欠筆、
明版『通俗演義三国志伝』の特徴や他機関所蔵本との同版関係などについて、具体的な指摘がなされた。
荷見教員は、東奥義塾所蔵の『歴朝紀政綱目』の書誌を詳解し、蔵印をたどり義塾本の来歴を明らかにし
た。南教員は、東奥義塾所蔵の林正明『合衆国憲法 補正付』を取り上げ、合衆国憲法の特徴を踏まえ、
著者の来歴や著作、慶應義塾との関係などを追い、当時の留学生の視点について報告した。原教員は、弘
前藩に大きな影響を残した山鹿素行関係の資料群について検討し、義塾所蔵本の重要性を指摘した。尾崎
教員は、『日本開化小史』について、東奥義塾本表紙にある「東奥義塾育英会所有」ラベルと蔵書目録と
の対応関係を指摘、さらに本書を読んだ人物の着眼点について分析した。亀谷教員は、『環海異聞』を取
り上げて、江戸時代の漂流民の海外体験について書中の図版を提示しながら紹介し、義塾本の特徴につい
て検討した。
　以上の報告を受け、大正大学文学部渡辺麻里子教授がコメントを述べた。渡辺教授は、本プロジェクト
の歩みを概略し、これまでプロジェクトに協力いただいた各位への謝意を述べた。そして、各報告の要点
をまとめつつ、今後の調査の進展に対して一層の期待を寄せ、コメントを締めくくった。最後に、人文社
会科学部地域未来創生センター副センター長の武井が閉会の辞を述べ、本年度報告会を終了した。
　本年度は、昨年度以来研究の課題として上がっていた、明治初期の啓蒙思想の影響や、山鹿素行関係の
資料についてなど、これまで詳細に触れられてこなかった部分への深い検討が行われた。江戸時代の藩
校・奥文庫関係書籍としての位置づけに加え、近世から近代への連続と転換の双方から義塾所蔵本を見直
す視点が出揃ってきたと評価できる。
　今年度は、ライブビューイングとオンラインの同時開催という方法を採った。開催側も初めての試みで
不安も大きかったが、それにもかかわらず一定数の参加者を得られ、改めて本報告会の継続的な実施意義
を確認することができた。また、オンラインにしたことで、東京など遠方からの参加が可能になったなど
のメリットも感じられた。
　会場参加者のアンケートでは、「今回は２回目（昨年度も聴講した）。大凡の概要が判り、講義について
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行けたと自負できました。来年も楽しみです」（60 代男性）、「大変有意義な時間でした。義塾の蔵書類の
意義深さを深く感じさせていただきました」（70 代男性）、「蔵書全体から察せられる総合知としての思想・
世界観はどのように変化し、近現代思想に影響したと考えられるのか、研究者同士の交流から得られた知
見を伺いたい」（50 代男性）、「弘前藩の藩校資料を、ミッションスクールである「東奥義塾」が引き継い
だというのは全国的に見て特異な例だと思うが、それにしてもこれだけ貴重な資料を良く管理・所蔵され
ていたことに驚かされる。合衆国憲法が米国の歩みでもあったことが良く分かった。「林正明」の経験と
知識を明治時代の日本に生かせる道はなかったのか」（70 代男性）など、貴重なご意見・ご要望を頂戴した。
　特に今年度は様々な制約もあり、調査研究会としての大きな活動はできなかったものの、歩みを止め
ず、毎年開催することの意義・重要性を実感できた報告会となった。今後とも、実りある成果を挙げられ
るよう事業を進めていきたい。

　

　　３．お わ り に

　青森・津軽は、歴史ある土地であり、多くの文献資料や民俗資料が遺されている。しかしそれは、その
存在に気づかないでいると、急激なスピードで廃棄され、失われてしまう。津軽は実に多くの文献資料・
民俗資料が遺されているが、多くの資料は、これまであまり研究されたことがなく、地域の人にも知られ
ることがなく、静かに眠っている。私たちのこの事業は、こうした眠れる資料を発掘し、現在によみがえ
らせ、未来に向けてつなげることにある。
　事業の目的は大きく３つある。
　第１には、研究調査によって、貴重な文化資源を掘り起こし、歴史を解明すること。
　第２には、市民にその成果を披露し、みなで研究成果を共有し、未来に向けて大切に保存し、また積極
的に活用していくこと。時には保存調査活動に一緒に参加してもらい、理解を深めること。
　第３には、小学校から高校生など、未来を担う子供たちへの情報提供と教育を実施し、地域の歴史や文
化に理解を深め、地元の子供たちに郷土への理解と愛を深めること。大学生や市民の皆さんには一緒に研
究に参加してもらい、世代を越えて、津軽の文化財への理解を深め、未来をになう若者を育てる教育活動
を推進することである。
　研究調査が進み、青森が「歴史文化都市」として日本にそして世界に広く認知されるようになることを
願う。
　今後とも、私どもは努力を続けて行きたい。皆様の暖かいご声援とご協力をお願い申し上げる。
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陸奥新報　2020年（令和２年）12月17日（15面）

この画像は当該ページに限って陸奥新報社が利用を許諾したものです。
転載ならびにこのページへのリンクは固くお断りします。

＜陸奥新報 2020 年（令和２年）12 月 17（15 面）＞ 

 

 
 
 
 

この画像は当該ページに限って陸奥新報社の記事利用を許諾したものです。 
転載ならびにこのページへのリンクは固くお断りします。 

東奥日報　2020年（令和２年）７月15日（15面）＜東奥日報 2020 年（令和２年）７月 15 日（15 面）＞ 

  
 

この画像は当該ページに限って東奥日報社が利用を許諾したものです。 
転載は固くお断りします。 

この画像は当該ページに限って東奥日報社が利用を許諾したものです。
転載は固くお断りします。
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3プロジェクト事業ⅡⅡ

「地域における社会的課題の解決と地域企業の役割に
関する研究─青森県内の企業に着目して─」

大　倉　邦　夫１

森　　　樹　男１

熊　田　　　憲１

髙　島　克　史１

林　　　彦　櫻１

　　は　じ　め　に

　弘前大学人文社会科学部社会経営課程企業戦略コースでは、これまで「青森県内の企業や起業家に関す
る調査研究とそれらをふまえた教育活動」を進めてきた。本研究プロジェクトは、そうした成果に基づき
ながら、国際経営論、経営組織論、企業社会論、経営戦略論、地域イノベーション論、経営史、経済史な
どを専門領域とする、同コースの複数の教員が共同で展開してきたものである。以下では本プロジェクト
の概要と成果を報告する。

　　１．背 景 と 目 的

　本研究の目的は、青森県内の企業（あるいは起業家）に焦点を当て、そうした企業が環境問題、少子高
齢化の問題、過疎化・地域活性化の問題等、地域の多様な社会的課題の解決に対してどのように取り組む
ことができるのか、その課題解決のプロセスを明らかにすることである。
　行政やNPO/NGOだけでは、地域の活性化や地域の諸課題の解決には限界がある。近年、企業の社会
的責任や、国連の SDGs への関心の高まりを受けて企業にもその解決が期待されている（谷本 , 2020）。
青森県の基本計画においても、SDGs は重要な課題に設定されており 、地域の社会的課題の解決について
は、企業も重要な主体として位置づけられている２。実践的な意味においても、青森県内の企業と社会的
課題の関わりについての調査研究が求められている。
　また、企業の社会的課題への取り組みに注目する研究が増えつつあるが、その多くは大企業を中心と
したものであり、中小企業や特定の地域の企業を対象とした研究が少ないのが現状である（田中・横田 , 
2017）。これらを踏まえると、先行研究に対しても一定の貢献を行うことができる。
　さらに、こうした調査研究の成果は、弘前大学人文社会科学部の企業戦略コースにおける各講義・演習・
実習に活用できると考えている。企業戦略コースでは地域の企業や、地域が抱えている課題の解決に学生
が取り組む実習科目を展開している。地域の課題に対して企業がどのような役割を果たすことができるの
か、そうした課題を解決するためには何が必要になるのかという点について、本研究プロジェクトの成果
が参考となる。そうした成果を踏まえたテキストの作成も本研究プロジェクトでは今後計画している。
　　　　　　　　　　　
１	弘前大学人文社会科学部
２	青森県の基本計画「選ばれる青森」への挑戦に関しては以下を参照のこと。https://www.pref.aomori.lg.jp/kensei/seisaku/plan2019.html
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　　２．実 施 内 容

　今年度は、青森県内の企業や起業家にインタビュー調査を実施する予定であったが、コロナウィルスの
影響もあり、インタビュー調査は実施せず、本研究プロジェクトに関係する先行研究の検討や、過去に調
査した企業・起業家のインタビュー・データの整理などに取り組んだ。以下では、今年度の取り組みの概
要を示す。

（１）社会的企業に関する先行研究の検討
　近年、地球環境問題、貧困問題、途上国支援の問題など、SDGs に関わるさまざまな社会的課題が存在
している。例えば、地域においても、高齢者の介護支援に関する問題、青少年育成に関する問題、地域活
性化等の問題など、多くの課題が山積している。
　従来、日本において社会的課題は政府・行政が取り組むものと理解されてきたが、政府に任せるのでは
なく、市民が主体的に社会的課題に関わろうとする動きが少しずつ見られるようになってきている。特
に、近年ではビジネスの手法を用いながら、社会的課題の解決に取り組む「社会的企業」という事業スタ
イルが増えつつある。谷本（2020）は社会的企業の要件として社会性・事業性・革新性という３点をあげ
ている。第一に、社会性とは現在解決が求められている社会的課題に取り組むことを事業活動のミッショ
ンとすることである。第二に、事業性とは、そうしたミッションに継続的に取り組むために、事業収益の
獲得を目的としたビジネスの形態を通して、事業活動を進めていくことである。そして、第三に革新性と
は新しい社会的商品・サービスやその提供する仕組みの開発、あるいは一般的な事業を活用して社会的課
題に取り組む仕組みの開発のことである。
　谷本（2020）は、特に社会性と事業性をつなげる革新性が社会的企業にとって重要であると指摘する。
新しい社会的商品・サービスを開発し、それが市場に受け入れられることによって、事業性が確保され
る。そして、事業として成り立つことで、社会的ミッションが達成されていく。このように、社会的企業
が継続していくためには、革新性をいかにして生み出していくのかということが重要となる。
　谷本他（2013）は、こうした「革新性」を「ソーシャル・イノベーション」と呼んでおり、それらをい
かに生み出すのか、またどのようにして市場社会に普及させていくのかという点に関する調査研究が今後
求められるとしている。
　また、大室他（2011）は、社会的企業の立ち上げを計画・実行し、実際に事業を運営していく人物を「社
会的企業家 3」として捉えており、社会的企業家は、新しい商品・サービスの提供を通して、社会的課題
の重要性や意義を社会に伝える役割を担うことを示している。そのため、社会的企業家には社会的課題を
分かりやすい形で示すための能力が求められるとしている。さらに、社会的企業家は、安定した事業活動
を営むためのマネジメント能力や、商品・サービスやその提供する仕組みを開発していくにあたり、ヒト・
モノ・カネ・情報という様々な経営資源を確保していく必要がある。実際の事業活動においては、社会的
企業家が中心となる一方で、一人ですべてを担うことは困難である。多くのステイクホルダー（利害関係
者）とのかかわりを通して、経営資源を確保することによって、事業が実現していく。したがって、社会
的企業家には、様々なステイクホルダーを事業に巻き込み、協働関係を構築するなどして、継続的な事業
へと発展させていく能力も重要となる（Wilson et al., 2010）。しかしながら、そうした社会的企業家に注
目した研究は萌芽期の段階にあるため、丁寧な事例研究を重ね、社会的企業家の実態を明らかにする必要
があると先行研究において指摘されている（大室他 , 2011; Dentoni et al., 2014）。
　本研究プロジェクトが取り上げる企業も、SDGs に設定されている地域の諸課題に取り組んでいること
から、「社会的企業」の一つとして捉えることもでき、社会的企業関連の研究の知見が援用できることが

　　　　　　　　　　　
３	大室他（2011）は、ビジネスモデルを起こす側面だけではなく、「企てる」側面も考慮しているため、起業家ではなく、企業家という言葉を用いている。
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確認された。

（２）起業家行動に関する先行研究の検討
　上述したように、地域の社会的課題の解決にあたり、それに取り組む起業家に注目していく必要があ
る。本研究プロジェクトでは、Sarasvathy（2008）をはじめとした起業家研究についても検討した。以
下ではその点を整理する。
　Sarasvathy は、起業の熟達者（エキスパート）がとる行動原則を５つにまとめている。それは、第一
に「手中の鳥」の原則である。これは、目的達成のために手段からスタートして、新しい結果を創造する
と考えるというものであり、熟達した起業家ほど、「自分ができることは何か（what I can do）」に焦点
を当てて行動する、という原則である。
　第二に、「許容可能な損失」の原則がある。これは、損失というマイナスの面に焦点を置いて、「いくら
までならば損してもよいか」ということを検討するものである。熟達した起業家は受け入れられる範囲内
の損失の中で、自らが有する手段や集められる手段を用いて、成果を残そうとすることが示されている。
　第三に、「クレイジーキルト」の原則が挙げられる。起業家は個人で起業し、事業を遂行していくわけ
ではなく、協力するパートナーを巻き込みながら事業を遂行していくことになる。この原則では、パート
ナーによる自発的関与や相互協力を重要視する。つまり、熟達した起業家は、まずはパートナーと協力し
て「我々は何ができるのか（what we can do）」を考え、行動する中で逐次直面する環境に対応していき
ながら、新市場を形成したり、特定市場への参入を決定していこうとする。
　第四に「レモネード」の原則である。市場をはじめとした企業を取り巻く環境は予定調和の世界ではな
い。むしろ、予測もつかなかったような出来事が起こることから、市場は偶発的な世界となる。この原則
では、偶発的な出来事を回避したり、解消しようとするのではなく、これを積極的に活用しようと考え
る。すなわち、熟達した起業家は予想もしていない出来事を今後の活動のための資源（インプット）と捉
えることになる。
　第五に「飛行機の中のパイロット」の原則が挙げられる。現在、飛行機も自動運転装置が整えられ、そ
れによって運行されている。この機能が発達すると、将来的にはパイロットが不要になると考えられるか
もしれないが、万が一のトラブルを予知したり、トラブルを克服するにはパイロットの存在は欠かせな
い。この原則では、偶発的な出来事が発生する市場環境において、その発生の予知や対応については起業
家の存在が不可欠になることを示している。
　こうした起業家研究における熟達した起業家の行動の原則については、青森県内の企業（起業家）が、
どのようにして地域の諸課題を把握し、それに対する解決策をいかにして導出したのかを分析するための
視点を提供してくれるものとわれわれは考えている。

（３）インタビュー・データの整理
　上述したように、企業戦略コースではこれまでの調査研究や各種講義の中で、青森県内の企業（起業家）
の情報について蓄積してきた。特に、地域の資源を活用するなどして、地域の魅力を発掘し、地域の諸課
題の解決に取り組んだ起業家に焦点を当て、そうした起業家の背景や想い、起業に至ったプロセスなどを
聞き取りしてきた（森他 , 2019）。具体的には、①島康子氏（青森県大間町において地域おこしに尽力）、
②木村聡氏（青森県八戸地方でB１グランプリの企画を立案）、③岩渕伸雄氏（青森県弘前市でストリー
トダンススタジオを設立し、市内の地域おこしにも尽力）、その他数名の起業家が挙げられる。現在、聞
き取りを行ったデータのテープ起こし作業を進めており、各起業家の取り組みなどを整理していくことを
予定している。
　また、今後はコロナウィルスの状況を考慮しながら、フィールドワークに取り組み、実際に青森県内の
企業へのインタビュー調査などを進め、本研究プロジェクトのフレームワークに基づきながら、分析を進
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めていく。

　　３．おわりに：今後の展開

　以上のように、本研究プロジェクトでは、コロナウィルスの影響もあり、予定通りの調査計画を遂行す
ることは難しかった。しかしながら、各教員が関連する先行研究を調査し、今後このプロジェクトを進め
ていくための研究課題の明確化、研究課題を分析するためのフレームワークの構築等について取り組むこ
とができ、そのことが今年度の主な成果としてあげられる。なお、フレームワークの検討については、各
教員がそれぞれの専門性を踏まえ引き続き継続していく。
　そして、次年度には過去の調査データの分析を進め、弘前大学出版会に対して書籍の企画を提案する。
本研究プロジェクトの関係教員は、2019 年に青森県内の起業家に焦点を当てた『青森からはばたく‼
じょっぱり起業家群像Ⅰ』（弘前大学出版会）を出版しているが、この続編を現在執筆中である。こうし
た書籍化も、本研究プロジェクトの成果として考えている。
　今年度のプロジェクトを踏まえ、次年度以降は青森県内の企業（起業家）への調査をさらに進めていき、
地域の企業がいかにして SDGs をはじめとした社会的課題の解決に取り組み、持続可能な社会の形成に関
わることができるのか、こうした点についての理論的・実践的インプリケーションを導出していく。

＜参考文献＞
Dentoni, D., Bitzer, V. and Pascucci, S. （2016） “Cross-Sector Partnerships and the Co-creation of Dynamic Capabilities for 

Stakeholder Orientation”, Journal of Business Ethics, Vol.135, pp.35-53

森樹男・髙島克史・大倉邦夫・熊田憲編著（2019）『青森からはばたく‼　じょっぱり起業家群像Ⅰ』弘前大学出版会
大室悦賀・大阪NPOセンター編著（2011）『ソーシャル・ビジネス─地域の課題をビジネスで解決する─』中央経済社

Sarasvathy, S.D. （2008） Effectuation: elements of Entrepreneurial Expertise, Edward Elgar Publishing. （加護野忠男監訳『エフェ

クチュエーション』碩学舎 , 2015 年）
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Marketing Management Vol.39, pp.76-90
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4プロジェクト事業ⅡⅡ

災害復興感の時系列的変化とその決定要因
─被災地住民アンケート調査を用いて─

李　　　永　俊１

花　田　真　一２

永　田　素　彦３

山　口　恵　子４

牧　田　大　輝５

　　は　じ　め　に

　本調査事業は、東日本大震災で甚大な被害に見舞われた岩手県九戸郡野田村の住民を対象に行った「野
田村のみなさまの暮らしとお仕事に関するアンケート調査」に基づいて、時間の経過が被災地域の人々の
復興感に与える影響を明らかにし、長期的な復興政策のあり方を検証することを目的に実施した。また本
事業は、ほくとう総研地域活性化連携支援事業の助成金の交付を受けて実施したものである。

　　１．調査の背景と目的

　東日本大震災のような未曾有の大規模災害からの復興は、今まで経験したことのない多くの困難をとも
なうものである。復興過程でなにより優先しなければならないのは、言うまでもなく住民の皆さんの日々
の暮らしを建て直すことである。復興のための復興ではなく、住民の生活の質（Quality of life）を重視
した復興を成し遂げるためには、住民一人一人がどのような経済的、社会的被害に見舞われていたのか、
現在どのように生活を営んでいるのか、そしてどのような希望や将来への夢を抱いているのかを丹念に把
握する必要がある。この調査は、そのような住民の暮らしと生活に関する状況を正確に把握することの一
助になることを願い、実施した。特に、人間関係、地域間移動、仕事の変化、住まいや仕事の現況を調査
し、震災被害と復興状況を把握することを目的に実施した。
　ここでは、調査の概要のみを紹介したい。調査結果の詳細は後日、当センターのホームページなどを通
して公開する予定である調査報告書を参照されたい。

　　２．調 査 方 法

　調査対象は、調査時点で岩手県九戸郡野田村に居住する 20 歳以上の男女、計 2,726 人（2015 年国勢調
査ベース）とし、調査は郵送による質問紙調査で実施した。有効回答は 609、直接配布数 2,214 通に対す
　　　　　　　　　　　
１	弘前大学人文社会科学部・教授
２	弘前大学人文社会科学部・講師
３	京都大学大学院人間環境学研究科・教授
４	東京学芸大学教育学部・教授
５	京都大学大学院人間環境学研究科・修士課程 2年
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る有効回答率は 609/2,214 で 27.5％であった。

　　３．調査結果の概要

　図の１に、回答者の属性をまとめた。性別の構成比では、男性が 280 名で全体の 46.0％、女性が 320 名
で 52.6％となっており、女性が 6.6 ポイント多くなっている。また、年齢階級別の構成比では、20 代が
45 名で全体の 7.4％、30 代が 39 名で 6.4％、40 代は 67 名で 11.0％、50 代は 117 名で 19.2％で 50 代以下
は 45.0％に満たない。一方、60 代は 174 名で 28.6％、70 代以上は 115 名で 18.9％となっており、60 代以
上が全体の 47.5％を占めている。2015 年の国勢調査では、60 代以上人口が全体の 43.4％（1,801 名）であっ
たのと比較すると若干高齢者層の回答の割合が高いことが分かる。また、男女比では国勢調査の女性の割
合が 52.7％であったので、ほぼ同数となっていることがわかる。

図１　回答者の性別、年齢階級別構成比

　以下では主な分析結果を紹介する。
　最初に、アンケート調査から見えた野田村の皆さんの収入と仕事、そして人間関係や主観的な復興感な
どを、データを通して概観した。収入では若年層で収入増が４割を超えているのに対し、高齢層では収入
減の６割に達していた。他方、被害有無と収入の変化との間には統計的に有意な関係は見られず、経済的
な面においては震災の影響は薄くなっていると言える。ただ、注目される点としては、高所得層で収入増
が低所得層で収入減が多く見られる点である。2017 年調査でも指摘した復興過程における所得格差の拡
大が懸念される。仕事においては、職場の復旧状況では、「廃業した」または「まだ不十分」と答えた者
が１割を超えており、震災からの復旧の困難さをうかがうことが出来る。人間関係においては、若年層で
人間関係が増えた者が多い一方、高齢者層で付き合いが減っている者が多い。また、被害の有無では被害
があった者に、家族・親せき、地域の仲間が減った者が多かった。さらに村外の人々との付き合いも減っ
ているという実態も明らかになった。
　震災 10 年目、自身の生活復興や野田村の復興はどの程度進んでいると感じられているだろうか。震災
前と比べて、野田村は暮らしやすくなっただろうか。生活復興については、2017 年調査と同じく大多数
の人が半分以上復興したと感じており、復興が進んでいないという人はほぼなくなった。野田村復興につ
いては、2017 年調査と比べて復興が進んだと感じる人が増えている。また、野田村が暮らしやすくなっ
たと感じるかどうかについては、半数の人は変化なし、残りは「暮らしやすくなった」人と「暮らしにく
くなった」人がほぼ同数だった。興味深いことに、生活や村の復興感と暮らしやすさにはほとんど関連が
なく、自分の生活や村の復興は進んだが、村は暮らしにくくなったという人が１割ほどいた。暮らしやす
さと関連の強い事柄を探ったところ、将来が明るく楽しくはつらつとしている人、地域の仲間や村外の
人々との付き合いが増えた人、地域行事の世話をしている人との関連が強かった。生活復興や野田村復興

7.4 

6.4 

11.0 

19.2 

28.6 

18.9 

8.5 

２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳

６０～６９歳 ７０歳以上 無回答

0.53 
0.46 

0.01 

女性 男性 無回答
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については、関連の強い事柄について特筆すべきものはなかった。このことは、人々の日常生活は、震災
からの復興というフェーズから、震災以前からの連続性というフェーズに移行したことを示唆している。
　復興感と復興がほぼ完了したと感じる時期に影響を与える要因について、決定を用いて分析した。過去
の調査で質問した項目と共通する要素を説明変数として分析を行った結果、次のことがわかった。まず、
自分の生活の復興感については収入の維持という経済的要因が大きく影響しており、それ以外の要素はあ
まり影響していなかった。過去２回の調査結果から、震災直後の短期的な時期には人的ネットワークの影
響が強いが、時間が経つにつれて経済的な要因や個人的な要因が強くなることが示されている。10 年と
いう長期においてその傾向が強まったと考えられる。
　次に復興がほぼ完了したと感じる時期については、自分の生活については世帯年収が高い場合や最終学
歴が高い場合は早期に復興が完了したと感じており、一方で震災前に比べて世帯人数が減った場合は復興
が完了したと感じる時期が遅くなる傾向にあった。一方、野田村の復興については、子供がいてかつ、住
宅の被害が小さい場合や最終学歴が高い場合など、自分の生活の復興感が高いグループほど復興が完了し
たと感じる時期が遅くなる傾向が示された。以上の点から、短期的には人的ネットワークの維持をしつ
つ、経済的自立を早める支援をすることがより早く復興感を高めることに繋がることが示唆された。
　東日本大震災に伴う津波の影響で、震災以前に住んでいた地域が居住禁止区域に設定されたことによ
り、元の場所から転居を余儀なくされた住民も多かった。その結果、仮設住宅を離れた後、地域コミュニ
ティの変化が生じ、現在の生活にも多大な影響が及んでいることは明らかである。そうして形成された新
たなコミュニティでは、世代差による考え方の違いがしばしば問題になっているが、これについて、本質
的にどのような違いがあるのかを見出す。
　AIC とクロス集計による分析を行った結果、地域の活動への参加については年齢層が高いほど参加度
が高く、年齢層が低いほど参加度が低い傾向、人間関係の増減については年齢層が高いほど付き合いが
減ったとした割合が高く、年齢層が低いほど付き合いが増えたとした割合が高い傾向、震災前後での生活
の比較について年齢層が高い人ほど震災以前の生活と比較して現在が悪化したと考えており、年齢層が低
い人ほど震災以前の生活と比較して現在の方が良くなったと考えていることが読み取れた。これらを総合
すると、年齢層の低い人は、現在の生活様式において、地域の活動に参加する頻度は低いものの、震災以
前よりも周囲の人々との関係は増えていると感じている上、生活には満足しているという傾向があること
が明らかになった。
　最後の自由回答の分析では、漢字一文字で表す 10 年間について、および生活で困っていることや村の
将来の生活について、整理を行った。込められている思いを正確にはとらえきれないが、この 10 年間を
一文字で表した漢字で最も多かったのは、「変」であり、次がやや前向きなイメージの「進」であった。
続いて多かったのは順に「耐」「苦」「忍」と、ややネガティブなイメージの漢字が続き、この 10 年間の
複雑な状況が想像される。次に、生活で困っていることや将来の生活についての自由回答は、大きく分け
ると、雇用やインフラ面への不満や希望、少子高齢化や人口減少への不安や希望、教育や子育て支援への
希望、つながりのメリットとデメリット、生活の苦しさ、震災やコロナ感染症への思い、村政やボラン
ティアへの要望、の７つに整理された。前回の調査と比べると震災のことに直接的に触れている回答は大
幅に減ったが、もちろん課題がなくなったわけではなく、また、震災以前から村が抱えていた課題は継続
している様子がうかがえ、さまざまな意見が寄せられていた。
　分析結果の詳細については、後日公開予定の調査報告書にゆだね、ここでは簡単なクロス表を用いてお
おまかな傾向を紹介したい。

＜参考文献＞
李永俊ほか『野田村のみなさまの暮らしとお仕事に関するアンケート調整結果報告書』弘前大学人文社会科学部地域未来

創生センター、mimeo
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李永俊ほか（2018）『野田村出身のみなさまの暮らしとお仕事に関するアンケート調整結果報告書』弘前大学人文社会科学

部地域未来創生センター

李永俊ほか（2013）『野田村のみなさまの暮らしとお仕事に関するアンケート調整結果報告書』弘前大学人文学部（現、人

文社会科学部）
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5プロジェクト事業ⅡⅡ

「地方から公共性を問い直す
──ローカルメディアを基点として」

尾　崎　名津子１

羽　渕　一　代１

亀　谷　　　学１

新　永　悠　人１

アラステア・バトラー１

ジョシュア・ソロモン２

アンソニー・ラウシュ３

　　は　じ　め　に

　メディア（特にマスメディア）は「現在」を伝えることを役割として発達してきた。それはあたかも、
昨日のニュースを忘れるために今日のニュースが伝えられるかのようである。そのように「現在」を中心
とした社会になると、社会から「判断力」が失われる。このことをいかに解決していくかが、現在を生き
る人間に問われているのではないだろうか。
　社会的判断力の根拠を担保するような、「生きた記憶の伝承」が保証されない時代が現代であるとも言
え、それをどういう形で補っていけばよいのかということが、今の世界の大きな課題となっているように
見える。
　いわば「メディアは過去を忘れさせる」とでも言うべき事実がある一方で、メディアは「過去を記録す
る」という側面も有している。これが、上記の課題解決のために有効であると考えられる。
　近代以降の日本でさまざまに展開されてきた、出版、報道等に関するメディアは、その圧倒的多数が東
京を中心として築かれてきた。そこで青森のような地域は中央に対する「地方」として新たにイメージさ
れ、そのイメージが実体化、あるいは現地に生きる人びとにおいては内面化されてもいる。地域のイメー
ジがアイデンティティ・ポリティクスと密接に結びつく例も多い。
　地域の内側を見てみれば、その地域の中でのみ流通するメディアが多様な形で存在している。青森県で
は『東奥日報』、『デイリー東北』、『陸奥新報』、『津軽新報』といった地方紙が発行されているが、これは
他の都道府県に比べてタイトル数が多い。過去には『弘前新聞』、『青森新聞』、『茶太楼新聞』等も発行さ
れていた。東奥日報社はかつて『月刊東奥』などの総合誌を発行してもいた。現代においても、『青森の
暮らし』（グラフ青森）や『月刊れぢおん青森』（青森地域社会研究所）、『月刊『弘前』』（北方新社）、『北
の街』（北の街社、2018 年 12 月で廃刊）など、多彩な定期刊行物が県内で発行・流通していた。
　また、出版物だけがメディアではない。ローカルテレビ番組やラジオ番組、また、方言といった「声」
（音声）そのものもメディアであり、地域の中で何かを継承し、共有を促し、共同性を担保する役割を果

　　　　　　　　　　　
１	弘前大学人文社会科学部
２	弘前大学教育推進機構
３	弘前大学教育学部
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たしてきた。
　本プロジェクトでは、こうしたさまざまなローカルメディアを基点として、地域における公共性、共同
性、共同体の持続可能性のありようを多角的に検討、考察する。特色となるのは「共時性」を問うと同時
に「通時性」を問題化することも可能な点である。人文学、社会科学の諸領域の学知を結集した、ゆるや
かな共同研究体制を構築する。

　　１．背 景 と 目 的

　ローカルメディア研究は、たとえば大学共同利用機関法人 人間文化研究機構 国際日本文化研究セン
ターの機関拠点型基幹研究プロジェクト「大衆文化の通時的・国際的研究による新しい日本像の創出」で
もフォーカスが当てられるなど、近年注目の集まる研究領域である。代表者（尾崎）は、このプロジェク
トの前身となる国際日本文化研究センター共同研究「戦後日本文化再考」（2017 年度）のシンポジウムに
登壇した際に、ローカルメディア研究を日本文学・文化研究の領域のうちにとどめず、より学際的な異分
野連携型共同研究へとひらいてゆくことが、「ローカル」なものをめぐる新たな視座や研究手法をもたら
すことになることを着想した。具体的には、従来の文学・文化研究的なアプローチと、言語学における
フィールドワークや臨床心理学における質問紙調査ならびに行動介入実験、さらに、欧米の東アジア研究
の手法とを組み合わせ、現代社会や地域社会をめぐる課題の解決や地域資源の利活用に資する研究を行う
ことである。これは、ローカルメディアについて「通時的（歴史的）かつ共時的（今日的）」な検討を加
えることを意味する。通時的な本質への理解を、今日的な課題の解決に活かす研究であり、新しい研究ア
プローチの開発、さらには新学術領域の開拓を目指すものである。

　　２．実 施 内 容

　本プロジェクトメンバーのそれぞれが専門性を生かし、公共性やローカリティを鍵語として各課題を展
開している。

①占領期の青森のメディア環境と地方文学・地方文化（尾崎名津子）
　占領期（1945 年９月～ 1952 年４月）に発行されていた『東奥日報』をはじめとする青森県の地方紙や、
雑誌『月刊東奥』を中心に調査を行い、そこに浮上する文学や文化を通じた共同性構築の様相を分析し、
意義づける。今年度は、地域未来創生塾＠中央公民館の第６回として、2020 年 12 月 23 日（水）に「占
領期の『月刊東奥』から見る青森の戦後」と題した講座を行った。また、『地域未来創生センタージャー
ナル』第７号（2021 年２月）に論文「敗戦直後の青森県内の言説状況─占領期の『月刊東奥』と石坂洋
次郎の役割─」が掲載された。

②地方紙と地域のアイデンティティ（アンソニー・ラウシュ）
　The research project proposes to look again at how media contributes to publicness and 
commonality, doing so by focusing on how the local newspaper presents local culture and local 
economy. The intersection of these two domains offers opportunities for local areas through recognition, 
valorization, and exploitation of local cultural economies. Following on and reexamining past research, 
my focus will be on how the local newspaper contributes to local identity through coverage of local 
culture and economy and how the newspaper frames this local cultural economy in a manner that 
creates a common public around it.
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③ローカルメディアにおける海外情報（亀谷学）
　『東奥日報』をはじめとする青森県の地方紙を中心に、世界史的大事件の報道やそれに対する反応、ま
た平時における海外に関する記事を調査・収集する。それによって、海外からもたらされる情報がローカ
ルメディアという場の中でどのように回収され、咀嚼された上で人々にもたらされたか、また地域アイデ
ンティティの形成や変容にどのような影響をもたらしたのかについて検討する。

④青森に生きる若者のメディア利用と公共性（羽渕一代）
　青森県むつ市・おいらせ町の青年層の公共性（地域参加・政治意識・社会意識）、私的生活（通信メディ
アの利用、家族関係、恋愛行動）、地域への愛着に関する分析をおこなう。分析は、市民的公共性の基礎
となる文芸的公共性（J. ハバーマス　1990=1994）の地方社会における様相を検討することとなる見通し
である。また、青森の青年層の社会的態度、また青森特有の社会問題に対する意識を判明にすることを目
的とする。今年度の成果としては、成田凌・羽渕一代「「地方」の若者の定住意向とその要因に関する検
討─「青森 20‒30 代住民意識調査」の分析から─」が、『地域未来創生センタージャーナル』第７号（2021
年２月）に掲載された。

⑤青森県におけるテレビ・ラジオの受容（太田美奈子）
　1950 年代、青森県内で初期テレビ受容の顕著な動きがあった。メディア論においては、大都市中心の
テレビ受容史が定説となっている。しかし地方と都市では社会文化的に異なる受容があったことが推察
される。東京中心の相対化し，初期 テレビに開かれていた様々な可能性を追究する。とくに下北郡佐井
村，八戸市などのフィールドワークからデータを採取し、民俗誌的手法を用いて日本初期テレビ受容史を
修正することを目的とする。

⑥地方語による表現とその文学的・政治的な意義（ジョシュア・ソロモン）
　本課題のサブテーマとしては、「昭和期以降の「方言」をモダニズム的な表現法として捉え直す」、「「場
作り」のパフォーマンスとしての現代地方語活動」が挙げられる。この研究課題では、昭和期以降の地方
語（方言）を政治的かつ芸術的な意義のある媒体として分析する。本課題の目標は詩・文・口頭伝承・音
楽など幅広い分野における地方語の活用を総合的に考察し、それらを「場作り」の観点から新たに布置す
ることである。Embodied language acts（意味内容としてはパロールに近いが、話すことだけではなく
書記行為もここでは含める）は、弁証論的に過去の言語製産と常に交渉しているため、歴史的な文脈に注
意を払いながら、製産・受容・場といった通時的な要素に重点を置きつつ研究を進めていく。

⑦青森県における方言の独自性と公共性（新永悠人）
　青森県の伝統方言のうち、いずれか１つの地域を対象にその文法全体の記述を行うことで、日本語共通
語（標準語）とは異なる独自の文法・語彙体系を持つことを明らかにする。
　一方で、ローカルメディア、ポップミュージック、SNS などにおける青森県の伝統方言の使用実態を
調べることで、日本語共通語（標準語）を介さないコミュニケーションがどの程度の公共性を持っている
かを明らかにする。

⑧ Tsugaru Narratives Annotation Project（アラステア・バトラー）
　The aim of this project is to create a parsed corpus of the Tsugaru dialect. This is to include 
morphological and syntactic analysis. The data is collected from audio samples spoken by native 
speakers of the Tsugaru dialect. The samples consist primarily of readings of Mukashi-Banashi (Japanese 
Folktales) of the Tsugaru region.
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　Once created, this will provide all the information required for the extraction of a rich dictionary 
resource, and also provide corpus-based syntactic parse analysis of the regional language to facilitate 
wider linguistic research goals.
　The annotation approach closely follows the NINJAL Parsed Corpus of Modern Japanese project 
(http://npcmj.ninjal.ac.jp/). This includes adoption of the methods of linguistic analysis and on-line 
presentation. The data will also be made parallel with standardised Japanese and English translations.

　　３．研究会「地方におけるメディアの受容と公共圏の変容」の開催

　2021 年１月 23 日（土）に本プロジェクトの第１回研究会を開催した。「地方におけるメディアの受容
と公共圏の変容」をテーマとし、太田美奈子氏（新潟大学人文学部）とアンソニー・ラウシュ氏（弘前大
学教育学部）からの報告をもとにプロジェクトのメンバー間での議論を行った。
　太田氏は日本における地方のテレビ受容を研究する社会学者であり、青森県（特に佐井村など下北や、
田子町を中心とした三八上北）を主なフィールドとしている。研究会では「青森県における初期テレビ受
容──電波範囲の変遷を補助線として」と題し、テレビ受容研究が都市部を中心に展開されてきた文脈を
踏まえ、青森県内における 1950 年代のテレビ受容を各種文字資料、映像資料（写真）から実証的に分析
することで、テレビというテクノロジーが公共性に関与する様相を繙いた。
　ラウシュ氏は既に『A Year with the Local Newspaper: Understanding the Times in Aomori, Japan』
（University Press of America、2001）、『Japan’s Local Newspapers: Chihoshi and Revitalization 
Journalism』（Routledge、2012）など、青森県内で発行されている地方紙に関する業績が多数ある。それ
らにおいてはVolunteerism、Local Identity and Revitalization、Disaster Journalism という三つの観点
から地方のメディア言説について考察がなされてきた。今回は「The case of the local newspaper」と題
し、自身の過去の研究を振り返りつつ、Rensai（連載）を鍵語として 2020 年の『東奥日報』について、
それ以前との記事作成の質的差異を検討した。
　いずれの報告もこれまでの研究成果や知見を前提とした大変充実した内容であり、その後の議論におい
ても今後の共同研究における指標となるような観点が様々に提出された。
　今回は新型コロナウイルス感染症問題に伴う社会情勢にあって、プロジェクトメンバーに限っての開催
となったが、今後はより開かれた成果報告の形式を模索していきたい。

　　４．お わ り に

　今般の社会情勢下でも可能な形において、文献調査とフィールドワークの両面での調査を展開し、今後
も定期的な研究会開催を通して継続的に共同研究を進めていく。その経過や成果の報告については、オン
ライン報告会やオンライン講演会などの実施も検討に含める。
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6プロジェクト事業ⅡⅡ

持続的な「小さな社会経済」の未来を構想するための 
アーカイビングの模索：ポスト経済成長期青森県の生業口述史の蓄積

白　石　壮一郎１

近　藤　　　史１

葉　山　　　茂１

　　１．目 的 と 背 景

　本共同研究プロジェクトは、青森県内の漁業・林業従事者を対象とし、生業にかかわる基礎的な聞き取
り・観察調査を実施し、将来的なアーカイビング（記録の集積と保存）の素材となる基礎データの扱いを
議論することを目的とした。
　漁業・林業は全国的に久しく構造的後継人材不足の状況にあり、青森県もその例外ではないが、産業と
しても生業文化としても重要な位置を占める。たとえば「北東北三県」の岩手・秋田・青森で経営体（漁
家や事業体）の数でみると、2011 年の東日本大震災以後は、青森県が他の二県を上回っている。また、
青森ヒバ（ヒノキ科アスナロ属）の針葉樹林は、秋田のスギ林、木曽のヒノキ林とならび日本三大天然美
林と称され、青森県面積の 66％は森林面積である（2017 年時点）。
　しかし、漁業・林業に関しての人文・社会科学的な研究調査は農業のそれに比べても近年マイナーな位
置にとどまっている。したがって、県内の漁業・林業について基礎的な調査研究を重ね、基礎的なデータ
を集積していくこと自体に意義がある。本プロジェクトで収集されたデータは、聞き取りと観察による漁
業・林業に関する基礎調査のトピック検討の材料となり、調査で得たデータを将来的に一般に公表する形
式、公共性のあるアーカイビングの方法を検討する材料となるだろう。
　本プロジェクトの各調査は、具体的な諸個人を対象に据え、かれらの人生上の経験を聞き取り、現在の
生業にかんする活動・行為の観察をデータとして蓄積する。ここで言う「具体的な諸個人」は、年代で言
えばおおよそ 50 歳から 80 歳の年齢幅である。かれらは高度経済成長期の終わったあとに働き始めたり、
仕事で一人前になったころに経済成長期は終わっていたりした世代である。かれらのなかには転職、U
ターン、兼業経験者が多い。かれらの経験や、身につけている技術と知見は、かつての日本民俗学や生態
人類学が好んで記述の対象とした「伝統的生業」のそれの枠内には収まりきれないものであり、その点に
も着目したい。

　　２．実 施 状 況　　

　本プロジェクトの３名のメンバーは、それぞれ沿岸漁承継（下北郡風間浦村；白石）、出稼ぎ漁（上北
郡野辺地町；葉山）、山林管理と利用（下北郡むつ市脇野沢、風間浦村、むつ市大畑；近藤）についての
調査をおこなった。いずれの調査も現地に赴き、対象となってくださった方がたへの聞き取りや、同行し

　　　　　　　　　　　
１	弘前大学人文社会科学部
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た活動の観察をもとに手書きノーツ・写真・音声などの記録をとっておこなわれた。

２− 1．沿岸漁業承継経験についての聞き取り調査（白石）
　2020 年７月、および９月に青森県下北郡風間浦村にて、合計５日間の聞き取り調査、観察調査をおこ
なった。いずれも調査の相手をしてくださったのは専業漁師のAさんご夫妻である。Aさんは現在 60 歳
代半ばであり、風間浦村で生まれ、中学校を卒業後に東北圏内でのいくつかの職を経て首都圏に出た。30
歳のときに結婚し、まもなくUターンして風間浦村で専業漁師となり、現在に至っている。
　この調査では、Uターン後にAさんが沿岸漁業に従事するなかで、漁法や漁場について学んでいった
プロセスを聞き取ることに照準した。風間浦村の漁家は沿岸漁業を営んでおり、イソブネと呼ばれる船外
機付き小型和船でのウニ・アワビのモリ漁、ウニのカゴ漁、およびカマやネジリによる天然コンブ漁を主
幹とし、これを 40 歳代から 80 歳代のすべての年齢層の漁師がおこなっている。一方、40 歳代から 60 歳
代を中心にチャッカ船と呼ばれる焼玉エンジンの動力船によるアンコウ刺し網漁、イカ漁などがおこなわ
れている。このうち、この調査で聞き取っているのはイソブネでの漁である。チャッカ船での漁は通常２
−３人が乗りこんで出漁するのに対し、イソブネはひとりで出漁する場合がほとんどだ。
　Aさんの父親は村の「一番漁師」のひとりだった。Aさんが 30 歳で Uターンしてきたとき、父親は
70 歳で現役漁師だった。Aさんは子供の頃から父親の手伝いで日常的に漁に出ていたので、２人いる兄
に比べても自分が漁が得意だと思う程度にはなっていた。子供のAさんは、隣で父親の仕事ぶりをみて
いるだけでなく、時折指示されて真似ごともやってみた。中学生のころには、水面から海中を覗くハコメ
ガネ、コンブを刈るネジリやカマ、ウニ・アワビを突くモリなど一連のイソブネ漁の漁具もあるていど使
えるようになっており、独自にワカメ漁をした。
　Aさんは三男で、家業の漁家を継いだ。ただし家業を「継ぐ」というリアリティはAさんのなかにそ
れほど強くない。実際、Aさんは父親から船などを受け継いだわけでもない。それよりも、だれかが家
にいて親のメンドウみる、墓を守るなどしなければいけないという、「家に居る」という思いのほうが強い。
Aさんが漁の面白さを学んだのは子供の頃の父親の手伝いからだが、Uターン後は独立して父親とは「別
の船で」やってきて、周りの漁師仲間のなかでさまざまなことを学んで現在に至っている。
　聞き取り調査では、中学生のころのワカメ漁のこと、そのころの父親との関係性、Uターン後の周囲の
漁師との関係、漁師仲間の教え合いと競い合いの気風について主に話を聞いた。
　
２− 2．出稼ぎ漁経験についての聞き取り調査（葉山）
　2020 年７月、および９月に青森県上北郡野辺地町にて、合計２日間の聞き取り調査をおこなった。調
査の相手をしてくださったのはBさん（７月）、Cさん（９月）であり、いずれも野辺地町歴史民俗資料
館のスタッフの方からご紹介いただいた。
　Bさんへの聞き取りの内容は、ライフヒストリーおよびホタテ養殖、ホタテ漁についてである。Bさん
は高校を出てすぐにホタテ養殖の仕事に参加し、別の仕事をすることはなかったという。野辺地町のホタ
テ養殖では、稚貝を採取して出荷するまで育てるホタテ養殖と稚貝をある程度まで育てて海に撒いて解禁
時期に地域の漁業者たちが獲るホタテ漁とがある。ホタテ養殖では、稚貝の採取から出荷までに複雑な選
別と育成の過程がある。
　Cさんへの聞き取りの内容は、ニシン漁などの出稼ぎ経験についてである。 Cさんは 17 歳のときに選
考人と呼ばれる先達（サキダチ）に誘われて北海道の利尻島仙法志の親方のところにニシン漁出稼ぎに行っ
た。それが青森からのニシン漁出稼ぎの最後の年で、その後、野辺地に事務所を構えていたマルハの先達
に誘われて南氷洋・北洋で漁をする大型船に乗り 1981 年まで船員として漁に出ている。野辺地町歴史民
俗資料館のリニューアルにも関連して、ニシン漁の出稼ぎ経験など歴史的な経験で、モノが残っていない
事項については、経験者への聞き取りデータの蓄積がいま喫緊の課題である。
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２− 3．山林の管理、薪炭利用についての観察および聞き取り調査（近藤）
　2020 年８月、および 10 月に青森県下北郡むつ市脇野沢（旧脇野沢村）、下北郡風間浦村、下北郡むつ
市大畑にて、合計５日間の聞き取り調査、観察調査をおこなった。
　８月の脇野沢調査では、X集落に住むDさんの案内で、国有林の中のX集落住民むけ「ヤマワケ（薪
炭用の山林配分）」現場を観察するとともに、同氏へ燃料木利用に関する聞き取り調査を実施した。例年、
夏に東北森林管理局脇野沢森林事務所から集落へ、その年にヤマワケしてよい森林区画が通知されると、
希望する世帯が集まって利用割りを決めて、世帯ごとに樹木の伐採と搬出をおこなう。かつては夏・秋に
伐採して、冬に木製ソリやプラスチック製ソリに丸太を積み、谷筋の雪を滑り降りて搬出していた。現在
は丸太の運搬に運搬車と軽トラックを利用するようになったことから、秋のうちに搬出まで終える。
　Dさんにはまた、同氏が所有する漁船に同乗させていただき、地域の漁場を観察するとともに、ご自宅
でライフヒストリーに関する聞き取り調査を実施した。Dさんは 16 歳のときから青森市やむつ市の工務
店で働き、30 歳で脇野沢に戻って大工として独り立ちした。その後は、大工を主業としつつ、漁業テツ
ダイや山林利用、道路除雪など複数の生業を複合的に営んできた。13 年前に自宅に薪ストーブを設置し
たことで、燃料調達のためヤマワケに参加するようになった。当初はプラスチック製のソリで木材を搬出
していたが、８年ほど前から主業の工務店で所有していたバックホーで作業林道をひらき、運搬車で搬出
するようになった。高齢化によって伐採・搬出労働が困難になり、ヤマワケをやめたり規模を縮小する集
落が多いなかで、X集落ではDさんが重機で作業林道をつくり、舗装道路までの木材搬出をサポートす
ることによって 11 世帯（集落の約３分の１）が薪炭利用を継続している。
  脇野沢ではこのほか、森林管理局非常勤職員（定年退職後の再雇用）のEさんのご自宅（Y集落）にお
いて、脇野沢の国有林における林業施業と地元のヤマゴ（山子、木こり集団）の歴史について聞き取り調
査を実施した。

写真 1　 �脇野沢 X 集落。薪炭用の「ヤマワケ」の境界
を説明するＤさん。

写真２　�むつ市大畑。F さんは独力でヒバ樹の挿し木苗
づくりを継続してきた。経験的に導きだされた、
よい苗（早くまっすぐ生育する株）になる枝の
選定基準を説明する F さん。
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　10 月の風間浦村・むつ市大畑調査では、風間浦村在住の漁師Aさんから林業に従事するFさんをご紹
介いただき、お二人に風間浦村における林業やヒバ植林の歴史と現状に関する聞き取りをおこなった。こ
の聞き取りの翌日、Fさんの仕事に同行させていただき、下北地方森林組合が下草刈り作業を請け負うヒ
バ植林地（むつ市大畑）を見学し、ヒバの植林・育林に関する作業内容や使用道具について観察と聞き取
りを実施した。
　また、Aさん所有・管理のヒバ・スギ混交植林地を見学し、Aさんの父親の代から親子２世代にわた
る農地から林地への転換といった土地利用・資源管理の歴史と、現在の育林作業や間伐材の利用（養殖昆
布のはざがけ乾燥等）について観察と聞き取りを実施した。

　　３．考 察 と 課 題

　2020 年度は COVID-19 パンデミックをめぐる国内状況が流動する中で実施されたため、本プロジェク
ト現地調査は移動についての規制（大学からのもの、自主的なもの）のあいだを縫っておこなわれた。
フィールドワークとしては取りかかりにすぎない。したがってここでは、どれだけ詳細なデータを分厚く
集め得たかということは最重要事項とはしていない。以下では、漁業・林業など生業についての観察・聞
き取り調査、およびデータ公開（印刷物、資料館展示）の意義などを考察し、今後の展望について議論し
たことを示す。
　調査トピックは、メンバー各自の特定の関心にもとづいて設定したというよりは、調査地の方がたの現
在の活動や関心、調査地の歴史民俗資料館からの要請など、対象社会からのニーズのある、生業に関わる
知見・経験について話を聞いていったという性格のものである。なかで調査者のもつ関心と接点をもつ対
話の広がりが調査トピックとなっているのであり、こうした地域の方がたとの知的協働はこんにち地域社
会調査で欠かせない点である。
　かならずしも「地域活性化」などの施策と直結しないこうした事例記述的なデータに関して、地域民俗
資料館が関心をもっていることは心強い。ではこうした基礎的なデータコンテンツの受け手として、どの
ような人が想定できるだろうか。まず、調査地域の方がたである。地域の生業の記録が残ること、しかも
それらが生業の担い手である名前をもった個々人の語りや写真とともに残ることは、記憶を形にして残
し、次世代に伝えていく希望を地域の人びとにもたらす。次に、教育の現場である。とくに大学など高等
教育の現場では、地域社会の生きた歴史を知るだけでなく、こうした調査法や調査を蓄積する意義を伝え
ていくことができるだろう。
　ほかにも、地域への移住についての基礎情報を提供する可能性が考えられる。たとえば漁業の承継経験
については、Ｉターンで転入を希望する人などにとって参考になるかもしれない。もちろん、ある事象
（生業知見の継承）についてのある時代における経験が、現在でもそのまま妥当するということはないし、
事例に登場する漁家を承継したAさんのUターン事例は、他地域で漁業との接点がほとんどなく I ター
ンする人とでは条件が違いすぎるなど、聞き書きの内容そのものの一般性はかなり限定されている。だ
が、そこにはかれらにとって学術論文・学術書や政府・自治体のweb サイトからは得られない有用な質
的な情報が随所にみられることも確かだろう。
　将来的にデータを公開する場合の形式や、公開の媒体、公開の範囲は熟考を要する問題である。よく指
摘されるように、人びとの実際の語りは、受け手からすればいっけん論理・話題の一貫性を欠くような箇
所や、時系列の前後が混乱しているかのような箇所がしばしばある。また、みようによっては冗長な繰り
返しなども多い（学術的には、これらは興味深い点にもなるのだが）。より広く読者をもとめるためには、
もともとの語りの個性や面白みを失わないよううまく整理・編集して、要約など示したリード文をつけ
る、細部を豊かにする註釈やコメントを効果的につける、写真にも丁寧なキャプションをつける、などの
工夫が必要となる。
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　公開の媒体は資料館、そしてインターネットを想定できる。インターネットで公開する場合、その公開
の範囲をどの程度制限するかは資料の内容・性質によって異なるが、こうしたことをすべて調査地の語り
手の方がたと議論して決めていく必要がある。かつ、こうした検討や協働のプロセス自体を記録に残して
いくことも重要だ。また、映像による記録は撮影時に公開を前提とした了解を得やすいことや、Youtube
などのプラットフォームを利用しやすいことなどのメリットがある点を踏まえて、今後検討の余地がある。
　なお、本プロジェクト各調査の内容と議論の詳細は、今年度末（2021 年３月）に報告書として印刷・
製本して公表する予定である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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1外 部 資 金 事 業ⅢⅢ

深浦町における歴史文化資源調査と
その活用による津軽青森地域振興事業

原　　　克　昭１

は じ め に

　深浦円覚寺古典籍保存調査プロジェクトは、2017 年の調査開始から数えて４年目を迎えた。前年度に
引き続き、2020 年度も公益財団法人青森学術文化振興財団より地域の振興に係る研究事業（チャレンジ
枠）の助成を受けて実施した。以下、本事業の活動を報告する。

　　１．背 景 と 目 的

　新たな観光資源の開拓が重要課題である青森県内には、貴重な宗教関係の古典籍・古文書・文献資料が
数多く伝えられている。そのような文献資料群を、新たな文化資源として発掘・再発見し、さらに高付加
価値化することが求められる。
　弘前大学では、深浦町と連携協定を締結し、弘前大学深浦エコサテライトキャンパス開講をはじめ、
様々な領域分野で地域のニーズに応じた社会連携を実践してきている。うち、本事業では、津軽地域にお
ける歴史文化振興事業の一環として、深浦町の古刹・春光山円覚寺に所蔵される古典籍資料群の調査研究
に着手し、さらに公益財団法人青森学術文化振興財団の理解と助成を得て、新たな津軽青森地域の歴史文
化資源、ひいては青森県を代表する文化観光資源へと展開させることをめざしてきた。
　その目的は、円覚寺資料調査への市民や学生の協働調査参加という「青森モデル」の推進、フォーラム
開催・報告書の刊行・市民講座による研究成果の地域還元と情報共有など、青森県の歴史文化振興に文献
資料調査という面から貢献することにある。あわせて、県外に向けては国内でも貴重な宗教史関係資料の
存在を発信することに努めている。はたして、「青森モデル」による地域市民の調査参加や全国規模での
フォーラム開催は大きな反響を呼び、「歴史文化都市」としての「青森」に対するまなざしと関心度は徐々
に高まりと拡がりを見せている。そのような過程にあって、調査研究じたいも円覚寺資料を青森県の文化
財指定として申請する段階にまで漕ぎつけたところである。

　　２．実 施 内 容

　今般の新型コロナウィルス感染拡大に伴う社会情勢を受けて各種事業の延期や中止が余儀なくされる
中、本事業においては地道な調査活動の継続とオンライン型フォーラムの開催を実施することができた。
それも、ひとえに本事業に対する地域の理解とニーズに支えられたからにほかならず、その需要に応えう
るだけの事業的意義を再認識できたことは特筆すべきところである。本年度における具体的な実施内容

　　　　　　　　　　　
１	弘前大学人文社会科学部
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は、以下の通りである。
（１）深浦円覚寺所蔵古典籍資料の継続発展的調査の遂行
　・�８月の調査再開以降、およそ月一回のペースで深浦円覚寺に所蔵される古典籍資料群の悉皆調査を定
期的に実施した。

　・�現在までに、約 2000 点に及ぶ膨大な資料群を悉皆調査し、中世聖教・歴代住職関係・津軽周縁の諸
師関係・朝鮮本にわたる分類作業と書誌調査を推進した。

　・�青森県の文化財指定申請の準備として、指定対象の資料群につき書誌カードの採取、申請用目録の作
成、写真撮影を同時並行的に進め、必要な申請手続きは完遂させた。

　・�上記の継続発展的調査に加えて、県文化財保護審議会委員による予備調査に立ち会い、調査協力と情
報提供に従事した。

（２）�2020 年度深浦古典籍保存調査プロジェクト成果報告会（フォーラム）のオンライン開催（2020
年 11 月１日）

　・�津軽青森地域が重要な宗教的拠点であり、深浦円覚寺の資料群が学術的重要性を有していることを情
報発信するべく、例年、学内関係者による調査成果報告に加えて、各学域の第一人者を招聘し特別講
演を実施している。

　・�2020 年度は当初、末木文美士先生（東京大学名誉教授）を招聘し、弘前大学を会場としたフォーラ
ムを企画していたが、今般の新型コロナウィルス感染状況に鑑み、Zoom仕様によるオンライン開催
へと変更した。結果として、社会連携課ならびに人社総務Ｇの全面的な協力を得て、弘前・深浦・東
京をオンラインでつなぐ“もうひとつの地域連携発信型”を提唱・実践する機会となった。

　・�オンライン開催にあわせて、学内および深浦町役場内にパブリックビューイング会場を設定して告知
した。あいにく当時の社会状況と感染防止対策の観点から、パブリックビューイング会場については
中止とせざるを得なくなったが、あらかじめ事前にチラシ（添付資料）に明記しておいたことから、
社会連携事業としての危機管理の点においても支障をきたすことなく円滑に開催することができた。

　・�会場でのフォーラム開催は実施できなかったが、それを惜しむ声は各所より頂戴した。かたや、オン
ライン開催に切替えたことで、リモート視聴参加が可能となったという声もいただいている。今後の
新たな地域連携発信型を再構築するための参考としてゆく。
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（３）報告書の刊行準備
　本事業にかかる調査研究の成果や協働調査の経緯と現況、フォーラム開催内容をとりまとめた報告書
は、各号ごとに約 400 部程度を発行し、様々な形で反響をいただいている。2020 年度も、引き続き『深
浦円覚寺所蔵古典籍調査報告書』第三集として刊行・頒布し、調査によって得られた情報を地域住民に活
用してもらえるようにする。また、全国規模での学術研究に資するべく、全国の資料調査関連の研究機関
ならびに研究者に提供する予定である。

　　３．お わ り に

　例年とは異なる未曾有の社会情勢の渦中にあって、研究調査の継続展開、オンラインによるフォーラム
開催、県文化財指定の申請準備、そして報告書第三集の刊行にまで漕ぎ着けることができた。これは、持
続可能な地域社会への貢献活動の一環として、本事業の有する底力が再認識されたところでもある。
　なお、本プロジェクト事業の立ち上げから携わっている渡辺麻里子氏（現・大正大学教授）の転出異動
に伴い、今後は外部研究者として参加協力を仰ぐことで、引き続き地域に密着した調査活動の持続と全国
規模での学術的発展という双方向的な展開が期待される。従前の研究調査成果と資料的意義を集大成する
とともに、県文化財指定申請の審議結果を受けて、津軽青森地域における歴史文化資源の存在を広くア
ピールすることによって、より一層の地域連携と全国への情報発信に努めてゆく所存である。

〈参考文献〉
『深浦円覚寺所蔵古典籍調査報告書』第三集、2021 年 2 月、弘前大学深浦円覚寺古典籍保存調査プロジェクト（1-194 頁）．
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地域未来創生政策科学研究会

李　　　永　俊１

研 究 会 事 業ⅣⅣ

１．地域未来創生政策科学研究会の目的と概要

　地域未来創生政策科学研究会は、弘前大学人文社会科学部地域未来創生センターと青森県企画政策部の
共催による、政策科学に関する連続研究会である。2018 年４月からおおむね年６回のペースで行われ、
今年度で３年目になる。
　その目的は次の３点である。
 ［１］	 政策の企画立案に携わる県職員に対して、政策に関する学術的知見を幅広く提供すること
 ［２］	 �政策の企画立案に携わる県職員と、政策の現場の実情や課題、これまでの政策の成果などについ

て情報交換を行うこと
 ［３］	 将来的には大学教員と県職員の共同研究を促し、地域における政策研究を振興すること
　つまり、大学がもつ知識を社会還元するとともに、県職員との情報交換を通じて、地域政策の科学的研
究を振興することである。
　本年は新型コロナウイルスの感染拡大防止策として、全ての研究会をリモートで開催した。また、新型
コロナウイルスの対応などもあり、例年の年５回で実施してきた研究会を３回に縮小して実施した。

２　今年度の研究活動報告

第１回研究会
日　　時：2020 年９月 30 日（水）15：00 ～ 17：00
開催方法：Zoomによるリモート研究会

第１報告　李永俊「COVID-19 が青森県労働市場に及ぼす影響」
　新型コロナウイルス感染拡大が地域労働市場に及ぼす影響と今後予想される労働市場の動静を検討し
た。また、求人・求職に関する直近のデータを用いて、2007 年の金融危機と比較分析を行った。分析結
果として、まず指摘したいのは、金融危機との大きな違いとして、コロナの感染拡大が始まった 2020 年
３月には、労働市場において人手不足の状況であった点である。ただ、その後、急速に求人が減少してい
る。また、事務、販売、サービス、生産工程の職業では前年比３割以上求人が減少しており、一部の職業
にダメージが集中していることがわかる。上記の職業は女性労働者が多く、女性労働者への影響が心配さ
れる。今後の見込みとして、事態の長期化の可能性も高いことから、被害が集中している女性や子育て世
帯への支援が急務であることを指摘した。

　　　　　　　　　　　
１	弘前大学人文社会科学部・教授
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第２報告　県庁統計分析課「各経済指標の動向と青森県景気ウォッチャー調査結果など
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、本県経済にも大きな影響を与えている。そこで、主な経済指
標について、東日本大震災や新型インフルエンザ等、過去の事例と比較してみたところ、落ち込み幅もそ
の期間も今回の方が大きいことがわかった。特に、人の移動が制限されたことにより、観光関連産業への
影響が大きかったほか、百貨店やコンビニエンスストアの販売額にも落ち込みが見られた。一方、衛生関
連用品の特需や巣ごもり需要などにより、家電量販店やドラッグストアなどでは販売額が増加した。令和
３年１月時点で、全国的には第３波が到来するなど、未だ感染拡大の収束が見えない中で、今後も経済関
連指標の動きを注視していく必要がある。

第２回研究会
日　　時　令和２年 12 月２日（水）15：00 ～ 17：00
開催方法　Zoomによるリモート研究会

第１報告　桑波田浩之「�新型コロナウイルスが青森県経済へ与える影響について～アンケート調査により
県経済の実体と対策を探る～」

　青森県企業に対するアンケートを通じて、新型コロナウィルスが本県経済へ与える影響や、今後の課題
について調査・分析を行った。アンケートは弘前、青森、八戸の商工会議所と地域創生本部の協力をえ
て、2020 年８月と 10 月に合計２回、FAXで実施し、約 300 社から回答をえた。その結果、業績に関し
ては、2020 年上半期及び、第３四半期において、売上高が前年同期比０%から 20%減少したと回答した
企業の比率が多くなっていた。次いで 20%から 40%減少、横ばいという結果がえられた。また、新型コ
ロナウィルスの対応策としては、公的支援制度の効果もあって多くの企業で資金面での対策はなされてい
る一方で、リモート・ワークなどの ITを利用した働き方や、商品開発・ビジネスモデルの転換に課題を
抱えている企業が多くあることが判明した。

第２報告　県庁統計分析課「令和２年度版青森県社会経済白書の編集状況について」
　報告内容の詳細については、令和３年４月に発行予定の青森県社会経済白書も参照されたい。

第３回研究会
日　　時　令和３年２月３日（水）15：00 ～ 17：00
開催方法　Zoomによるリモート研究会

第１報告　李永俊・花田真一「�小中高の地域体験学習が地元愛着と就職地選択行動に与える影響─弘前大
学生への質問紙調査より─」

　本報告では小中高校の時の地域体験学習が地域への愛着を育むのか、そして地域愛着は就職地選択にお
いて地元選択を後押しする要因になっているのかを、筆者らが独自で行ったアンケート調査結果を用いて
二段階推計で検証した。分析結果は以下の２つのことを示唆していると考えられる。１つ目は、地域体験
学習への参加につながるような部分を除いた地元愛着は、必要性以外は就職地選択に影響していないとい
う点である。２つ目は、地元を就職地に選ぶ確率を高めるのは就職が身近に感じられる時期に行われる、
実際に仕事に触れられるような地元体験学習であり、就職が実感されない時期や、知識として地域を知る
だけの地域体験学習は効果が薄い可能性があるという点である。

第２報告　県庁統計分析課「令和２年度版青森県社会経済白書の編集状況について」
　報告内容の詳細については、令和３年４月に発行予定の青森県社会経済白書も参照されたい。
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1フォーラム事業ⅤⅤ

「地域未来創生センターの挑戦」
─人文社会科学系アプローチの課題と可能性─

李　　　永　俊１

　　１．背 景 と 目 的　

　弘前大学人文社会科学部地域未来創生センターは、地域の諸課題を人文社会科学の視点に立って検討
し、その解決策を組織的に研究することや、文化資源とその有効活用を通して、地域社会の発展に貢献す
ることを目的として、2014 年４月に設置された。設置以来２期６年間、人口減少問題に焦点を当て、様々
なアプローチで地域社会に出向き、調査・研究・教育活動を展開してきた。
　本フォーラムでは、人文社会科学系の地域センターを核として積極的に事業を展開している他大学の諸
事例を学び、意見交換を通して、人文社会科学系地域センターのアプローチの課題と今後の方向性を議論
する。

　　２．プ ロ グ ラ ム 　

　（１）フォーラム開催日時：令和２年２月 28 日（金）18 時 00 分～ 20 時 30 分
　　　　　　　　 開催場所：弘前市民文化交流館ホール

　（２）プログラム
　　　１）主催者挨拶　（弘前大学人文社会科学部長　今井　正浩）
　　　　
　　　２）第１部・招待者による講演

「地域とつながる人文学の挑戦」の諸活動から学んだこと
（島根大学法文学部長 ･山陰研究センター長　田中　則雄 先生）

三重大学人文学部における地域連携の取り組み
　　─『三重の文化と社会研究センター』設立の背景と目的─
　　　　　　　　　（三重大学人文学部副学部長・

三重の文化と社会研究センター副センター長　豊福　裕二 先生）

　　　３）パネルディスカッション
「地域未来創生センターの挑戦」
　・趣旨説明・コーディネーター　李　永俊（弘前大学人文社会科学部・教授）
　・パネリスト　田中　則雄（島根大学法文学部長 ･山陰研究センター長）　　

　　　　　　　　　　　
１	弘前大学人文社会科学部・教授



－ 110 －

Ⅴ-１

「
地
域
未
来
創
生
セ
ン
タ
ー
の
挑
戦
」

　
　
―
人
文
社
会
科
学
系
ア
プ
ロ
ー
チ
の
課
題
と
可
能
性
―

　　　　　　　　豊福　裕二（三重大学人文学部副学部長・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　三重の文化と社会研究センター副センター長）

　　　　　　　　　　　　　　　大山　　健（青森県企画政策部統計分析課副参事）
　　　　　　　　　　　　　　　澁谷　明伸（弘前市企画部企画課長兼ひとづくり推進室長）
　　　　　　　　　　　　　　　杉山　祐子（弘前大学人文社会科学部・教授）
　　　　　　　　　　　　　　　渡辺麻里子（弘前大学人文社会科学部・教授）

　　　４）閉会の挨拶　（弘前大学人文社会科学部地域未来創生センター長　李　永俊）

　　３．第１部・招待者による講演　

　（１）「「地域とつながる人文学の挑戦」の諸活動から学んだこと」
（島根大学法文学部長 ･ 山陰研究センター長　田中　則雄 先生）

　私は、島根大学法文学部長で、山陰研究センター長を兼任しております田中則雄と申します。
　まず、私どもの山陰研究センターの活動につきましてご紹介をするところから始めたいと思います。
　山陰というのは島根県と鳥取県を合わせた地域のことです。山陰研究センターは、山陰地方の特性を踏
まえた人文社会科学分野の研究を推進することにより、地域の経済や社会及び文化の発展に寄与すること
を目的として、国立大学が法人化された 2004 年４月に学部内の附属センターとして設置したものです。
　毎年数本の「山陰研究プロジェクト」というプロジェクトを立てて、研究者がチームを組み共同で動か
しております。各プロジェクトの名称や概要については、センターのホームページも掲げておりますの
で、またお時間のあるときにご参照いただけると幸いです。様々な人文社会系の分野のプロジェクト、経
済学、環境問題、人口問題、それから、文学、歴史学、考古学などの課題に取り組んでいます。
　私たちの研究センターでは成果発信にも力を入れています。まず『山陰研究』という紀要、論文集です。
冊子版も作りますが、ネット上でも読めるようにしております。それから、今日特にご紹介したい、「山
陰研究ブックレット」という一般向けの読み物を発行しております。そして、今日こちらでも行われてお
りますような講演会、シンポジウム、企画展示、研究交流会などを行っています。
　今申しました山陰研究ブックレットですが、このような本で、暇のある時に簡単に手にとって読める形
で研究を分かりやすく紹介する、というものです。今まで刊行した中で、今日特に取り上げたいのは、私
が中心になって編集をいたしました『地域とつながる人文学の挑戦』というブックレットです。このブッ
クレットを企画するきっかけとなったのは、我々が 2017 年７月に開催したシンポジウムです。ここでの
報告の一覧を資料の方に挙げております。歴史学、考古学、私が関わっております４番の古典文学関係の
報告があります。５番を見ていただくと、中国新聞の林記者が登壇しております。このことの所以につい
ては、後に触れます。これらの報告をした上で、「地域とつながる人文学の挑戦」というタイトルでパネ
ルディスカッションを行いました。
　そもそもこのシンポジウム、どうしてこのようなテーマにしたのかというと、それは次のような経緯で
す。ご記憶にあるかと思いますが、2015 年６月に当時の下村文科大臣が各国立大学長に対して通知を出
した、そこにこんなことが書いてありました。人文社会系の学部・大学院に対して、まさに私たちのよう
なところを指しているわけですが、組織の廃止や社会的要請の高い分野への転換をしなさいと言ったわけ
です。これは我々としては黙っていられない状況でありました。
　この通知ですが、その一方で、地域社会経済の活性化、雇用創出や若者定着云々が謳われています。こ
れらの事柄自体には何も異論はありません。大切なことだと思います。ただ私には、どうもここの後ろに
お金儲けのにおいがしてならなかったのです。こうした文脈の中で、人文社会科学というのは、もうほぼ
必要ないというような言い方をされた。これにはやはり私たちとしては反論しないといけないということ
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を感じたわけです。
　当然、この通知にはたちまち幾つかの方面から、おかしいではないかという声が上がりました。１つ
は、国立大学法人 17 大学人文系学部長会議、先ほど今井先生が触れてくださった会議です。ここで反対
の共同声明を出しています。私は学部長になる前だったので、今井先生のほうがお詳しいのですが、スラ
イドにあるような声明を出して、この通知には問題があると言ったわけです。そのほか、日本学術会議の
幹事会から「大きな疑問がある」という文言を盛り込んだ声明が出ています。それから、経団連からも、
産業界が求めているのは即戦力を有する人材ではなく、文系の学問はやはり必須なのだという発言が出ま
した。マスコミからも、社説等を通じて様々な批判が出されました。
　こうした中私たちは、人文社会科学をやっている現場の研究者として意見を表明したいということを同
僚の研究者たちと話し合い、このシンポジウムを企画したのでした。
　文科大臣の通知の問題を受けて、中国新聞で「人文学の挑戦」という特集が連載されました。ここでは
当然、人文科学、社会科学の研究者へのインタビューが行われましたが、それだけではなく、例えば、人
文科学、社会科学の出版をやっている出版社の人、それから、様々な地域で人文科学、社会科学に関わる
活動をしている人々、そうした研究者以外の人にも取材して、人文科学、社会科学にその人たちがどうい
う思いを持って取り組んでいるのかというところを深く掘り起こしていった、非常に読み応えのある記事
でした。ということで先ほどのシンポジウムに戻りますが、「人文学の挑戦」というタイトルを私たちも
借用しまして、中国新聞でこの取材の中心を担った林記者を呼んで、一緒にディスカッションしたという
わけです。
　このシンポジウムで私たちが立てた問いは、「人文科学、社会科学は地域に対して何ができるだろう
か」、それからもう一つ、「地域とともに何ができるだろうか」ということです。そして、地域とつながる
研究というものがあるとすれば、その地域とつながる研究の中にこそ人文科学、社会科学の存在意義が見
つけられるのではないだろうか、このようなことを検討することにしました。
　シンポジウムの当日私が報告した内容を駆け足でご紹介いたします。私は、日本の古典文学、近世、江
戸時代が専門です。スライドにあるのは鳥取県の河本家という、江戸時代に大庄屋を務めていた旧家で、
そこにたくさんの古典籍、和綴じの書物がありまして、それを地域の皆さんと一緒に掘り起こして公開す
るという活動をしています。
　この写真は国の指定文化財になっている河本家の住宅です。家の中を見ますと、これは屋根裏のほうを
見上げたところですが、当時の土間が残っています。
　これは座敷の様子です。またこれは、私のゼミ生たちが土蔵の中に入りまして、江戸時代の書物を、ほ
こりをかぶりながら整理しているところです。
　地元地域の皆さんが保存会をつくっていて、非常に熱心に、年２回、春と秋に住宅をはじめとする文化
財の公開活動をしています。そのときに開かれる文化講演会に私たちも講師として呼んでもらって話をす
る機会があり、そこで、調査研究してきた江戸時代の書籍についての話をしてきました。この公開行事の
ときは地域のお祭りみたいな感じになりまして、非常に盛り上がって、河本家に伝わる調度なども展示し
て、そこに地域の皆さん、また観光客の方も来られて、観覧しながら私たちの講演も聞いていただいてい
ます。保存会の皆さんによるボランティアが大きな支えになっています。
　これは、骨董市ですが、地域の皆さんが持ち寄りで河本家の保存活動を盛り上げるためにやっていると
ころです。これは庭の風景、後ろに写っているのが先ほどの土蔵です。
　「地域とつながる人文学の研究」と言いましたが、私は自分の意識の中では、この河本家の保存を手伝
いに行っているという気持ちではありません。私のほうもたくさんのものをそこからもらっている。実
際、私は河本家の書籍を調べて論文を書いています。自分も研究の上で恩恵を受けている、このことを、
強調したいと思います。後でまた、まとめのときに触れると思います。
　そして、話を大きなところに戻します。地方の国立大学が地域貢献をしないといけないということが言
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われてかなり時間が経ちました。実際いろいろな取り組みをしてきました。例えば、市民向けに公開講座
を開いて研究して明らかになったこと、そのごく一部をやさしく分かりやすく市民の皆さんに聞いていた
だく、こうしたことは今まで何度もやってきました。それから、地元の自治体等に対して知見を提供した
り助言をしたりする、これも日々やっていることです。ただ、先ほどのシンポジウムを通して気づきまし
た。こうしてやってきた取り組み自体は間違っていないけれども、そして、これ自体大切なことではある
が、知らぬうちに、ついつい私たちは啓蒙的な態度になっていたのではないか。それから、地域貢献とい
うことに対しても、疲れてきた感じが広がり、大学の仕事として、やらされている感が漂ってきてしまっ
ていた。それは正直に反省すべきではないかということです。
　今必要になっているのは、研究と地域との関わりの在り方を改めて問い直してみることではなかろう
か。そして、実は、そのことによって、例の大きな問題、人文科学、社会科学というのは存在意義を持っ
ていると私たちは信じているわけですが、その存在意義を考えていくということの端緒になるのではない
か、こういうことを考えました。
　どうして地域と関わる研究ということが、そもそもの人文科学、社会科学の存在意義という大きな問題
につながっていくことになるのか、そこの説明が必要だと思います。ここからは私見を述べます。これは
先ほど、最初のほうでご紹介したブックレットに私自身が記述している内容ですが、少し要点をまとめて
申し上げます。人文科学と社会科学は、一言で言うと、いずれも人間に即した学問だと思います。社会科
学のほうも、「社会」というのは人間が集団をなして形成するものです。したがって、人間に即した学問
であると言ってよい。そうすると、その大きな役割として、過去から現在に至る人間の営みの痕跡を掘り
起こしていく、そしてそれを記録し、意味づけるということがある。
　もしそのように考えてよいとすると、地域というのは、実はそうした生データが豊富に、ほぼ無尽蔵に
存在しているフィールドと言ってよい。とすれば、研究者はそこに積極的に踏み込んでいくべきだと考え
ます。素材はあくまでもローカルなものです。しかし、そのローカルな素材というのは、ローカルで閉じ
たものではなくて、ローカルをしっかりと深掘りしていくことによって普遍に到達するという可能性は大
いにあり得ると考えてよい。
　実例をご紹介したいと思います。これは、ブックレットの中で、私の同僚の日本近代史の板垣准教授が
書いている内容です。鳥取県の矢田貝家という旧家に関する調査です。矢田貝家というのは、先ほどの河
本家のように、江戸時代に大庄屋であったというようなところではなく、明治以降に財力をつけてきた中
規模地主です。
　その特色は、スライドにお示ししました、「矢田貝顕造日記」という当主の日記が残っていることです。
これはせいぜい 90 年ぐらい前のものです。1928 年（昭和３）以降の日記ですが、非常に丁寧に、事細か
に生活の様々な様相が記されています。その「矢田貝顕造日記」を板垣氏は、住民参加型調査という方法
によって読み解いていきました。研究者だけで読むというのではありません。それから、学生を現地へ連
れて行っていますが、学生もやはり大学の人間です。ここに住民の方々に入ってもらって一緒に読んだの
です。そこが新たな取り組みだったわけですが、この方法によってどういうことが得られたかということ
をブックレットの中で解説しています。
　日記の1928年（昭和３）１月20日のところに、「吉定の寺へ行った」ということが出てくる。それから、「息
子を飛田というところに行かせた」といいます。これは何のことかさっぱり分からない。固有名詞が出て
きても、大学の研究者や学生には、それが何を指しているのか、どこを指しているのか、誰を言っている
のか全く分からないのです。しかし、これが、地元の方と一緒に読んでいくと、この「吉定の寺」という
のは、実際にこの地に存在する「瑞応寺」という寺の名前で、地元では「吉定の寺」と通称で呼ばれてい
て、「ああ、あの寺のことだ」と読み解けてしまう。それから、「飛田」というのは、この地区の病院の名
前だということです。「飛田へ息子を行かせた」というのは、病院代の支払いに行かせたという意味だと。
文字は読めるけれども中身は読めていなかった、それが、住民の方々に入ってもらうことによって本当に
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読めてきたということです。
　そのほか、これは同じ年の２月、「女子ヲ目出度儲ケタリ」、女の子の赤ちゃんが生まれたと言っていま
して、その翌日のところで、「谷本嬶」という人が「粉米一重持参ス」とある。これも何のことか分から
ない。地元の人に聞くと、米の粉というのは、今でいうところの粉ミルクだということで、谷本の嬶と言
われていますが、その地区の女性が、赤ちゃんが生まれたということで、この矢田貝さんの家に、こうい
うものが必要でしょうというので持ってきてくれたと。当時の生活のありありとした様子が読み取れるわ
けです。
　この後、この日記はずっと続き、いわゆる戦中、戦後となっていきます。日本の生活スタイルが非常に
変わっていく時期ですが、その様がありありと、この日記をたどることによって分かってくる。お金の地
元での動きも分かってくる。そのような資料だということです。住民の皆さんが入ってくれたことによっ
て文書の中身が読み解けた。研究者だけではどうにもならなかったところの解明ができたという事例です。
　また少し大きな構えの話のほうに戻りますが、人文科学、社会科学というのは、人間の多様な営みを研
究する学問です。その範囲は果てしなく広大です。それから、時間的にもどこまで広がりを持つか、過去
をどこまでさかのぼれるのか、それも簡単には申せません。そういう空間的に大きく広がり、時間的には
何層にも重なっていくような人間の営みを調べていく、そして、その意義を考えていくのが人文社会科学
だと思います。そして、そういったものを丹念にひも解いて調べていくと、そこから何かが立ち上がって
見えてくる時があります。それこそが人間がこれからどう生きていくかということを考える際の礎になる
と思います。この観点からも、地域とつながる研究というのは大きな意味を持つのではないかと考えまし
た。
　そして、先ほどの文科大臣の通知をもう一度意識しながら述べますと、人文科学、社会科学は存続して
いくべきだと私は信じますが、そのためには、「人文学をする人」、これはわざと変な日本語を使っていま
すけれども、人文学をする人のすそ野を大学の外へと広げていかないといけないと思います。それはどう
いうことかというと、一つは、言うまでもないですが、しっかりとした学問的な素養を身につけた学生を
世に送り出すこと、これは私たち大学の使命です。その学生たちというのは、人文社会科学を修めたとい
う自覚、そして、能力を備えた人たちです。そして、もう一つやらなければならないのは、市民の皆さん
の中に共有してくださる方々を今以上に増やしていくということ、それは先ほどの住民参加型の調査のと
ころでも掲げましたが、自分で古文書が読めるとか、あるいは、社会現象に関するデータが解読できると
いうのでもいいと思います。いろいろな人文科学、社会科学の専門的なところに踏み込んでいける能力を
持った方々にもっと仲間になってほしいと思います。そして、市民と研究者が同じ場に集い、議論してい
く、共に研究していくという形が望ましいのではないか。そうして一緒に人文学をする人が増えていけ
ば、この学問は人間が生きていくために当然必要であるという認識の共有へとつながっていくと思います。
　今、私たちが課題として感じているのは、次のようなことです。地域の研究というのは大事だと、それ
を否定する人はほぼいません。私たちも地域の研究の必要性ということについて、先ほどのシンポジウム
やブックレットを通じて考えてきたし、問題提起や発信もしてきた。ただ、それをこれから本当にきちん
と広げていくには、まだまだ課題があると感じているところです。それはどういうことかといいますと、
私たちの法文学部というのは、人文科学、社会科学の学部ですが、ある人は地域研究にすぐ入っていけ
る、私などは古典文学だからまだよかったのですが、そういう人と、一方でなかなかハードルが高いとい
う人がいます。例えば、西洋の文学を研究しているとか、法律を研究しているとか、いきなり山陰地域の
テーマと言われても難しいという研究者が同僚の中にはまだまだいるのです。その問題をどうするのか。
つながりをどのようにして作っていくのかということを今、課題として考えているところです。
　一つ、取り組み始めているのが、スライドにお示ししている連続セミナーです。普段は地域の研究には
直接関与しにくい、例えば諸外国の、今申しましたような研究をやっているような人たちも一緒にこの地
域研究という問題を考えてみようというものです。例えば、「主権」というような大きなキーワードを設
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定して、それを地域という観点から考えたり、諸外国という観点から考えたり、そうしていくうちに互い
に共有できるポイントを見つけようという取り組みです。
　どこかでそれは実を結ぶのではないかと期待しています。地域の研究というのは、先ほど申しました
が、ローカルに閉じたものではあり得ない、ローカルな素材であっても、深掘りしていけばどんどん深く
なっていく。例えば、欧米をフィールドにした研究をやっていっても、そこをずっと深掘りしていく。そ
うすると、地域の側から来たところと、欧米の側から来たところが、地下の深い水脈のどこかでカツンと
いう音を立てて当たる瞬間があると私は信じています。それをこれから力を込めてやっていかなければな
らないと思っているところです。
　今申しましたことと関わりますが、人文科学、社会科学というのは、いろいろ複雑なものを、丹念に丹
念に整理していく。それでも結局あまりはっきりしたことは分からないのではないかと思っている方が世
の中には多いかと思います。しかし、これは明らかに科学的な探究であり、そして、探究の結果ここまで
は解明できたという発見の喜び、そしてそれを新たな問題提起へと発展させる喜びというものは明らかに
あります。そのことは人文社会科学をする人、やってみた人こそが分かるので、それを共有できるよう
に、地域研究に今は参加していない研究者も巻き込み、学生はもとより市民の方々にも呼び掛けて、この
輪の中に入っていただきたいということを日々思いながら活動しているところです。
　以上、私たちの山陰研究センターの紹介とともに、「地域とつながる人文学の挑戦」の活動を通して学
んだこと、考えたことについて述べました。どうもありがとうございました。

　（２）「三重大学人文学部における地域連携の取り組み
　　　　　　─『三重の文化と社会研究センター』設立の背景と目的─」

（三重大学人文学部副学部長・三重の文化と社会研究センター副センター長）
　ご紹介にあずかりました三重大学の豊福です。ちょうど１年前ぐらいに、私たちの学部に新しく研究セ
ンターを作りたいということで、そのときに先進事例に学ぼうということで、山陰研究センターの田中先
生と、地域未来創生センターの李先生にお越しいただいて、三重大学でシンポジウムを行いました。それ
がきっかけとなり、１年後にまたこういう機会をつくっていただいて、またそれが３大学の連携という形
に発展していく機会になったことを、私としても非常にうれしく思っておりますし、このような取り組み
をこれからも継続してできればと思っております。
　今日のお話ですが、三重大学の研究センターの取組をいろいろお話ししたいところですが、今言いまし
たように、まだできて１年ぐらいしかたっておりませんので、センターの実績ということであまり語れる
ものがございません。そこで、センターをつくるまでに三重大学の人文学部でこれまでどういうことを
やってきたのか、その延長線上にセンターもありますので、その経験を中心にお話をさせていただいて、
そこから、なぜ今回改めてセンターをつくることになったのかということと、この間やっていること、今
後こういうことをやっていきたいということを少しお話したいと思います。また、今回のテーマになって
いる「人文社会科学系アプローチの課題」という点に関して、それに少し寄せた形で最後にお話ができれ
ばと考えております。
　最初に、人文学部と、大学院である人文社会科学研究科の地域連携の取組について、少しご紹介したい
と思います。自己紹介的に、三重大学の人文学部がどういうものかということを少しだけお話しておきま
すと、三重大学の人文学部には、文化学科と法律経済学科と２つの学科がございます。1983 年にできた
学部ですが、文化学科は日本研究、アジア・オセアニア研究、ヨーロッパ・地中海研究、アメリカ研究と
地域ごとに分かれていて、そのそれぞれに、歴史学や社会学や思想、地理学などの講座があるという構成
になっております。法律経済学科のほうは、法政コースと現代経済コースとに分かれていて、法政コース
は主に法律や政治、現代経済コースは経済・経営と、大体こういう構成になっておりまして、またそれぞ
れの学科に地域文化論専攻と社会科学専攻という大学院があるという形になっております。
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　この人文学部ならびに大学院で、特に地域連携ということで組織的に取り組み始めたきっかけがが大
学院の改組です。これは 2001 年度に行ったのですが、このときに社会人を広く受け入れようということ
で、特に自治体の行政職員など、そういった方々に来ていただくということで、昼夜間開講という仕組み
を整えて、加えて、地域連携型授業、「三重の文化と社会」という科目をつくりました。加えて、地域研
究交流誌「TRIO」というものを発行しました。
　三重の文化と社会研究センターという名称には、この「三重の文化と社会」という科目とその経験を踏
まえて、これをさらに発展させていこうという意味合いが込められています。この科目はどういうものか
といいますと、先ほど言いましたように、大学院には２つの専攻がありますが、両専攻にまたがる科目と
して、かつ、一般の院生だけでなく社会人の院生も含めて全員が取れる科目として立ち上げました。毎
年、三重県内の市町から一つのフィールドを選びまして、大学院生がその地域を対象に、自分の専門にひ
きつけた形で調査研究を行い、論文を書き、さらに、現地で成果発表をする。その概要版を、先ほど言っ
た「TRIO」という冊子にも掲載するというのがその概要です。両専攻から担当教員１名ずつと、かつ院
生の指導教員も含めた集団指導をやっていこうと、こういう趣旨でこれまで科目を開講してきました。
　ちょっと図が見にくいかもしれませんが、三重県は南北に非常に長い県ですが、同科目はこれまで 19
の市町で実施してまいりました。私が三重大学に着任したのが 2002 年からですが、2005 年ぐらいからは
私自身ずっとこの科目に携わってきました。
　具体的にどういうことをやっているかというと、2015 年度でご紹介しますと、例えば社会科学専攻で
はエネルギー政策とか、地方自治論とか、そういった分野のテーマを扱い、一方地域文化論専攻では、言
語学や歴史学の院生がその分野のテーマを扱うなど、その地域に即して、院生が自分の専門分野に引きつ
けて、１年ぐらいを通して地域でフィールドワークをして、その成果を発表するという形で続けています。
　最後に、学生の発表もスライドに載せております。これは実は私のゼミの学生なのですが、私は大学院
でこの科目を担当しながら、一方で、学部ゼミでも、せっかく地域研究をやるなら同じ対象地域でという
ことで、学部生を連れてフィールドワークをしていまして、その成果をこの発表会の場で一緒に発表させ
てもらうということをやっています。この科目を直接担当していないときも必ず何らかの形で学生は発表
していますので、かれこれ 10 年以上ずっとこの科目にはかかわっているということになります。
　ただ、この科目は基本的には大学院生の発表ですので、地域の方からは大変よく調べていただいたとい
う評価もいただく一方で、ちょっと物足りないという意見も当然出てきます。ですから、今回新しくセン
ターをつくったのは、この「三重の文化と社会」の取り組みにもう少し教員の関わりを広げていけないだ
ろうかという問題意識もあったということです。
　このスライドは現地発表会の様子です。今年は四日市市で開催したのですが、地域研究フォーラムとい
う名称で、学部生と大学院生、そして今年からは教員の講演も入れる形で行いました。これを毎年やって
います。
　また、その成果を「TRIO」という冊子に必ず掲載しています。この冊子の第１特集には地域の方との
鼎談などを掲載しているのですが、第２特集はいつも「三重の文化と社会」になっていて、院生の論文の
概要版を掲載しています。これを今までに 20 号発行してまいりました。
　ただ、ここまでご紹介したのは研究員、大学院生の授業ですので、では、教員はこれまで地域連携で何
をやってきたのかということになりますが、これに関しては 2004 年度から学部内での共同研究を推進し
ていこうということで、いくつか研究センターというものをつくりました。社会動態研究センターが法
律・経済系のもので、残り３つは全部、文科系のセンターとなっています。ただ、いろいろ研究センター
をつくったものの、正直言いますと、各先生方の研究に「センター」という名前をつけたという程度にと
どまっておりまして、あまりここに大きく予算をつけたとか、プロジェクトとして推進したということに
はなっておりませんでした。その中からは、「忍者文化研究」や「海女文化研究」、「四日市学」、これは四
日市公害の経験に学ぶという環境学ですが、こういった独自な成果が生まれ、現在は独立した研究セン
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ターになっていますが、これらが学部の組織的な取組の成果だったかと言われると、そうとは言えないと
ころがありました。今回新しく三重の文化と社会研究センターをつくったことをきっかけに、母体となっ
た４つのセンターはそこに発展的に解消するということになりました。
　もう一つ、これは期間限定のプロジェクトとしてやったのですが、アラートプロジェクトといいまし
て、医学部と一緒に、地域の生活構造の評価システムをつくろうということで、概算要求で結構大きな予
算を獲得してプロジェクトに取り組みました。私も少し関わったプロジェクトです。どういうものかとい
うと、まずやったのは生活実態調査です。三重県内は南北に長いわけですが、代表的な地域からサンプル
を数多くとりまして、受療行動や購買行動や生活満足度などと、いろいろな社会活動がどういう相関関係
にあるのかといった点を分析しました。これは調査票を１万 8,000 ぐらい配って 32％ぐらいの回収率でし
た。その次に、もっと地域を限定して、さらに医学部とも合同でやるということで、医学部の中に家庭医
療学といって総合診療医、かかりつけ医の役割などを考究している分野があるのですが、そこの先生方と
一緒に、三重県津市白山町という特定の市町を対象に調査をやりました。最近、文理融合ということが盛
んに言われていますが、その意味では結構先駆的な取り組みで、いろいろと面白いこともありました。
　例えば、医学部で健康状態や飲酒・喫煙の習慣と受療行動との関係を探りたい、というときに、医学部
的には回収率が 90％ぐらいないと基本的にはデータの意味がないと言われまして、そこで地元の自治会
の代表の方に頼み込んでほとんど悉皆調査的にやらせていただいて、結果として回収率 91.6％を達成した
という経験をしました。最後は医学部と一緒に地元でシンポジウムもやりましたが、これが本当はもっと
継続的にできていれば面白かったと思います。さすがに３年間限定のプロジェクトで、今はマンパワー的
にも、予算的にもできていないのですが、人医連携という貴重な経験でした。
　もう一つ、学部として取り組んだものとしては、伊賀連携フィールドがあります。三重県伊賀市は今は
忍者で積極的にアピールしている市ですが、そこと人文学部との間で伊賀連携フィールドというものをつ
くりまして、地元の商工会議所や市と連携して、商工会議所の中に拠点を作りました。忍者文化の研究
と、まちづくりの研究という大きく２つのテーマを掲げて、一緒になって研究し、それをさらにまちづく
りに生かしていきましょうということで、これは学部を挙げた取り組みとして今も継続して行っていま
す。三重県の中で特定の市町と連携しているのは、現時点ではここだけですが、こういう自治体との取組
もやってきたということです。以上がこれまでの地域連携の取り組みの概要となります。
　さて、そういうなかで、あらためてなぜ新しいセンターをつくったのかということになるわけですが、
１つは地方創生への課題意識です。ご承知のように、日本創生会議の増田レポートというものが出て、
当時、消滅可能性都市というキーワードが大々的にマスコミでも報じられて、放っておくと 2010 年から
2040 年の 30 年間の推計で、若年女性の人口が 50％以上減少して、かつ人口が１万人未満のところは将来
的には消滅してしまうのではないかと言われました。三重県で言いますと、南部の自治体が軒並みこの中
に入ってくる。三重県の南北問題は高度成長期の終わりぐらいからずっと言われている問題で、南部では
人口減少と高齢化が深刻です。その問題への貢献は三重大学としても非常に大きな課題になっていまし
て、第３期中期計画期間に地方国立大学の役割や地方創生ということが盛んに言われるなかで、三重大学
としては地域貢献型大学として第３期の機能強化の重点をここに据えるのだということで、地域拠点サテ
ライト構想というものを打ち出しました。これは三重県の中に、北勢地域、伊賀地域、伊勢志摩地域と東
紀州地域という４つのサテライトを作って、それぞれで地域課題の解決と地域人材の養成に資するという
ものです。目標、理念は非常に高いが、一体誰がやるのだというマンパワーの問題が実際にはあるわけで
すが、しかしその目標を全学的に掲げて、人文学部もそれに貢献していくということになったわけです。
　人文学部としては、先ほどお話したとおり伊賀連携フィールドという活動をやってきて、忍者文化研究
について一定の蓄積がありましたので、この伊賀サテライトの中に国際忍者研究センターというものを新
たに立ち上げるということを一つやりました。もう一つは、伊勢志摩でも海女研究センターというものを
立ち上げて、これを全学の伊勢志摩サテライトの中に位置付ける形になりました。
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　少し国際忍者研究センターの活動について紹介しておきますと、一つは新しく「国際忍者学会」という、
忍者研究をしている研究者は海外にもいるのですが、そういう研究者たちと一緒に国際的に忍者の研究を
推進していこうという新しい学会をつくりました。学会誌もつくりまして、大会を毎年開催するといった
ことをやっています。加えて、市民向けに「忍者・忍術学講座」を定期的に開催したり、関連書籍を出版
したりしています。
　忍者研究とは具体的に何をするのかということですが、大きくは２つ柱がありまして、１つは忍者の実
像、すなわち歴史学として忍者というものがそもそも実際にはどんなものだったのかということをきちん
と研究していくことです。加えて、忍者には実像と虚像がありまして、特に、忍者というのはフィクショ
ンとして、日本だけではなく海外でもさまざまなイメージが作られています。そこで、実像と虚像の両面
を研究していくということで、こちらの虚像については、日本文学の先生が担当されています。こうし
て、歴史学と文学という異なった側面から忍者にアプローチをして、それをさらに伊賀市のまちづくりに
も生かしていこうということで、いろいろな情報発信をしています。非常にマスコミ受けもいいので、
放っておいても取材が来てくれて、いろいろなメディアに紹介されています。
　つぎに海女研究センターですが、「海女学講座」という市民講座を開講したり、海女文化、特に女性の
素潜り漁が今でも続いているのは日本と韓国の済州島周辺で、韓国にも韓日海女研究所というものがある
らしいのですが、そこと相互友好協定を締結して、海女文化をユネスコの文化遺産に登録できないかとい
う活動をやったりしています。また、海女関係のいろいろなデータをアーカイブスにする取組をやった
り、その成果を発表したりしています。
　このように、人文学部の、特に三重らしい研究に関しては、こういう独自の研究センターというものが
立ち上がったのですが、一方で、三重県固有の課題以外にも地域には普遍的な課題があるわけで、それに
学部としてどう対応していくのかという課題が残されています。三重県内には市町が数多くある中で、そ
れに関われる教員は非常に限られています。こうしたマンパワーが限られるなかで、大学の教員だけでは
なくて、むしろ地域の側が自ら解決できる力をつけていく必要があるのではないかということが、セン
ターを作った一つの問題意識です。
　それからもう一つ、地域から大学へのニーズといったときに、解決策を提示してほしいと来るわけです
けれども、大学はコンサルタントなのかということをこの間ずっと考えてきたところがあります。向こう
のニーズに応えるだけでなく、逆に問題提起をすること、それができるのが大学ではないかという思いが
ありまして、こうした問題提起ができるような新しい研究センターをつくれないだろうかということも、
今回、センターをつくった目的です。
　もう一つ、問題意識としては、地域自身の課題解決力ということで、これは中日新聞の 2019 年１月に
出た記事ですが、「地方創生」ということで国が全国の自治体に地方創生計画を作りなさいということを
やったのですが、非常に時間が限られている中で、結局、なかなか限られた時間に自前で計画を作れず、
実はその計画作成を全国の自治体の７割超が外注に出していたということ、そのうち過半数は、実は東京
の企業や団体が請け負っていたという内容です。地方創生で計画策定のための予算がたくさんついたけれ
ども、その多くは東京に還流しているという問題がある。だから、地方自治体自身が課題解決力を自らつ
けていくということも大事ではないか、そこに大学が何らかの役割を果たせないかということが問題意識
として出てきたということです。
　以上の目的意識から、今回新たなセンターというものをつくったわけですが、では具体的に何をしてい
るかというと、実はこのセンター、今回お越しいただいている山陰研究センターや地域未来創生センター
と比べても、非常に人員も貧弱で予算も限られていまして、まだあまり大したことはできておりません。
この間の取り組みとしては、まず、そもそも各教員がいろいろな地域課題に対して、個々人としてはいろ
いろ関わっているのだけれども、学部の中でお互いに知られていないとか、情報が集約されていないとい
う問題がありまして、まずはセンターに情報を集約しましょうということをやってきました。もう一つ
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は、先ほど話をしました地域研究フォーラムですが、これまでは学部生と大学院生の発表の機会として開
催してきましたが、そこに教員が積極的に参画していく仕組みがつくれないかということをやってきまし
た。最後にもう一つ、「TRIO」に関しても、これまでは第２特集で院生の成果を発表するだけでしたが、
そこに教員の研究成果を掲載するなど、ジャーナル的な機能を持たせられないかと考えています。
　これまで「TRIO」は 20 号まで発行してきましたが、地域未来創生センターさんのジャーナルを参考
にさせてもらいまして、似たような形にリニューアルできないかと、現在、編集を進めています。まだ出
ていませんがもう少ししたら発行される予定です。「TRIO」という名称は引き継ぎながらも、「センター
ジャーナル」に変えまして、従来の「三重の文化と社会」の成果も掲載しますが、教員の研究成果や著作
の紹介、地域をフィールドとした教育の成果発表や受託研究の成果を発表する場として、もう少し人文学
部教員の教育、研究の成果を発信していくような内容にリニューアルしたいと考えています。
　なお、地域研究フォーラムに関しては、これまでは大学院の科目の現地発表会という位置づけでやって
きたのですが、今後は企画主体をセンターに移行します。また、院生、学生だけでなく教員の成果発表の
場としても位置づけるということで、今年から三部構成でやり始めました。ただ、今後の方向性として
は、地元企業や自治体職員の方との共同研究のようなものをもっとできないだろうかと考えています。地
域研究フォーラムという形で毎年、市町の協力を得てやっていますが、市町のほうが主体として関わるこ
とにはなかなかならないという問題がありまして、研究発表も教員だけではなく、むしろ自治体の職員の
方が一緒に発表するような機会にしてもいいのではないか、ということを少し考えています。
　最後に、本日のテーマに関わる話を少ししたいと思います。先ほどの田中先生のお話とも重なる部分が
多いのではないかと思いますが、人文社会科学系アプローチ、そこにどういう課題、可能性があるかとい
うことです。地域をフィールドとした研究、教育の意義としては、地域の側が気づいていない課題を発見
すること、あるいは、問題提起をすること、それから、地域資源の価値を発見すること、これは人文社会
科学の役割であろうと思っていますし、さらに、そこに若者が関わっていくことが大事なことではないか
と考えています。教員が行くと敷居が高くて話してくれないようなことも、若者が行くと結構ペラペラと
話してくれるというのが、毎年学生と一緒にフィールドに入りながら非常に感じることで、若者が来てく
れるだけで地域は結構元気になるという面があります。それは教育としても非常に意味があるし、地域に
とっても意味があるだろうと考えています。
　もう一つは、先ほども言いましたが、大学とコンサルは何が違うのかということです。大学はマンパ
ワーも限られています。中には具体的な解決策まで提案できるような先生もいらっしゃると思いますが、
ただ、その先生が一つの市町に入ってしまうと、他の市町はできなくなりますので、どうしても限界があ
る。そういう中で、地域の方々自身が考える手助けをする。あるいは、そういう力を身につけられる場を
大学がもっと提供していく必要があるのではないかということを考えています。
　最後に、これは先ほどの田中先生のお話にあった文系学部廃止論と関わります。文科大臣の発言を受け
て、吉見俊哉さんという方が集英社新書で『「文系学部廃止」の衝撃』という本を書かれています。そこ
で言われているのはこういうことです。文系学部廃止論に対して、当時、文系の研究者の多くは「文系の
学問は直接役には立たないけれども、価値はあるはずだ」と反論した。しかし、吉見さんはそれでは駄目
ではないか、「文系は役に立つ」と言わなければいけないのではないか、と言うわけです。
　つまり、ある学問が役に立つというのは、実は２つの意味があるのではないかということで、１つは、
目的に対する手段を提供するという手段的な有用性です。これはどちらかというと、理系はそういうとこ
ろに強い。ある目的に対して、その手段を考えていく。それに対して、文系というのは、目的とか価値そ
のものを創造するのだと。価値創造的な意味での有用性がむしろ文系の学問にあるのではないかというこ
とです。例えば、原発をどう安全に運用にするか、これは理系の仕事かもしれないけれども、原発がない
エネルギー政策を考えるという形に目的とか価値を転換するのは、やはり文系の役割だと、つまりそうい
うことです。目的がはっきりしているときには理系的な学問は非常に強いけれども、逆に、目的とか価値
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の転換が迫られているときには、むしろ文系的な思考が物を言うのではないか、ということを吉見さんは
言われていて、なるほどと思って読みました。
　先ほど田中先生のお話の中にも、そもそも人文社会科学というのは人間の営みを研究対象としているの
だという話がありました。私なりに解釈してみると、現在の人類社会のあり方を相対化していく、あるい
は、その方向性、目的・価値を問うということが人文社会科学の役割ではないか。だから、人文社会科学
はこういうふうに役に立つのだということをもっと積極的に打ち出していかなければいけないのではない
か。そして、新しい研究センターもそういう役割を果たせないだろうか、といったことを私としては考え
ているということです。
　大体時間になりましたので、私の話はこれで終わりにしたいと思います。どうもありがとうございまし
た。

　　４．第２部　趣旨説明「地域未来創生センターの挑戦」　

【司会】　　最初に、弘前大学人文社会科学部教授、地域未来創生センター長の李永俊より、弘前大学の取
組、「地域未来創生センターの挑戦」についてご講演いただきます。よろしくお願いします。
【李氏】　　ただいまご紹介にあずかりました、弘前大学の李と申します。弘前大学地域未来創生センター
がどう歩んできたのかについて紹介いたします。高校生の方もたくさんいらっしゃいますので、本学部の
今までの歩みを少し紹介いたします。1998 年に前年の教養部廃止に伴い３課程８講座制に人文学部を改
組しました。その後 2005 年の人文学部の改組を経て､ 2016 年に人文社会科学部になりました。現在は文
化創生課程、社会経営課程、それぞれ２つのコースと３つのコースで構成されています。
　同センターの歩みは、実は学部改組と強い関連があります。当センターの発足は､ 2005 年、それぞれ
の大学に特色ある研究をということで、人文学部で２つの研究センターが設立されました。その一つが雇
用政策研究センターでした。主に地域の雇用問題、特に若者の流出問題などを中心に研究を行っていまし
た。人口減少問題が大きく社会的な話題になる前から、人口減少問題に着目していました。若者の流出に
ついては、その当時から現在まで継続して研究を行っています。そして、東日本大震災が発生した 2011
年３月に、センター内に教員有志によるボランティアセンターが立ち上がりました。現在は弘前大学地域
創生本部ボランティアセンターの名称で、全学組織として運営されています。
　旧雇用政策研究センターが学部改組に合わせて、地域未来創生センターに名称を変更し、再出発したわ
けです。雇用政策研究センターは、青森県の雇用問題を主な研究テーマとする研究センターでした。その
ため、経済学や社会学系の先生の一部が参加するようなセンターでありました。そこで、組織改編では、
人文社会科学に所属しているすべての教員がセンターの構成員として「チーム・オール人文社会科学部」
で取り込めるように再編しました。そこで、文化資源・地域文化活用、地域づくり総合研究、震災復興・
災害研究という３つの部門を新たに設け、以上の３つの研究部門を統括して、地域の再発見、そして、地
域の活性化、地域課題の解決に貢献する研究・教育活動に取り組んでいます。
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　まず、文化資源・地域文化活用部門においては、市民と地域の高校生、若者と一緒に地域の文化資源を
発掘しています。その一つが、旧弘前藩藩校稽古館資料調査です。同調査事業は現在も継続して調査研究
を進めると共に、地域の子どもたちに伝えることを通して、地域のアイデンティティの形成にも役立って
います。また、定期的に研究成果を成果報告会を通して地域に還元しています。また 2018 年には、名古
屋大学人文学研究科と研究協定を結んで、他地域の研究成果を共有することを通して普遍的な研究につな
がるような、研究交流を行っています。本日のフォーラムでの３大学の連携はそのような意味で重要な意
義があると思います。もう一つは民俗学の分野であります。こちらは小川原湖の民俗博物館がなくなる危
機にあったものを学内で再現展示し、地域住民や次の世代に伝えるための取組です。その他、地域の祭り
や、津軽の鬼信仰についても研究を継続しています。
　地域づくり総合研究部門では、地域資源を顕在化して気づきを支援する、気づきと交流を促すツールを
開発する取り組みを行っています。アプローチの手段となるものなので、研究、あるいは、地域に私たち
がアプローチしていくための一つの方法論になると思います。そして、「地域で／とアクション」をキー
ワードに、地域だけではなく、地域と一緒にアクションをするという取組を行っています。
　まず、こちらはりんご産業、そして、自然栽培の農業に関する資源を顕在化するための研究と研究成果
を地域に還元するための取組であります。そして、食や働き方に関して、ゲーミングシミュレーションを
行っています。これは相馬村で行ったプログラムで、学生が地域住民と一緒にゲーミングシミュレーショ
ンを行っているようです。その他、裁判員制度を通して地域の司法の課題をみんなで探っていくことや、
相馬村の相馬ジャズフェスティバルなど、市民と一緒に参加するような活動を行っています。
　震災復興・災害研究部門では、・東日本大震災以降、支援活動、調査研究活動、教育活動を一体化して、
大学だけではなく、地域の行政、市民、市民団体が協働で取り組んでいます。その一つが「東日本大震災
からの地域復興を考える」プロジェクトです。スタートは支援活動がメインとなっていました。支援活動
の被災者の皆さんの声に応えるような形で調査研究活動を行い、これを書籍化したり、あるいは、アン
ケート調査を市民に新聞のような形で届けたりしています。また毎年、「東日本大震災からの復興を考え
る」をテーマにフォーラムを継続しています。
　そのほか、アウトリーチ活動として、「地域未来創生塾＠中央公民館」を開催し、高校生、一般市民の
多くの方が参加しています。もう一つは、地域未来創生政策科学研究会です。当研究会では、地域課題に
ついて研究者と、実際現場で行政を執行している行政担当者が一緒に議論しています。その研究成果をま
とめ、『人口 80 万人時代の青森を生きる』（弘前大学出版会）を出版しました。それから、「地域未来創生
センタージャーナル」があります。地域未来創生センターに改変してからスタートしたジャーナルで、毎
年発刊しています。この中では、今現在、同センターで行っている様々なプロジェクトの内容や様々な地
域研究も紹介されているので、ぜひご覧いただければ幸いです。そのほかに自治体の受託研究や様々な研
究プロジェクトも並行して行っていますが、これは時間がないので省略させていただきたいと思います。
詳細については、センタージャーナルをご覧ください。
　今、３つの部門を通して様々な輪が拡がっています。三重の文化と社会研究センター、そして、島根大
学山陰研究センター、名古屋大学人文学研究科との連携を通して、地域だけでなくて、全国の様々な研
究、同じ課題を抱えた自治体との連携、それをもっとグローバルな研究にもつなげています。このような
グローバルや地域間の研究交流を通して、地域研究から普遍的な研究につなげることを目指しています。
　ここで私が最後に言いたいことは、大学で、大学を楽しんでいただきたいということです。衣食住が大
事だということはもちろんですが、私はここにもう一つ入れたいと思うのは、「学び」です。学びという
のはただ勉強するということではなくて、学びは遊びと一緒です。飽きない遊びの一つが学びだと思いま
す。地域未来創生センターを打ち出したときから、地域と一緒に歩む、地域のセンターでありたいと強く
思っております。そのためには皆様の関心とご協力が欠かせません。これからもご指導ご協力の程、よろ
しくお願いいたします。
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　以上をもちまして、地域未来創生センターの今までの歩みのご紹介とさせていただきます。

　　５．第３部　パネルディスカッション「地域未来創生センターの挑戦」　

　パネルディスカッションでは、ご講演していただいた田中先生と豊福先生に加え、青森県庁企画政策部
統計分析課大山氏、弘前市企画部澁谷氏、そして当センターの杉山先生、渡辺先生をまじえ、「地域未来
創生センターの挑戦」というテーマで意見交換を行いました。最初に、新規の取り組みとして、大山氏か
ら「大学生統計調査員」の取り組みと澁谷氏から弘前市と地域未来創生センターの共同研究プロジェクト
として行った「弘前市・つがる地域の大学生・企業の就職に関する意識調査」とそれに基づいた政策立案
の事例の紹介がありました。その後、人文社会科学のアプローチの課題について意見交換が行われ、「す
そ野を広げる」ことや「通りすがりではなく、暮らしているまちを見つめ直して、分析的に学問的に見て
みることの大事さ」が提案されました。また、学生が地域に入ると、地域の方々にとって当たり前だと
思っていたことが当たり前じゃないんだということを、まずは地域の方々に伝えることが出来ること、ま
た学生同士も気づくことが出来ることが普遍化に向けての第一歩であるという意見もありました。
　また、地域未来創生センターの今後については、「長期的な視点を持って、それぞれの政策なりアクショ
ンなりを評価し、蓄積していく」ことや、「学内の教員たちとももっといろいろなことを共有しながら、
１人よりは２人、２人は２倍じゃなくて力が２乗になっていくので、３人になれば３乗、そのためのセン
ターなので、これが大きな力になっていって、そして、元気な青森から日本にいろいろ発信していく」こ
とが求められているという意見が出ました。また、「新しい課題を発見、共有し合うことによって、そこ
に対してどう掘り下げて、どうアプローチしていくかということを、ぜひこれから一緒に検討したい」、
「地域未来創生センターの頭脳を生かしていきたい」という意見もありました。そして、共有者をどんど
ん増やしていくこと、地域と一緒に歩むことの大事さが再確認されました。
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陸奥新報　2020年（令和２年）３月２日（16面）

この画像は当該ページに限って陸奥新報社が利用を許諾したものです。
転載ならびにこのページへのリンクは固くお断りします。

＜陸奥新報 2020 年（令和 2 年）3 月 2（**面）＞ 

 

 
 

この画像は当該ページに限って陸奥新報社の記事利用を許諾したものです。 
転載ならびにこのページへのリンクは固くお断りします。 
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1アウトリーチ事業ⅤⅤ アウトリーチ事業ⅥⅥ 1

地域未来創生塾＠中央公民館（全10回）

　　１．は じ め に

　弘前大学人文社会科学部地域未来創生センターは、弘前市立中央公民館と連携して「地域未来創生塾
＠中央公民館」を開催した。「持続的で豊かな地域創造」をテーマに全 10 回の講座が開かれた。本事業は、
人口減少にともなう様々な地域課題の対策や地域文化資源の有効利用策、地域の防災 ･減災などを模索す
るために、地域住民の皆さんと弘前大学人文社会科学部の教員及び学生が学び会う場を作ることを目的と
している。
　この事業を通して、地域の課題や地域の良さ、地域資源の潜在力を多角的な目線で理解し、地域住民と
共有することは、地域課題の解決や新たな地域づくりにおいて大きな力となりうる。また、ワークショッ
プに学生が参加し、市民の皆さんとコミュニケーションをとることによって、若者が地域を理解し、地域
の人材として育む教育の場としてもこの事業は重要な役割を果たしている。

　　２．実 施 内 容

　本事業の具体的な実施内容は以下の通りである。
○第１回「地域商店街活性化の課題と対策」2020 年 10 月 14 日（水）

人文社会科学部　助教・林　彦櫻
　本講義は、各種調査報告資料及び独自なインタビュー調査に基づき、商店街に現存する課題と対策を紹
介した。まず、商店街が存在する三つの課題、すなわち空き店舗問題、後継者難、買い物難の現状につい
て、各種資料に基づき紹介したうえ、商店街の問題が外部環境よりも、後継者難、空き店舗問題など商店
街内部の問題に由来することを指摘した。次に、今日の商店街の存在意義について説明し、商店街は単純
に流通機能だけでなく、街の景観の一部として、そして地域の賑わいを創る場所としての社会的機能をも
有することを強調した。そのうえ、消費者が期待する商店街のあるべき姿を指摘し、それに向けて個店と
商店街がそれぞれどのような経営努力が必要かについて、私見を述べた。まず、個店側では、消費者に
とって入りやすい雰囲気を創ること、外国人観光客や若者をターゲットに入れること等の経営努力が必要
である。次に、商店街には、地域の特色を発揮するための工夫や、商店街の一体感を高め、空き店舗の流
動化を促す対策が求められる。

○�第２回「ゴミから暮らしを振り返る」および第３回「ストラテジーと管理会計」については、新型コロ
ナウイルス感染拡大状況から令和３年１月 20 日および２月３日に開催を予定。

李　　　永　俊１

　　　　　　　　　　　
１	弘前大学人文社会科学部・教授
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○第４回「春を告げる、岩木川のウグイ漁」2020 年 11 月 25 日（水）
人文社会科学部　教授・曽我　亨

　約 30 万年前に現生人類が誕生して以来、ヒトは自然を観察し工夫を凝らすことで、食物を採集し狩猟
する独自の術を磨いてきた。狩猟を例にとれば、ヒトは罠や毒、飛び道具などを用いて獲物を狩る。肉食
動物が瞬発力やスピード、力によって獲物を捕るのとは大違いである。ヒトの知恵の素は、自然との関係
のなかで育まれてきたのである。人文系の研究者が狩猟や漁猟に関心をもつのは、ヒトの知恵がどのよう
に発揮されているかを知りたいが故である。
　日本各地で、春、産卵のために川を遡上するウグイをとらえる漁が行われている。2010 年当時、弘前
では約 10 ヶ所でウグイ漁が行われていた。川底にシゲタと呼ばれる産卵床をつくり、ウグイをおびよせ
るシゲタ漁は、ウグイの産卵行動に関する知識と、それに適した産卵床を作る技術、さらに漁師たちが連
携するチームワークが重要になる。本講義では、産卵床に施された細かな特徴や、指示も命令もないのに
スムーズに行われるチームワークについて説明した。

○第５回「地域文化資源が求められるとき」2020 年 12 月９日（水）
人文社会科学部准教授・葉山　茂

　「地域文化資源が求められるとき」と題して、東北地方太平洋沖地震の被災地・気仙沼での取り組みを
例に、災害後に被災生活資料を救う活動を通じて、市民が地域文化に注目し、生活文化資料や地域文化に
対する目が変化する過程を報告し、地域の文化資源を発見したり、深めたりする意義を検討した。
　兵庫県南部地震の被災地が災害から 25 年を過ぎて、なお復興した感覚が得られない事例から、災害前
の⽣活を支えた⼈びとの活動、暮らし、⽂化を改めて顧みる視点の必要性を提起した。その上で社会的な
危機を通じて市民が自らの地域文化を見つめ直した事例として、東北地方太平洋沖地震のあと、報告者が
気仙沼の市民とともに続けてきた文化財レスキューの活動を紹介した。事例では地域の人びとが生活に密
着した資料の読み解きを通じて地域の経験を共有し、一見「価値がない」と人びとが判断してしまう事柄
のなかに、地域の新しい文化的側面を発見する過程を示した。

○第６回「占領期の『月刊東奥』から見る青森の戦後」2020 年 12 月 23 日（水）
人文社会科学部准教授・尾崎　名津子

　まず、国内で数多発行されている新聞というメディアにおいて、『東奥日報』がどのような位相に位置
付けられるかを確認した。その上で、東奥日報社が日刊の新聞以外の定期刊行物（『東奥年鑑』など）を
発行してきたことの意義を検討し、その中でも 1939 年２月に創刊された総合雑誌『月刊東奥』の、地方
新聞社の取り組みとしての独自性や特異性を述べた。また、月刊誌という形式の媒体が日本のいわゆる活
字文化においてどのような役割を果たしてきたか、あるいは現在も担っているかという面についても述
べ、そうした視座から検討することの意義について説明した。



－ 129 －

Ⅵ-１

地
域
未
来
創
生
塾
＠
中
央
公
民
館
（
全
10
回
）　
」

　今回の地域未来創生塾では、特に 1945 年９月から 1950 年３月（この月に 132 号で『月刊東奥』は廃刊
となった）刊行分の『月刊東奥』について、同時期の東奥日報社で起きた出来事を通覧した上で、継続的
に話題になった事柄にどのようなものがあったか（食糧問題や農業関連言説が多く拾えることが確認され
た）、文学者の寄稿には誰の・どのようなものがあり、それが世論形成の面でいかなる役割を担ったかと
いうことについて解説した。
　とりわけ、寄稿の回数が多かった青森県や弘前にゆかりの作家・石坂洋次郎の言説を検討し、『月刊東奥』
での各種発言がのちの彼の創作、たとえば小説『青い山脈』にトレースされている事実を指摘した。

○第７回「コンビニと独占禁止法」2021 年 1 月 13 日（水）
人文社会科学部准教授・長谷河　亜希子

　フランチャイズ・（FC）産業の代表格であるコンビニでは、別個の事業者である本部と加盟者がFC契
約を締結し、その契約等に沿って統一的な店舗経営が行われている。コンビニは、各店舗が本部に毎月支
払うロイヤリティ（チャージ）を算出する際に用いる「利益」の計算方法が「コンビニ会計」と呼ばれる
特殊な計算式を用いており、少しでも売れ残りが出ると加盟店の利益が大幅に減少するという問題点を抱
えている。その他、公正取引委員会が昨年 9月に公表したコンビニ調査を用いてコンビニが抱えている問
題点について説明を行った。質疑応答では、地域の限られた資本が、中央（本部所在地）に吸い上げられ
てしまうといった問題点等についても話し合うことができ、報告者としても楽しい報告となった。

　　３．お わ り に

　今年度の講座では、経営史にはじまり、地域研究、管理会計・原価計算、人類学、博物館学・民俗学・
日本近現代文学・独占禁止法など、さまざまな分野の目線から、この地域の課題だけでなく、地域の潜在
力や地域資源の可能性などを再発見する貴重な場となった。このように地域の現状を多角的な目線で理解
し、地域住民の皆さんと共有することは、今後の地域づくりのために大変重要な取り組みとなりうる。こ
のような事業を継続することを通して、より多くの市民や学生が地域の実情を再認識できる場を拡げてい
きたい。
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シンポジウム
「裁判員の『体験』を踏まえた裁判員制度」

平　野　　　潔１

　　は 　 じ 　 め 　 に

　弘前大学では、裁判員制度が施行された 2009 年から毎年シンポジウム等を開催してきた。昨年度まで
は、地域未来創生センターの地域未来教育・研究プロジェクトの一環として開催してきたが、今年度は、
一般財団法人司法協会の 2019 年度研究助成を受け、「裁判員の『経験』を踏まえた裁判員制度の研究」の
一環として実施させていただいた。

　　１．背 景 と 目 的

　裁判員制度が施行されて 11 年が経過したが、課題もまだまだ残されている。とくに出席率の低下や守
秘義務などをめぐる問題は未だに解決していない。これらの課題を解決するには、まずは裁判員裁判のこ
とを良く知る裁判員経験者の意見を制度の中に反映させる努力をすべきである。これが、本シンポジウム
を含む研究の中心テーマである。まずは裁判員経験者がその経験から感じた裁判員制度の課題などを、裁
判員経験者の声から分析し、より良い裁判員制度を構築するためにどうすればいいのかを考えることが、
本研究の目的となっている。裁判員経験者の声を反映した制度設計ができれば、現在の裁判員制度につい
て指摘されている課題も解決に向かい、市民がより参加しやすい裁判員制度が実現するものと考えられる。
本シンポジウムは、このような共同研究の一環として開催されたものである。

　　２．実 施 内 容

　本シンポジウムは、2020 年 11 月 21 日（土）の 14：00 より、Zoomを使ったオンライン形式で開催された。
弘前大学人文社会科学部が主催し、弘前大学人文社会科学部地域未来創生センターが共催して行われた。
　第１部は、「裁判員制度の課題」というテーマの下、本研究の共同研究者である３名から報告を行った。
平野からは「裁判員の『体験』から見る課題」、飯考行氏（専修大学）からは「裁判員制度の展開と課題」、
河野敏也氏（桃山学院大学）からは「裁判員制度の課題─新型コロナウイルス感染症下において─」の３
つの報告が行われた。
　第２部では、パネルディスカッション「裁判員経験者の『体験』を踏まえた裁判員制度」が、飯氏のコー
ディネートのもとで行われた。６名の裁判員経験者にご登壇いただき、裁判員制度の課題について議論を
していただいた。例年は、青森県内の裁判員経験者にご登壇いただいているが、今年度はオンラインでの
開催ということもあって、東京都や徳島県で裁判員を経験された方にもご登壇いただくことができた。

　　　　　　　　　　　
１	弘前大学人文社会科学部
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　　お わ り に

　初めてのオンライン開催であったが、例年とほぼ同じ 50 名ほどの方にご参加いただけた。今年度の特
徴は、全国各地の研究者や実務家の方にご参加いただけたこと、例年よりも学生の参加が多かったことで
ある。とくに、本学の学生だけでなく、青森市内や東京の学生にも参加していただくことができた。一方
で、青森県内の市民の皆さんへの発信という意味では、例年よりも難しい側面があった。
　今年度も何とか開催できたのは、登壇者、参加者の皆さんのお陰である。登壇者、参加者の皆さんに
は、この場を借りて御礼を申し上げたい。
　なお、本シンポジウムも含めた本研究の成果は、今年度末に発刊される報告書において具体的に示され
る予定である。
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杉山　祐子
　社会調査、生活文化調査
　食文化と地域産品

宮坂　　朋
　イタリアの世界遺産と文化財行政
　地中海世界の文化・美術に関すること

山田　嚴子 　民俗調査報告書の作成
関根　達人 　文化財の調査・保存・活用に関すること

上條　信彦
　有形文化財の保存・活用
　鑑定以外の身のまわりにある古いものに関する分析

李　　　梁
　地域の歴史文化、伝統産業の掘り起しと再活用、地域における歴史的、文化的景観の再評価
　国際化時代における地域の備えとその展望

今井　正浩
　古典ギリシア語・ラテン語に関するもの
　西洋古典古代の歴史文化全般に関するもの

原　　克昭 　宗教文芸を中心とする古典籍資料調査および報告書作成

泉谷　安規
　ヨーロッパ、とくにフランスと青森との歴史的・文化的関連性について
　日本語の中のフランス語

尾崎名津子
　地方メディアと文化の関わり
　青森県ゆかりの作家・文筆家について

畑中　杏美 　英語コミュニケーション
熊野真規子 　外国語教育（フランス語教育、複言語複文化教育）、言語教育政策、まちづくり、教育ツーリズム
小野寺　進 　英語コミュニケーション
南　　修平 　ニューヨークの歴史と文化
齋藤　義彦 　地域主権（ドイツでの歴史と現状）
荷見　守義 　中国史や現代中国事情に関すること
林　　　明 　北東北とインド・スリランカ
中村　武司 　近代弘前と西洋文化との関係（軍隊、協会など）

武井　紀子
　北東北地域における古代辺境支配の特質
　環日本海地域における交易の歴史学的・地理学的考察
　弘前市の歴史文化遺産について

亀谷　　学 　北東北とイスラーム

大橋　忠宏
　弘前を含む津軽地方における持続可能な公共交通サービスの設計
　中心市街地活性化のためのシームレスな交通サービスの設計

内海　　淳 　自治体の防災マニュアルなどの文書の作成・管理技術の改善

羽渕　一代
　若者の社会参加に関わる知識提供
　メディア文化に関する知識提供
　少子化対策に関わる調査研究・データと知識の提供

増山　　篤 　買い物、通院、介護、通勤・通学などに関する地理的公平性や施設配置の評価

日比野愛子
　地域に根差したテクノロジーの調査
　ゲーミング・シミュレーションの作成・実施

花田　真一 　データに関連するものならそこそこ
古村健太郎 　社会心理学を枠組みとした調査や実験，心理教育などの企画立案，効果測定への助言

保田　宗良
　ドラッグストアのマーケティング戦略
　調剤薬局のビジネスモデル構築

森　　樹男
　新商品開発
　観光人材育成

私たちがお手伝いできること (地域との連携可能なテーマ )
この度、地域未来創生センターの構成員がお手伝いできるテーマをまとめました。

地域の皆様の活動に関するご相談など、ぜひ地域未来創生センターまでお問合せください。
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熊田　　憲 　地域イノベーションの研究、イノベーション人材の育成
髙島　克史 　地域企業の経営課題解決事業

内藤　周子
　地方自治体における会計・ディスクロージャーに関する研究
　農業会計に関する研究

大倉　邦夫
　CSR（企業の社会的責任）経営
　ソーシャル・ビジネスの経営

小杉　雅俊
　品質原価計算
　プロセスコストモデル

細矢　浩志
　地方発の「再生可能エネルギー」事業の可能性について
　地域創生に資する「産業・経済振興」のあり方について
　（人口増・定住に寄与する雇用創出型地域振興モデルの構築・政策提言など）

黄　　孝春
　自然栽培の推進と地域の活性化
　りんごの高密植栽培

李　　永俊

　人口減少対策に関する調査・研究
　人口移動、流出防止策、UJI ターン者の支援策などに関する調査・研究
　地域循環経済や地域活性化に関する調査・研究
　災害復興、防災、減災などに関する調査・研究、教育プログラム開発など

福田　進治
　地域エネルギー事業に関する問題
　核燃料サイクル施設をめぐる問題
　消費者教育の推進に関する問題

飯島　裕胤
　長期資産形成に関わる経済理論の提供
　行動経済学の知見に基づいた健康政策
　空き家政策

小谷田文彦 　地域政策の経済分析
金目　哲郎 　自治体財政の現状と課題

桑波田浩之
　企業・個人のデータの統計的分析
　企業の海外進出・地域活性化に関する経済学視点からの研究・教育

平野　　潔
　法教育に関する教材作成、とくに模擬裁判のシナリオ作りなど
　裁判員制度や刑事司法に関すること全般

児山　正史 　地方自治体の計画・評価
長谷河亜希子 　独占禁止法やフランチャイズ契約が関連する諸問題

近藤　　史
　アフリカを身近に感じ、より深く理解するための講演会、写真展、ワークショップ
　地域の生業や暮らし・食文化、環境の利用・保全を題材にした調査研究、学生との交流、まちづくり

白石壮一郎
　地域間人口移動に関わる質的社会調査
　地域の交流拠点的な場の形成に関わる質的社会調査

吉村　顕真 　民法上の諸問題
河合　正雄 　受刑者処遇、受刑者の社会復帰
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主催事業

　令和２年度　年間スケジュール

開催日 事業名 場所 講師 連携団体 時間 担当
（敬称略）

2020.10.14 第1回地域未来創生塾＠中央公民館「地域商店街活性化の課題と対策」 弘前文化センター 林　彦櫻
（共催）弘前市教育委員会　	
（後援）弘前市，東奥日報社，

陸奧新報社
18:30 ～
20:00 林（彦）

2020.10.29	
（2021.1.20に延期）第2回地域未来創生塾＠中央公民館「ゴミから暮らしを振り返る 」 弘前文化センター 近藤　史

（共催）弘前市教育委員会　	
（後援）弘前市，東奥日報社，

陸奧新報社
18:30 ～
20:00 近藤

2020.11.1
2020年度　深浦円覚寺古典籍保存調査プロジェクト成果報告会/
弘前大学深浦エコサテライトキャンパス　令和2年度特別公開講座
「幕末・明治期における津軽寺院と宗教文化の展開─深浦円覚寺の古典籍か
らみえる近代─」

オンライン開催
末木　文美士 先生	
東京大学名誉教授・
国際日本文化研究セン
ター名誉教授　ほか

（後援）弘前市，東奥日報社，
陸奧新報社

13:00 ～
16:30 原

2020.11.11	
（2021.2.3に延期）

第3回地域未来創生塾＠中央公民館
　「ストラテジーと管理会計 」 弘前文化センター 小杉　雅敏

（共催）弘前市教育委員会
（後援）弘前市，東奥日報社，

陸奧新報社
18:30 ～
20:00 小杉

2020.11.25 第4回地域未来創生塾＠中央公民館
　「春を告げる，岩木川のウグイ漁」 弘前文化センター 曽我　亨

（共催）弘前市教育委員会　	
（後援）弘前市，東奥日報社，

陸奧新報社
18:30 ～
20:00 曽我

2020.12.9 第5回地域未来創生塾＠中央公民館
　「地域文化資源が求められるとき」 弘前文化センター 葉山　茂

（共催）弘前市教育委員会	
（後援）弘前市，東奥日報社，

陸奧新報社
18:30 ～
20:00 葉山

2020.12.13 2020年度旧弘前藩藩校稽古館資料調査報告会 弘前大学人文社会科学部	
多目的ホール

学部教員6名
による発表

（後援）弘前市，東奥日報社，
陸奧新報社

13:30 ～
17:00 武井

2020.12.23 第6回地域未来創生塾＠中央公民館
　「占領期の『月刊東奥』から見る青森の戦後」 弘前文化センター 尾崎　名津子

（共催）弘前市教育委員会　	
（後援）弘前市，東奥日報社，

陸奧新報社
18:30 ～
20:00 尾崎

2021.1.13　 第7回地域未来創生塾＠中央公民館
　「コンビニと独占禁止法」 弘前文化センター 長谷河　亜希子

（共催）弘前市教育委員会
（後援）弘前市，東奥日報社，

陸奧新報社
18:30 ～
20:00 長谷河

2021.1.27 第8回地域未来創生塾＠中央公民館　
　「経済効果の測り方　─産業連関分析入門─」 弘前文化センター 小谷田　文彦

（共催）弘前市教育委員会
（後援）弘前市，東奥日報社，

陸奧新報社
18:30 ～
20:00 小谷田

2021.2.7 シンポジウム「自然栽培の可能性と地域づくり」 オンライン開催 木村　秋則 氏	
木村興農社　ほか － 13:20 ～

17:00 加藤

2021.2.10 第9回地域未来創生塾＠中央公民館
　「奄美と青森の意外な縁　～笹森儀助と奄美方言～」 弘前文化センター 新永　悠人

（共催）弘前市教育委員会　	
（後援）弘前市，東奥日報社，

陸奧新報社
18:30 ～
20:00 新永

2021.2.24 第10回地域未来創生塾＠中央公民館
　「東日本大震災から10年をふりかえる」 弘前文化センター 李　永俊

（共催）弘前市教育委員会　	
（後援）弘前市，東奥日報社，

陸奧新報社
18:30 ～
20:00 李（永）

2021.3.10
令和2年度弘前大学地域創生本部ボランティアセンター活動報告会×
人文社会科学部地域未来創生センターフォーラム
「東日本大震災からの復興を考える～チーム北リアスの10年～」

弘前市民文化交流館
ホール

河村　信治 先生	
八戸工業高等専門
学校・教授　ほか

（共催）弘前市　	
（後援）野田村、野田村社会福祉協議会、

弘前市社会福祉協議会、
チーム北リアス，㈱陸奥新報社，

㈱東奥日報社

18:00 ～
20:30 李（永）

センター教員関連事業
開催日 事業名 場所 講師 連携団体 時間 担当

（敬称略）

2020.11.21 シンポジウム「裁判員の「体験」を踏まえた裁判員制度」 オンライン開催 飯　考行 先生	
専修大学法学部 ほか － 14:00 ～

17:00 平野
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弘前大学大学院人文社会科学研究科〈修士課程〉のご案内

○�弘前大学は人文社会科学領域の研究に取り組む方のために、大学院人文社会科学研究科〈修士課程〉を
設置し、毎年度学生を募集しています。専攻・コースは、以下の通りです。

弘前大学大学院人文社会科学研究科〈修士課程〉
【学位：修士（人文社会科学）、Master of Humanities and Social Sciences】

人文社会科学専攻

文化芸術コース　　　　
　文化財論分野　　　　
　日本語・日本文学分野
　思想・芸術科学分野　

現代共生コース　
　言語科学分野　
　歴史地域学分野
　国際地域論分野
　現代法政論分野

政策科学コース　　　
　経済・統計分析分野
　政策評価分野　
　会計情報分野

○働きながら学ぶ社会人の方の研究を支援する制度を設置しています。
　【社会人特別選抜】　入学試験では口述試験を重視し、社会人としての意欲と経験を評価します。
　【教育方法の特例措置】　夜間（18 時 00 分～ 21 時 10 分）または土曜日にも授業を受けることができます。
　【長 期 履 修 制 度】　２年分の授業料で最長４年かけて研究に取り組むことができます。
　【個別課題報告書】　修士論文の代わりに仕事や社会活動に関連する報告書で学位を取得できます。

○�人文社会科学研究科＜市民カレッジ＞を開講しています。2021 年度は、10 の専門分野からなる専門科
目 17 科目（前期 8科目・後期 9科目）を開講します。

　文京町キャンパスで、大学院の授業科目を正規の大学院生と一緒に受講していただく形になります。受
講科目の成績は大学院入学後、正規の単位に振り返ることができます。受講資格は４年制大学卒業、受講
料は１科目 11,500 円となります。詳しくはホームページ（下記）をご覧下さい。

［ホームページ］人文社会科学研究科　
　　http://human.cc.hirosaki-u.ac.jp/jinbun/web/daigakuin/examinee/course_index.html

［お問い合わせ］入試関係：学務部入試課　TEL 0172-39-3973･3193
　　　　　　　　学務関係：人文・地域研究科教務グループ　TEL 0172-39-3941
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